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はじめに

国家間の経済格差を背景に, 発展途上国の貧困層の人々を対象にした

国際的な犯罪組織による人身取引犯罪が横行している｡ そのような犯罪

組織は, 過酷な条件で被害者に労働を強要し, そこから生み出される巨

額の利益を得て, その維持や拡大に利用している
(１)

｡ このような状況に対

処するため, アメリカやヨーロッパ諸国をはじめとする国際社会は, 人

身取引の防止・撲滅及び被害者支援のために協力をし, さまざまな取り

組みを行っている｡

人身取引 (��������		
��
�
����		
��
�

�������
(２)

) とは, 人

を強制的に働かせた結果生じる利益の獲得を目的として, 人に対して暴

力, 脅迫, 詐欺などの手段を用いて人を支配下に置き, 人を徴募 (����

��
�����)・運搬・移送する行為である
(３)

｡ 利益とは, 金銭的なものに限

る必要はなく, 行為者の要求を満たすものであってもかまわない｡ ����

年に公表された国際労働機関 (��������
������������
��
���
��)

のデータによると, 近年行われている人身取引のうち被害者の��％が女

性であり, 女性被害者の多くは性的搾取を受けていることが明らかとなっ

ている
(４)

｡ わが国においても, �� �年代より外国人女性の性的搾取を目的

とした人身取引が頻発し, 社会問題となっている
(５)

｡ 本稿は, こうした外

国人被害者
(!)

の支援について考察しようとするものである｡

わが国は, 人身取引の被害者と認定された者に対して, ｢人身取引対

策行動計画���"
(７)

｣ に沿い, 包括的な支援を提供している
(８)

｡ ただし, これ

らの被害者支援は適切に行われているとはいい難い状況にあり, 特に,

経済的支援
(９)

が十分に行われていないという問題がある｡ また, ｢人身取

引対策行動計画���"｣ には法的拘束力がないため, 支援対策を行う義務

が国にあるわけではない｡

確かに, 人身取引の被害者は, 民事法律扶助制度を活用し, 雇用主に

対し賃金の未払いのある場合には, 債務不履行による損害賠償 (民法

"��条) を請求することができ, またブローカー等に対しては被害者の
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身体的及び精神的苦痛に対する治療費及び慰謝料等に関して不法行為を

理由として損害賠償を請求すること (民法���条), 及び損害賠償命令の

申し立てが可能である (｢犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための

刑事手続に付随する措置に関する法律｣ ��条) (以下, ｢刑事手続措置法｣

という
(��)

)｡

しかし, 損害賠償請求訴訟の提起及び損害賠償命令の申し立てにはか

なりの時間がかかるということ, 被害者がこれらの制度を利用すること

で加害者からの報復の恐れがあること, 加害者が不明な場合には被害者

はこれらの制度を利用することができないこと等の問題がある｡ そのた

め, 早期帰国を望む場合がほとんどである人身取引被害者
(��)

が, これらの

制度を利用することは困難である｡ それを裏付ける事実として, 被害者

が損害賠償請求を提起又は損害賠償命令の申し立てをすることは皆無で

ある
(��)

｡ しかも, 人身取引の被害者は, 借金返済等の名目で加害者から賃

金を搾取されており, 経済的に困窮している場合が多い｡ それゆえ, 経

済的支援を受けることができない場合, 被害者は無資力状態で帰国する

ことになる｡ このような状態で帰国した被害者は, 経済苦を理由として,

再び人身取引犯罪に巻き込まれる恐れがある
(��)

｡ 他方で, のちに紹介する

国際条約や議定書にみられるように, 国際社会は, 人身取引被害者に対

する経済的支援制度の構築を要請しており, またアメリカ合衆国やドイ

ツにおいても支援制度の拡充が行われている
(��)

｡

わが国の人身取引被害者に対する支援制度が不十分となっている問題

の背景には, 被害者に強制されている労働の内容が性労働であり, この

種の労働に対して依然として社会的偏見があることと関係しているよう

に思われる｡ そのため, この種の人身取引を人間の尊厳を侵害する行為

と位置づけ, 人権保障の観点から, このような被害者に対する経済的支

援を拡充するべきである, と思われる｡ 被害者に対する経済的支援を充

実させ, その経済的自立を促すことにより, 社会復帰が促進されれば,

被害者の人権保障に有益なだけでなく, 被害者の再被害化を防ぐことが
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でき, 刑事政策的に意義のあることと思われる｡

しかし, わが国では, 人身取引についての研究は古くから行われては

いるものの, 実態把握を目的とした研究や, 防止・撲滅に焦点を当てた

研究が中心となっている
(��)

｡ そのため, 支援対策の中でも特に経済的支援

に焦点をあてた研究はほとんど行われておらず
(��)

, ���団体等が, 国家

に対し経済的支援の拡充を要請している程度にとどまっている
(��)

｡

そこで, 本稿では, 性的搾取を目的とした人身取引の外国人被害者の

支援に焦点をあて, 人権保障の観点から, 経済的支援政策の一環として

国が第三者の弁済として, 加害者に代わって金銭を支払う制度について

検討を行う｡

このような観点から, 以下, 第１章では人身取引犯罪の外国人被害者

の支援の実態とその問題点を, 第２章では被害者に対する支援の沿革に

ついて, 第３章では人身取引被害者に対して積極的な経済的支援を行っ

ているアメリカ及びドイツの制度を概観し, 第４章でわが国における経

済的支援制度の方向性を提案することにする｡

(１) 	
��年の国際労働機関の報告によれば, 人身取引を含む強制労働に由来

する収益は年間で約��

億ドルに達するといわれている (�
���
����
��

������������(���)��
���
����
�����������
������
���������
�

�� ���!�"#�$��
�%�����&�����������	
������'������������

#��(�))***+���+���)*�%�(�)����(�)(�����),,,��-
��%),,,����������


)����%�
��)(���������
)*�%�-	�''.�+(��+

(２) わが国では, #�%�
�������/�
�又は�������/�
��
(����
は ｢人身

取引｣ と訳されるのが一般的である｡ 他方, 刑法では ｢人身売買｣ という

用語が使用されており, 用語が統一されていない状態にある｡ 従来, わが

国では, 対価を授受して人身を授受する行為が ｢人身売買｣ と呼ばれてい

た (牧英正 『人身売買』 岩波書店 (�.��年) ７頁)｡ そのため, ｢人身売買｣

という用語には, 目的物が人である売買という意味合いが強い｡ しかし,

現在問題となっているのはこのような単純な人の売買ではなく, 高度で複

雑な商取引であることから, ｢取引｣ という表現の方が人身取引の実態を

より正確に表すことができると思われる｡ そこで, 本稿では, 人身取引と
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いう用語を使用することにする｡

(３) 国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人 (特に女性

及び児童) の取引を防止し, 抑止し及び処罰するための議定書は, 人身取

引 (���������	
�	��
���������	���������	
) を ｢搾取の目的で,

暴力若しくはその他の形態の強制力による脅迫若しくはこれらの行使, 誘

拐, 詐欺, 欺もう, 権力の濫用若しくは弱い立場の悪用又は他人を支配下

に置く者の同意を得る目的で行う金銭若しくは利益の授受の手段を用いて,

人を採用し, 運搬し, 移送し, 蔵匿し又は収受することをいう｡ 搾取には

少なくとも, 他人を売春させて搾取すること若しくはその他の形態の性的

搾取, 強制的な労働若しくは役務の提供, 奴隷若しくはこれに類する行為,

隷属又は臓器摘出を含める｡｣ と定義している (同議定書３条) (日本政府

訳)｡ また出入国管理及び難民認定法でも, 人身取引が ｢イ 営利, わい

せつ又は生命若しくは身体に対する加害の目的で, 人を略取し, 誘拐し,

若しくは売買し, 又は略取され, 誘拐され若しくは売買された者を引き渡

し, 収受し, 輸送し, 若しくは蔵匿すること｡ ロ イに掲げるもののほか,

営利, わいせつ又は生命若しくは身体に対する加害の目的で, 十八歳未満

の者を自己の支配下に置くこと｡ ハ イに掲げるもののほか, 十八歳未満

の者が営利, わいせつ若しくは生命若しくは身体に対する加害の目的を有

する者の支配下に置かれ, 又はそのおそれがあることを知りながら, 当該

十八歳未満の者を引き渡すこと｡｣ と定義されている (同法２条７項)｡ こ

れらの定義する人身取引はいずれも行為・手段・目的から成り立っており

類似性がみられる｡ 刑法の定義する ｢人を買い受け｣ る行為は, 対価を支

払い現実に人身に対する不当な支配の引き渡しを受けたことを意味する

(刑法���条の２)｡ ここでいう不当な支配とは, 人に対して物理的・心理

的な影響を及ぼし, 被害者の意思をコントロール下に置くことを意味する｡

同議定書では, 人身取引の成立要件に搾取目的であることが含まれている

が, 刑法���条の２第１項では, 搾取を目的することが人身売買罪の成立

要件に含まれていない｡ しかし, 刑法���条の２第４項において ｢人を売

り渡すこと｣ が処罰の対象とされている｡ 刑法���条の２第１項と第４項

は対向犯の関係にあることから, １項において搾取が要件とされなかった

と思われる｡ そのため, 刑法においても, 人身取引を目的, 行為, 手段で

判断しているということが可能である｡ 以上の点から, これらの定義は本

稿のいう人身取引と合致しているということが可能である｡

(４) �	���	���
	�����
����
�	�����
	��������� �
������������
�

�
���!���
��"� �	�#�$������������%������������&���$''((()

��
)
�
'(����*'
�
���'������'+++�!,	
��'+++!��������
	'!
����	��
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����
���������������

(５) ��
���	
���	��	��������������	�
�	���� ��!�����"�	��"����#


	
�����$	�	��%���&	'���������	
�������������(

�'��


�

������!����������!���(���!����	����
� )����
���	����#*	�	�
�	���� 

��!�����人身売買禁止ネットワーク ($+,-�.), お茶の水女子大学��世

紀/�0プログラム ｢ジェンダー研究のフロンティア｣ (1#%0+2) 『｢日本

における人身売買の被害に関する調査研究｣ 報告書』 人身売買禁止ネット

ワーク$+,-�.事務局 (���3年) ８頁｡

(６) わが国では, 日本人被害者に対する性的搾取を目的とした人身取引も頻

発するようになっており, 深刻な問題となっている｡ 日本人の被害者も外

国人の被害者も, 人身取引により過度の人権侵害を受けているため, すべ

ての被害者に対して等しく支援が行われるべきであると思われる｡ ただし,

外国人の被害者は日本人の被害者に比べ, 支援を受けることが困難な状態

にある｡ 例えば, 外国人が被害者となるケースの場合, 被害者が不法滞在

状態にあることを理由にして, ほとんどの公的支援の対象外となっている｡

しかも, 被害者は違法就労状態にあることがほとんどであるため, 退去強

制処分を受ける可能性もある｡ そこで, 本稿では, とりわけ深刻度の高い

外国人女性の性的搾取を目的とした人身取引に焦点をあて, 日本人女性に

対する支援については今度の検討課題とすることとする｡

(７) 犯罪対策閣僚会議 ｢人身取引対策行動計画����｣ (����年��月�4日) ��,

��頁�(

�'��


��	��!��*��*������	 ��*������ �

��� �� 	 ����������

(���4年２月��日最終閲覧最終閲覧)｡

(８) 被害者には, 被害者の安全確保, 特別在留許可の付与等による被害者の

法的地位の安定, シェルターの提供による一時的住居の付与, カウンセリ

ングや医療支援, 経済的支援の一環として一定の要件を満たした者に対す

る民事法律扶助制度を活用した損害賠償請求の周知, 被害者の帰国支援等

に関する支援が提供されることになっている (犯罪対策幕僚会議・前掲注

(5))｡

(９) 本稿では, 被害者が加害者に対して損害賠償請求を行う際に国が援助す

る制度を, 損害賠償支援とよび, 公的財政を原資とした給付金を被害者に

対して給付することを, 公的支援制度とよぶ｡ また, これらの制度をあわ

せて経済的支援とよぶこととする｡

(��) 平成��年５月�6日法律第53号｡

(��) 厚生労働省 ｢厚生労働省における人身取引被害者への対応｣ (���5年),

(

�'��


��(�
�!��*���(��!�����5�����������7#�	#35����� (���4年

２月��日最終閲覧)｡
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(��) 最高裁判所司法統計資料 ｢��刑事損害賠償命令既済事件数 罪名別請求

金額区分及び終局区分別全地方裁判｣ (����年)�	

��

��������
�����

��
���
�����

�����
���
�����������(��� 年２月��日最終閲覧), !�"�

#$%&'()"'*'$�'+*)),-.,/0,/%$+"(/"+$%(+'������
����������

�����		
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(��) 確かに, 人身取引被害者を真に救済するためには, 人身取引を撲滅しな

ければ意味がないと思われる｡ ただし, 人身取引犯罪の撲滅にはかなりの

歳月がかかる可能性が高く, 現時点でこれを撲滅することは不可能に近い

(中村文子 ｢性的搾取のトラフィッキング―男女, 貧富, 内外の権力格差

と差別意識の理論的アプローチ｣ 公益学研究５巻１号 (����年) 5�頁)｡

他方, 被害者は, 人身取引により深刻な被害を受け, 緊急性を要する状態

にある｡ そこで, 本稿では, まずは緊急性の高い問題の解決を図るべく,

被害者支援について検討を行うことしたい｡

(��) 人身取引に関するもっとも古い研究として, 労働省労働基準局編 ｢所謂

『人身売買』 事件の取締りについて��解説｣ 労働時報２巻４号 (����年) ��

頁以下, 川島武宜 ｢人身売買契約の法的効力｣ 法時��巻９号 (����年) ���

頁以下, 前田信二郎 『売春と人身売買の構造』 同文書院 (����年), 牧・

前掲注 (�), 木宮高彦 『特別刑法詳解第２巻売春・人身売買』 日本評論新

社 (�� �年) などがある｡

(� ) 人身取引被害者に対する経済的支援についての先行研究として, 尾家康

介 ｢人身取引被害の民事的救済｣ 専門実務研究９号 (����年) � �頁以下,

指宿昭一 ｢労働搾取型人身取引の実態と司法的救済の取り組み (特集 人

身取引被害者の司法救済と弁護士の役割)｣ 自由と正義  �巻��号 (���5年)

� 頁以下, マクレーン・ダグラス著, 山下優子訳 ｢人身取引被害者と民事

的請求にかかる弁護士の役割―アメリカの事例に基づいて (特集 人身取

引被害者の司法救済と弁護士の役割)｣ 自由と正義 �巻��号 (���5年) ��

頁以下, 皆川涼子 ｢日本における人身取引の実態と司法的救済の必要性

(特集 人身取引被害者の司法救済と弁護士の役割)｣ 自由と正義 �巻��号

(���5年) 5�頁以下などがある｡

(��) 人身売買禁止ネットワーク (6/*',%)・前掲注 (�) ���頁｡

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)�� (��)



第１章 わが国における人身取引の現状と人身取引対策の問題点

第１節 わが国における人身取引の実態と被害者の現状

Ⅰ 人身取引の実態

現在わが国は, 外国人女性の性的搾取を目的とした人身取引の頻発に

より, 人身取引の主要目的国となっている｡ 警察庁の報告によれば, ����

年から����年までに人身取引事犯により検挙された者は, ���名存在し,

被害者総数は	
�名にのぼる
(��)

｡ 警察庁の資料によると, ����年度に保護

された被害者のほとんどが女性
(��)

で, そのうち売春等の性的被害を受けた

者が��名, ホステスとして働かされた者が��名等であった
(��)

｡ また, すべ

ての被害者はなんらかの在留資格を有していたが, 不正な方法で在留資

格を取得している者や, 性労働等の資格外活動を強要されている者が多

数であると思われる
(��)

｡ ����年までに報告された被害者はすべて外国人で

あったが, ���	年以降日本人被害者の数が年々増加傾向にあり, ����年

に認知された被害者総数��名のうち, 日本国籍の被害者は�
名にもおよ

んだ
(��)

｡ また, 最近では労働搾取を目的とした人身取引や男性被害者
(�
)

の存

在も明らかになってきており
(��)

, 人身取引の形態に変化がみられる
(��)

｡ いず

れのケースにおいても, 加害者らは, 被害者を何らかの方法で支配下に

置き, 被害者に肉体労働や性労働を強要し, 借金返済等の名目で被害者

の賃金の搾取をしている｡

このうち, 外国人女性に対して性労働を強要するケースでは, 被害者

の多くが一連の人身取引に付随する行為によりなんらかの疾患を有して

いる
(��)

ことが報告されている｡ しかし, 被害者は不法滞在状態にあるため,

ほとんどの公的支援の対象外となっているだけでなく, 退去強制処分を

受ける可能性もある｡ しかも, 売春行為が公序良俗に反する行為である

ことを理由に, 被害者は雇用主に対して搾取された賃金を請求すること

が困難である｡ そこで, 本稿では, とりわけ深刻度の高い外国人女性
(�	)

の

性的搾取を目的とした人身取引に焦点をあて論じることとする
(��)

｡

わが国では����年に出入国管理及び難民認定法 (以下, ｢入管法｣ と
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いう) が改正され, 人身取引事犯に関係する外国人の上陸許可基準等が

厳格化され, 外国籍の加害者の入国が困難になった｡ そのため, 国内で

の人身取引事犯の検挙件数は減少し, それに伴い被害者総数も減少傾向

にある
(��)

｡ しかし, 近年人身取引事犯の手口が巧妙化し, 人身取引の潜在

化が懸念されている
(��)

｡ 例えば, 外国人女性を日本人男性と偽装結婚させ,

在留資格 ｢日本人の配偶者等｣ を取得させるのである
(��)

｡ このような方法

をとれば, 被害者は書類上は合法な方法でわが国に入国していることに

なるため, その者が被害者であるかどうかはわかりにくくなる｡ しかも,

偽装結婚の事実が発覚した場合, その者が人身取引の被害者であっても,

公正証書原本不実記載罪 (刑法���条１項) に問われ, 強制退去処分を

受けることになる｡ このようなケースでは, 人身取引の被害者が単なる

不法入国者と判断される恐れがあるため, 実際の被害者総数は警察庁の

発表した数値を上回る可能性が高い｡

Ⅱ わが国における性的搾取を目的とした人身取引の典型例

人身取引問題の場合, 被害者の潜在化の恐れがあり
(��)

, その実態を正確

に把握することは困難であるが, 人身取引問題を扱う	
�団体である

人身売買禁止ネットワーク (以下, �	
���という) が二度に渡って

行った調査
(��)

, 国際労働機関が行った調査
(��)

及び警察庁の資料等により, わ

が国の人身取引の典型例を導き出すことは可能である｡ そこで, ここで

は, これらの調査をもとに, わが国における性的搾取を目的とした人身

取引の典型的な事例を概観したい｡

人身取引によって日本に連れてこられた被害者のうち, 半数が女性で

あるといわれている
(��)

｡ これらの被害者の出身国はタイやフィリピン, イ

ンドネシア, コロンビア等の発展途上国や経済的に困窮している国が多

い
(��)

｡

被害者の獲得は, おもに国際的な犯罪組織に所属する者によって行わ

れる
(��)

｡ 被害者の獲得を行う者はリクルーターと呼ばれる｡ このような者
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は, 被害者の家族や友人など被害者と近い関係にある場合も多い
(��)

｡ リク

ルーターは, 被害者に対して日本でのメイドやモデル業, 企業でのオフィ

スワーク, 工場での勤務等があると仕事の話を持ちかける
(��)

｡ しかし, リ

クルーターが提示する仕事の内容はほとんどの場合虚偽であり, 実際の

仕事内容は性産業への従事であることが多い
(��)

｡ その上, リクルーターか

らあっせんされる仕事の労働条件は, 長時間労働かつ低賃金であること

が多く, 仕事を休むと罰金を支払わせる等の過酷な条件を課される場合

がほとんどである
(��)

｡ 被害者の中には実際の仕事内容が性産業への従事で

あることに気づきながら, リクルーターの話に同意する者もいるが, 過

酷な労働条件であることを認識していないと思われる
(��)

｡

リクルーターはこのようにして獲得した被害者を出入国の手配を行う

現地のブローカーに引き渡す｡ ブローカーは被害者に偽造パスポートや

航空券を渡すが, 人身取引の発覚を免れるために直接目的国に入国させ

るのではなく, 第三国を経由して目的国に入国させる場合が多い
(��)

｡ 被害

者が不正なパスポートを利用して入国する行為は, 刑法に関しては公正

証書原本等不実記載 (刑法�	
条), 偽造公文書行使等 (刑法�	�条) に

該当する｡ 仮に被害者が在留許可を得ていたとしても, 被害者が売春業

に従事することは在留資格外活動にあたるため, 資格外活動による処罰

(｢入管法｣ 
�条) や退去強制 (｢入管法｣ ��条) の対象となる｡ 近年で

は手口に変更が見られ, 被害者を日本人男性と偽装結婚させ, 被害者に

在留資格を取得させるケースが多い
(��)

｡ この場合, 被害者の行為は公正証

書原本不実記載罪に該当するため, 退去強制処分を受ける可能性がある｡

被害者とともに日本に入国した監視役のブローカーは, 犯罪組織関与

者である日本のブローカーに被害者を引き渡す｡ その際, ブローカーは,

被害者がブローカー等の元を逃げ出すことを防ぐため, 被害者のパスポー

トを没収する｡ 被害者は, ブローカーにより虚偽の契約に基づくいわれ

のない借金を負わされ, 借金返済のために犯罪組織があっせんする風俗

店等に従事することになる
(�	)

｡
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ブローカーらは被害者を管理するために, 肉体的・精神的暴力を加え,

被害者を提供した住居に住まわせて監視する｡ また, ブローカーらは被

害者が逃げ出さないようにするため, 虚偽の借金の返済を迫り, 借金返

済等の名目で被害者の賃金を搾取する｡ その結果, 被害者の手には僅少

額の賃金しか渡らず, 経済的に困窮している被害者が多い
(��)

｡ それに加え,

劣悪な労働条件で働かされることにより, 被害者が身体的疾患及び精神

的疾患を負う可能性が高い｡ しかし, ブローカーらは人身取引の発覚を

防ぐため, 被害者が医療機関を利用することを認めない｡ このようなこ

とから, 被害者が入国管理局や警察等により発見される際, 深刻な身体

的・精神的疾患を抱えているケースが報告されている
(��)

｡ しかも, 被害者

は, 不法在留を理由に退去強制処分を受ける可能性がある｡ そのため,

退去強制処分を受けた被害者は, 身体的・精神的疾患を抱え, 経済的に

困窮したまま出身国に強制送還されることが考えられる｡

被害者の多くは, 高等教育を受けていないため労働の場が限られてお

り
(��)

, 帰国後に生活を再建することが困難な可能性が高い
(��)

｡ そのため, 経

済苦を理由に
(��)

, 人身取引の被害者は帰国後２年以内に再被害にあう可能

性が高い
(�	)

｡ このような悲惨な状況から, 性的搾取を目的とした人身取引

は現代の奴隷制とも呼ばれている
(�
)

｡ また, 人身取引から生み出される利

益は莫大であるため
(��)

, 組織犯罪の資金源となっている
(��)

ことも問題視され

ている｡

第２節 人身取引対策の問題点

前節で概観した人身取引の実態と被害者の現状を踏まえ, 本節では,

わが国による人身取引問題に対する対応を防止・撲滅と被害者支援とに

分けて概観し, その問題点を明らかにしたい｡

Ⅰ 人身取引への対応

わが国の人身取引対策の要となっているのは, ｢人身取引対策行動計

画｣ である｡ わが国は
���年に ｢人身取引対策に関する関係省庁連絡会
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議｣ を設置し, 同年��月に ｢国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合

条約を補足する人 (特に女性及び児童) の取引を防止し, 抑止し及び処

罰するための議定書
(��)

｣ (以下, ｢人身取引議定書｣ という) に署名を行い,

それを受けて����年に人身取引対策のための指針である ｢人身取引対策

行動計画
(��)

｣ を策定した｡ ����年には ｢人身取引対策行動計画����
(�	)

｣ とし

て修正され, さらに����年に ｢人身取引対策行動計画����
(�
)

｣ へと改訂さ

れた｡

｢人身取引対策行動計画｣ では, ｢人身取引議定書｣ の締結及び ｢人

身取引議定書｣ により定められた義務や要請を実施するための国内法の

整備並びに人身取引を防止・撲滅するための対策及び人身取引被害者を

保護するための対策を講じることが明記されている
(��)

｡ 防止・撲滅対策と

しては, 出入国管理の強化, 在留資格, 査証の見直し, 偽装結婚対策,

不法就労防止の取り組み, 買売春対策, 刑法の改正による人身取引行為

の犯罪化等が挙げられている｡ 被害者支援に関しては, 被害者の認知,

シェルターの提供, カウンセリング, 相談活動の実施, 交番等に駆け込

んだ被害者の保護, 被害者に対する在留資格の付与, 安全確保, 帰国支

援等が挙げられている
(��)

｡

｢人身取引対策行動計画����｣ では, 以前の行動計画の内容に加え,

不法就労対策を通じた人身取引の防止, 児童の性的搾取に対する厳格な

対応, ブローカー等の取締りの徹底, 潜在的被害者に対する支援の周知,

取締り過程における被害者の発見, 被害者に対する法的援助に関する周

知, 中長期的な保護支援に関する検討, 男性被害者の支援について等の

検討が盛り込まれた
(��)

｡

｢人身取引対策行動計画����｣ では, 近年多発している外国人技能実

習生制度を利用して来日した外国人が雇用主から賃金の未払いや長時間

労働等の被害を受けた場合に雇用主に対して未払い賃金を支払わせるこ

とや, 男性被害者に対する一時保護の提供を行うことが追加された｡
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Ⅱ 防止・撲滅対策の概要並びにその成果及び問題点

① 上陸拒否事由及び退去強制事由の新設

人身取引行為が ｢入管法｣ 上の強制退去の事由に含まれていなかった

ため, わが国は����年に ｢入管法｣ を改正し, ｢入管法｣ ５条７項の２

で ｢人身取引等を行い, 唆し, 又はこれを助けた者｣ を上陸の拒否事由

に加え, ��条４項のハにおいて ｢人身取引等を行い, 唆し, 又はこれを

助けた者｣ を退去強制事由に加えた｡ それにより, ����年に人身取引等

を理由にフィリピン人１名が退去強制処分を受けた
(��)

｡ 翌年には, フィリ

ピン人３名, タイ人１名が退去強制処分を受けた
(��)

｡ その後, 毎年に渡っ

て人身取引等を理由に外国人が退去強制処分を受けている｡

② 在留資格 ｢興行｣ の見直し

多くの人身取引被害者が, ｢興行｣ ビザを不正に取得し, 来日してい

たという問題が起きていたため, 在留資格付与の要件を厳格化すること

で人身取引の防止を行おうとした｡ そこで, 上陸許可基準を定めた ｢出

入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令｣ のう

ち, 法別表第１の２の表の興行の項の下欄に掲げる活動の項の１・イ・

(�) の ｢外国の国若しくは地方公共団体又はこれらの準ずる公私の機関

が認定した資格を有すること｣ という基準を削除し, 芸能人としての能

力の有無について実質的な審査を行えるようにするとともに, その他の

基準についても抜本的な見直しを行った｡ これにより, 同法６条２項に

基づき, 外国人が興行の在留資格を利用して演劇, 演芸等の興行に関係

する活動を行うことを目的としてわが国に入国しようとする場合, 又は

興行から得られる収入の額が���万円を超える場合, 国・地方自治体が

招聘する場合等をのぞき, 当該外国人が従事しようとしている活動につ

いて ｢外国の教育機関において当該活動に係る科目を２年以上の期間専

攻したこと｣ 又は ｢２年以上の外国における経験を有すること｣ が在留

資格付与の要件とされ, 要件が厳格化された｡
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③ ｢人身売買罪｣ (刑法���条の２) の新設

わが国では, 刑法���条２項の国外に移送する目的をもってなされる

人身取引についての規定を除いて, 人身取引を直接処罰する規定が存在

しなかった｡ そのため, 人身取引を行った者を処罰することが困難であっ

た｡ そこで, わが国は, 刑法を改正して ｢人身売買罪｣ (刑法���条の２)

を新設した
(��)

｡

｢人身売買罪｣ の保護法益は被害者の身体の自由と解されている
(��)

｡

｢人を買い受けた｣ とは対価を得て人に対する不法な支配を取得するこ

とをいい, ｢人を売り渡した｣ とは対価を得て人に対する不法な支配を

引き渡すことを意味する
(��)

｡ ｢対価｣ は金銭に限定されておらず, 債務の

免除との引き換えに人の支配を移転されるような場合も売買にあたると

解される
(��)

｡ ｢人を支配下におく｣ とは, 物理的, 物理的な影響に及ぼし

その意思を左右できる状態のもとに対象者を置き, 自己の影響下から離

脱することを困難にさせることをいう
(��)

｡ 人の自由を完全に拘束すること

までは必要とされていない
(��)

｡ 被害者の同意に関しては, 人身取引される

ことに対し真摯な同意をすることは考えづらく
(�	)

, 形式的な同意があるこ

とが売買の性質を否定しうるものではないと解することができる｡ した

がって, 被害者が自身を売買することについて加害者に同意をしていた

場合であっても, そのような形式的同意は有効ではなく, 人身売買罪

(刑法���条の２) が成立することになる｡ それゆえ, 被害者が日本での

労働が性産業への従事であることを知りつつ来日させられた場合であっ

ても, ｢支配や搾取の態様が本人の同意から外れた酷なものである場合

などには本罪が成立すると解される
(�
)

｣｡

すでに述べたように, 被害者の中には実際の仕事内容が性産業への従

事であることに気づきながらリクルーターの話に同意する者もいるため,

このように形式的な同意がある場合にも人身売買罪の成立を認めたこと

は意義がある｡
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④ 人身取引に由来する犯罪収益の没収・追徴

｢組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律｣ (以下,

｢組織犯罪処罰法｣ という) が改正され, 同法の没収・追徴の前提犯罪

に, 未成年者略取及び誘拐罪 (刑法���条), わいせつ目的・結婚目的略

取・誘拐罪 (刑法���条), 所在国外移送目的略取及び誘拐罪 (刑法���

条), 人身売買罪 (刑法���条の２), 被略取者等所在国外移送 (刑法���

条の３), 被略取者引渡し等罪 (刑法���条) 及び未遂罪が (｢組織犯罪

処罰法｣ ２条２項の１) 含まれることになった｡ それにより, これらの

犯罪行為等により生じ, 若しくは, これらの犯罪行為により得た財産又

はこれらの犯罪行為の報酬として得た財産
(��)

, すなわち犯罪収益及び犯罪

収益に由来する財産
(��)

の没収が可能となった (｢組織犯罪処罰法��条１項｣)｡

犯罪収益が, 不動産若しくは動産若しくは金銭債権でないときその他こ

れを没収することができないとき, 又は当該財産の性質, その使用の状

況, 当該財産に関する犯人以外の者の権利の有無その他の事情からこれ

を没収することが相当でないと認められるときは, その価額を犯人から

追徴することができる (同法��条１項)｡

犯罪組織は, そこから得られる財産の獲得を目的として人身取引を行っ

ている｡ そのため, 人身売買罪 (刑法���条の�) を ｢組織犯罪処罰法｣

の没収・追徴の前提犯罪に加えたことは, 犯罪組織に対して経済的ダメー

ジを与えることにつながるため, 人身取引の防止という観点から重要で

あるといえる｡

⑤ 防止・撲滅対策による成果及び問題点

�		�年にわが国で発見された被害者数は�
名であったが, 上記の対策

が講じられた結果, �		�年には被害者数が�
名となり, 被害者総数が減

少傾向にある｡ そのため, 上記の人身取引の防止対策は有効であるとい

える｡

しかしながら, 人身取引の潜在化及び巧妙化により人身取引が発覚し

にくくなっている可能性を考えると
(��)

, このような現在の対策によって人
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身取引事犯の防止や摘発が十分に行えているかは疑問が残る｡ また, 人

身取引事犯の摘発の際, 多くは ｢入管法｣ 等の関係法規が用いられてい

るため, 量刑等が不十分であることも指摘されている
(��)

｡

さらに, ����年の国籍法
(��)

の改正により, 新たな問題が起きている｡

出生後に日本人に認知されていれば父母が結婚していない場合であって

も日本国籍を取得することが可能になった結果, 日本国籍を取得するた

めに来日する外国人の親子が増加した｡ このようにして来日した親子が

なんらかの労働を強いられているケースが多数報告されている
(��)

｡ そのた

め, わが国は, このようなケースについても適切な対応をしていくべき

である｡

Ⅲ 被害者支援制度の概要及び問題点

前節で確認した人身取引被害者の現状を踏まえると, 被害者に必要な

支援は, 以下の５点に集約できる｡

(�) 被害者を単なる不法入国者と区別するために, 何らかの方法を

用いて被害者であることを確認する必要があること

(�) 被害者の法的地位が不安定であることから, 在留許可を付与す

る必要があること

(	) 精神的にも肉体的にも深刻な被害を受けている場合が大半であ

るため, 医療支援を必要としていること

(
) 被害者支援を行う際に一時的な住居が必要であること

(�) 被害者は経済的に困窮していることから, 経済的支援が必要で

あること

そこで, 以下では, ①わが国で行われている被害者認定, ②在留許可

の付与, ③一時的な住居の提供, ④医療支援, ⑤経済的支援の現状を確

認しつつ, その課題や問題点について考察したい｡
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① 制度の実施主体及び認定方法

被害者は公的機関等に発見されたとしても, 人身取引被害者として認

定されなければ原則として公的支援の対象とならず, 単なる不法入国者

として退去強制処分を受ける可能性がある
(��)

｡ そのため, 被害者認定を適

切に行うことは被害者支援を考える上で最も重要な問題であるといえる｡

わが国における支援対策は, ｢人身取引対策行動計画����｣ をもとに

行われることになっている｡ ただし, 同行動計画は法的義務を伴わない

ため, 国には同行動計画に基づく支援対策を行う法的義務はない｡

わが国には人身取引被害者の認定を行うための専門機関がなく
(��)

, 入国

管理局又は警察庁が実施主体となっている
(��)

｡ 認定機関が１ヶ所でないこ

とから, 警察庁は����年に通達を発出し
(��)

, 被害者認定を適切に行うため

に行政機関と連携し情報共有をはかることを指示した｡ また, 内閣に設

置された人身取引対策に関する関係省庁連絡会議により, ����年に ｢人

身取引事案の取扱方法 (被害者の認知に関する措置) について
(��)

｣ という

申し合わせが行われた｡ この申し合わせには, 検察, 入国管理局, 婦人

相談所, 児童相談所, 労働行政関係機関等が被害者の窓口として挙げら

れており, 職務中に被害者を発見することに努める事や, これらの窓口

に被害者からの相談や保護の要請があった場合に, 関係する行政機関と

連携し適切に保護を行うことも挙げられている｡ 一応, 人身取引被害者

の認知のための着眼点として, ｢人身取引議定書｣ による人身取引の定

義も挙げられているものの, 具体的な認定方法についての明確な基準は

設けられていない
(�	)

｡ しかも, 警察等による被害者の認定手続きに不備が

あっても, 被害者は不服申し立てを行うことができない｡ このようなこ

とから, 日本弁護士連合会
(��)

やアメリカの ｢����年人身取引報告書
(�
)

｣ から,

被害者認定が正しく行われていないケースが多く存在しているとの批判

がなされている｡ さらに ｢���
年人身取引報告書｣ では, 強制労働を目

的とした人身取引又は性的搾取を目的とした人身取引の被害者を適切に

認定することを目的とした新たな認定手続きを実施するよう要請がなさ
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れている
(��)

｡ ����年の ｢人身取引 (特に女性と子ども) に関する勧告｣ で

は, 日本の被害者認定制度には不明確な部分が多いため, 人身取引被害

者の誤認が生じかねないと指摘されている
(��)

｡ また, 認定を行う機関の認

定基準に差があることにより, 実際に被害者に不利益が生じていること

が指摘されている
(��)

｡ しかも, これらの機関は被害者認定に特化した機関

ではないことから, 制度主体として適切であるかという疑問も生じる｡

以上の点から, 現状では, 被害者の認定は適切に行われていないと評価

することができる｡

② 在留許可の付与

被害者は, 多くの場合, 偽造パスポートの行使などの不法な手段によ

りわが国に入国し, 不正に在留資格を得て在留資格外の活動を行ってい

ることから, 退去強制の対象となっている (｢入管法｣ ��条)｡ 上述した

ように, 偽装結婚により正規滞在のビザを有している被害者も多数存在

するが
(�	)

, これらの被害者は資格外活動を行っているため強制退去の対象

となっている｡ そこで, わが国は���
年に ｢入管法｣ を改正し ｢人身取

引等により他人の支配下に置かれていた者｣ を上陸の拒否事由 (同法５

条７項), 及び強制退去事由 (同法��条４項のヌ) から除外した｡ さら

に, 被害者が人身取引等により他人の支配下に置かれて日本に在留して

いると認められる場合には, 特別上陸許可の対象とした上で (同法��条

１項２号), 法務大臣の裁量による特別在留許可の対象とすることにし

た (同法
�条１項３号)｡ ただし, 特別在留許可は法務大臣の裁量によ

る恩恵的な制度であることから, 法務大臣の自由裁量権に属するもので

ある｡ そのため, 被害者に特別在留許可が付与されなかったとしても,

被害者は不服申し立てを行うことができない｡ ただし, 現在のところ入

国管理局が被害者と認定した者すべてに特別在留許可を付与しているた

め
(	�)

, 一応の取り組みがなされていると評価することができる｡

③ 一時的な住居の提供

人身取引被害者として認定を受けた者は国内で包括的な支援を一時的
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に受けることが可能となるため, 支援を受けるための一時的な住居が必

要となる
(��)

｡

｢人身取引対策行動計画｣ が策定されるまでは, 女性の家サーラーや

日本キリスト教婦人矯風会の関連福祉施設である女性の家����といっ

た民間支援団体が主体となり被害者に一時的な住居
(��)

を提供していた
(�	)

｡ 民

間シェルターは, 被害者支援にかかる費用をすべて負担せねばならず,

財政的困難に陥る場合が多かった
(�
)

｡ このようなことから, ｢人身取引対

策行動計画｣ では, 被害者が婦人相談所を経由して民間のシェルターで

一時保護される場合は, 民間シェルターに対して政府又は都道府県から

一時保護委託費として１日１名当たり��

円の支給が認められることに

なった
(��)

｡

また, 被害者の保護が売春防止法に基づいて行われることになったこ

とを受け, 婦人相談所
(��)

(売春防止法	
条１項) は一時的な住居の付与等

さまざまな支援
(��)

の拠点とされることになった
(��)

｡ それにより, 民間のシェ

ルターでの一時保護件数は減少した｡ しかし, 民間シェルターの役割は

依然として重要であり, 婦人相談所での受け入れが困難な場合や他の施

設で一時保護を行った方が適切であると判断される場合には, 民間のシェ

ルターや婦人保護施設等で一時保護を行うことになっている
(��)

｡ 婦人相談

所において一時保護を受けるには, その者が ｢要保護女子
(�

)

｣ であり,

｢人身取引対策行動計画｣ に基づき保護されていることが要件となって

いる
(�
�)

｡ そのため, 性産業に従事していなかった被害者は, 婦人相談所に

おいて一時保護を受けることができない可能性がある｡

婦人相談所は人身取引被害者の支援を専門的に行う機関ではないため

適切な支援を行うことができるのかという点, 被害者支援についての具

体的なマニュアルが存在していない点
(�
�)

, 被害者の平均保護日数が	�日程

度では不十分ではないかという点が問題視されている
(�
	)

｡ また, 婦人相談

所は, ｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律｣ (以

下, ｢��防止法｣ という) に基づき, 配偶者暴力の被害者の一時保護
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も行っているため, 過剰収容状態になっており施設内での支援の質の低

下等の恐れがある
(���)

｡ 民間のシェルターに対する一時保護委託費に関して

も, ����円の支給額では十分な支援が出来ないため, 日本弁護士会連合

会から批判がなされている
(���)

｡ ただし, 婦人相談所の利用が困難な被害者

であっても, 民間シェルターにおいて受け入れをしてもらえる可能性が

高く, 最低限の住居が確保されている点は評価することができる｡

④ 医療支援

｢人身取引対策行動計画｣ の策定を受け, 医療機関が生活困難者のた

めに無料又は低額な料金で診療を行う事業である無料低額診療事業制度

の対象に人身取引被害者が含まれることになった
(���)

｡ そのため, 人身取引

の被害者は医療機関で低額又は無料で診療を受けることができる｡ 被害

者は婦人相談所に配置されている心理療法担当職員によるカウンセリン

グ及び, 婦人相談所の嘱託医による医療支援を受けることができる
(���)

｡ さ

らに, ����年からは, 婦人相談所で一時保護された被害者が無料低額診

療事業制度を利用できなかった場合に厚生労働省から年間����万円の医

療費の補助を受けることが認められており, 被害者は原則として全額公

費による医療支援を受けることが可能である
(��	)

｡

ただし, 無料低額診療事業制度を行っている医療機関はすべての都道

府県にあるわけではないこと, 同制度は医療機関の裁量によるところが

多く, 医療機関が被害者を受け入れるかどうかの判断を一方的に行うた

め, 診療が拒否される可能性がある, という問題がある｡ ただし, 婦人

相談所の嘱託医による医療支援も存在しているため, 被害者に対する最

低限の医療支援は確保されているということができる｡

⑤ 経済的支援

(�) 損害賠償請求 (民法���条, ��
条)

被害者はブローカー等から借金返済等の名目で賃金を搾取されており,

被害者の手元に残っている金銭はほとんどない｡ そのため, 経済的に困

窮していることを理由として, 経済的支援を望む被害者が数多く存在し
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ている
(���)

｡ 被害者は雇用主に対し賃金の未払いのある場合には, 債務不履

行による損害賠償 (民法���条) を請求することができ, またブローカー

等に対しては被害者の身体的及び精神的苦痛に対する治療費及び慰謝料

等に関して不法行為を理由として損害賠償を請求することが可能である

(民法���条)｡ ｢人身取引対策行動計画����｣ では, 損害賠償請求訴訟を

提起しようとする被害者に対して, 総合法律支援法
(���)

に基づく日本司法支

援センターの民事法律扶助制度を利用することが認められている｡ 人身

取引被害者が法律扶助制度を利用するためには, 被害者がわが国に住所

を有し適法に在留していることや収入等の一定の要件を満たす必要があ

る
(���)

｡ 被害者の住所が定まらない場合であっても, そのことにやむを得な

いと認められる理由があり, かつ, 支援センターの地方事務所や事件を

受任する弁護士等との間で確実な連絡方法を確保することができると判

断される時には, 援助の申込みが可能である
(���)

｡

しかし, 被害者の多くはわが国から短期在留許可しか付与されていな

いため, 損害賠償請求を提起するための時間がない｡ さらにはブローカー

らの報復を恐れ, 損害賠償請求を躊躇する被害者も多い
(��	)

｡ また, 被害者

が損害賠償請求訴訟を提起し, 勝訴判決を得た場合であっても, 加害者

に資力がないこともありうるとの指摘がなされている
(���)

｡ そのため, 実際

に婦人相談所において一時保護を受けている間に損害賠償請求を提起し

た被害者はいないようである
(���)

｡ このようなことから, 被害者が損害賠償

請求を提起することは現実的には困難であると思われる｡

(�) 損害賠償命令 (｢刑事手続措置法｣ �	条)

人身取引の被害者は, 損害賠償請求に実効性を持たせるための制度で

ある損害賠償命令 (｢刑事手続措置法｣ �	条) を利用することができる｡

特定の故意の犯罪により被害を受けた者は, 被告人に対し損害賠償の

申立を行った場合, 同一の刑事裁判所に対して, 刑事事件に付随して損

害賠償命令を申し立てることが可能である (同法�	条)｡ 損害賠償命令

の対象犯罪に人身売買罪 (刑法��
条の２) が含まれていることから,
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人身売買罪に係る刑事被告事件の被害者は, 損害賠償命令を利用するこ

とができる｡ 損害賠償命令を利用したい被害者は, 刑事事件の弁論終結

時までに, 事件が係属している地方裁判所に����円の申し立て料を支払

えばよい
(���)

｡

通常, 被害者が刑事裁判で有罪となった被告人に対して損害賠償請求

をしたい場合, 刑事裁判とは別に民事訴訟を提起しなければならず, 被

害者にとって時間的にも費用的にも負担が大きいという問題がある｡ そ

こで, 損害賠償命令制度を導入し, 刑事事件の審理を行った裁判所が有

罪判決の言い渡しをした後, 民事上の請求に関しても審理することが認

められるようになった｡ それにより, 被害者の時間的制約を軽減し被害

者に簡易迅速な救済を行うことができるようになった｡

損害賠償命令は刑事事件の訴因として特定された犯罪事実に基づき,

その犯罪から損害の賠償を請求する制度である｡ そのため, 被害者は加

害者個人に対して損害賠償命令の申し立てをすることは可能であるが,

加害者が所属する犯罪組織に対して申し立てすることができない｡ しか

し, 人身売買罪に係る刑事被告事件の被告人は, 組織の末端である可能

性が高い｡ 人身取引により得られる犯罪収益はこのような末端の者に帰

属せず, 犯罪組織に帰属してしまうことが想定される｡ 被害者が損害賠

償命令の申立てをしたところで, 加害者から得られる金銭は僅少である

可能性が高い｡ その上, 被害者に付与される滞在許可期間は短期間であ

ることから, 被害者は刑事裁判が確定するまでに帰国している可能性が

高い｡ そのため, 実際に損害賠償命令を申立てした被害者は存在しない

ようである
(���)

｡ このようなことから, 損害賠償命令の実効性には問題があ

るということが可能である｡

(�) ｢犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の

支援に関する法律｣

故意による生命・身体犯の被害者は, ｢犯罪被害者等給付金の支給等

による犯罪被害者等の支援に関する法律｣ (以下, ｢犯給法｣ という) に
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基づき, 公的財政より給付を受けることが可能である
(���)

｡ ｢犯給法｣ は,

日本国籍を有していない外国人も給付の対象としているため, 外国人の

人身取引被害者も同法の給付の対象となりうる｡

同法の趣旨は, 故意の生命・身体犯の被害者が, 過度の人権侵害を受

けているにも関わらず, 加害者の無資力等の理由により加害者から損害

賠償を受けることが困難な状態にあるため
(���)

, このような被害者の社会復

帰を目的として
(���)

, 公的支援を行うことにある｡ すなわち, ｢犯給法｣ は,

被害者が加害者から損害賠償を受けることができていない等の不合理な

現実を背景に, 被害者の法秩序への不信感を払しょくするため
(���)

, 損害の

一部填補の要素を含む見舞金的給付を一般財源から拠出している
(���)

｡

同法は, 被害者の受傷の程度によって給付対象とするか否かを判断す

る｡ 故意に行われた人の生命や身体を害する行為によって犯罪被害を受

け死亡した者の遺族, 重傷病を負った者, 又は受傷により障害が残った

者に対して, 被害者の受傷の程度に応じた給付金の支給が認められてい

る (同法４条
(���)

)｡

犯罪行為の場所は, 日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日

本の航空機内において行われた犯罪行為のみと限定されている｡ 当該犯

罪被害の原因となった犯罪行為が行われた時に, 日本国籍を有せず, か

つ, 日本国内に住所を有しない者は, 制度の対象外である (同法３条)｡

その者が住所を有しているというためには, わが国に適法に滞在してお

り, 在留カードを有している必要がある｡ つまり, 短期滞在の外国人や

不法滞在状態にある外国人は同法の対象外となる｡

被害者が当該事件について損害賠償を受け取った場合には, その価額

の限度において給付金の支給額が調整されるか又は給付金が支給されな

いこととなっている (同法８条１項)｡ 不支給裁定の理由の大半が, 被

害者が損害賠償を受領しているケースであることが明らかになっている
(���)

｡

また, 給付額が減額された理由として, 被害者が損害賠償を受領した事

例も多数報告されている
(��	)

｡ そのため, 加害者からの損害賠償を受領する
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ことができないケースでないと被害者に給付金が支給されない可能性が

高い｡

国は給付金の支給額の限度において, 給付金を支給された者の損害賠

償請求権を有することとなっている (同法８条２項)｡ ｢これは, この制

度が犯罪被害について事実上損害賠償を受けられないということを前提

にして給付金を支給しようとするものであることから, 国がその支給を

した以上, その額の限度で支給を受けた者に損害賠償を与える必要はな

く, また, 加害者が資力を有していて, 損害賠償が行われた場合には社

会全体が負担することになるこの給付金を支給する必要がない
(���)

｣ という

理由によるものである
(���)

｡

各都道府県公安委員会は, 給付金の裁定を行う際, 被害者の損害賠償

受領の状況を聞き取り, 捜査情報等から加害者の資力の把握等を行うこ

とで, 加害者に実際に求償を行うかどうかを判断する
(���)

｡ ただし, 国が実

際に加害者に対して求償権を行使したケースはほとんどないことが報告

されている
(���)

｡ 加害者に対して求償を行うことができなかった理由として,

加害者に資力がないと判断されるケースが多いことや, 通常の損害賠償

請求訴訟における賠償額の裁定にはさまざまな事情を考慮した上で判断

せねばならず賠償額の確定に時間を有するため求償することができない

事等が挙げられている
(��	)

｡ 上述のように, 加害者から損害賠償を受領する

ことができないケースの被害者に給付金が支給される可能性が高いため,

加害者に対して求償権を行使することは困難であると予想される｡

同法の給付を受けようとする者は, その者の住所地を管轄する都道府

県公安委員会
(���)

に, 入院日数及び負傷又は疾病の状態に関する医師又は歯

科医師の診断書や被害者がその勤労に基づいて通常得ていた収入の日額

を証明することができる書類といった必要な書類を提出し申請を行う

(犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律

施行規則��, ��, ��条)｡ 犯罪被害者等給付金の支給に関する裁定には,

平均して７ヶ月かかる
(���)

｡ 加害者が不明等裁定に時間がかかりそうな場合,
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一定の額を限度として仮給付金の支給が認められている｡

人身取引被害者が同法による給付を申請しようとする場合, 外国人の

人身取引被害者の多くは在留資格を有していないこと, 被害者認定を受

け在留許可を付与された場合であっても短期滞在許可しか付与されてい

ない可能性が高く住所を有しているとはいえないことが障害となり, 同

法の対象となる場合は少ないと思われる｡

被害者本人が受け取ることができる給付金として, 重傷病給付金, 障

害給付金がある｡ このうち, 障害給付金を受け取るには, その者が被害

を受けたことにより障害が残ったと認定を受ける必要がある
(���)

｡ しかし,

人身取引による被害の中心は, 心的外傷や身体的疾患である｡ そのため

被害者に後遺障害が生じているケースはあまりないと思われる｡ 重傷病

給付金に関しては, 人身取引により心的外傷後ストレス障害や身体的疾

患を有している場合が多いため, 支給される可能性が高い｡ ただし被害

者は日本国内で売春に付随する行為を行っている可能性が高く, 休業損

害を算定することは困難である｡ 医療費に関しては, 人身取引被害者と

して認定された者は原則として全額公費による医療支援を受けることが

できるため, 問題とはならない｡ また, 裁定には平均して半年以上かか

るため, 時間的制約がある被害者が給付金を受け取ることは困難なよう

に思われる｡ 以上の点から, 人身取引被害者は ｢犯給法｣ を利用して経

済的支援を受けることが難しいと思われる｡

小括

以上, わが国における人身取引対策を防止・撲滅対策と被害者支援に

分けて紹介した｡ その結果, 防止・撲滅対策に関しては一応の取り組み

が行われているが, 被害者に対する支援は不十分であり, 特に被害者認

定及び経済的支援が不十分であることが明らかとなった｡

このようなわが国の対応とは異なり, 世界的動向としては, 経済的支

援をはじめとする被害者支援について積極的な取り組みがなされている｡
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そこで次章では, 被害者支援に関する国際社会の動向及びわが国の対応

の沿革を概観した上で, 支援についての国際的な動向とわが国の対応と

を比較し, わが国の支援の問題点と今後のあり方について検討したい｡

(��) 警察庁保安課 ｢平成��年中における人身取引事犯の検挙状況等について｣

(����年�月��日)	
���
�����������������
����������
����
������

���

���	(����年７月��日最終閲覧), 警察庁保安課 ｢平成��年中における人

身取引事犯の検挙状況等について｣ (����年２月��日)	
���
�����������

������
����������
����
������

������	(����年７月��日最終閲覧)｡

(��) 男性被害者も６％程度存在している (警察庁保安課・前掲注 (��))｡

(��) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡

(��) 法務省入国管理局 ｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取引の被害者

数｣ (����年)	
���������� ���������!�������������"������	(����年

７月��日最終閲覧)｡

(��) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡

(�#) 保護された３名の男性被害者のうち, ２名は皿洗い等の強制労働をさせ

られ, １名は性的マイノリティでありホステスとして働かされていた (佐々

木綾子 ｢男性人身取引被害者保護システムの確立にむけて｣ 一橋社会科学

４巻 (����年) "�, "�, "#頁)｡

(�") 近年では, 外国人技能実習生制度を利用して来日した外国人に対する賃

金の未払いや長時間労働が頻発しており, 新たな形態の人身取引として問

題視されている ( ｢第��#回国会 法務委員会第��号議事録｣ (���#年５月

��日), 
������$�$$�������������%&'()*+�
���������#����#���#���#

���#�������	(����年２月��日最終閲覧))｡ また, このような問題は国際

的にも批判を受けている (
�,�������,(-./���,�����	�����������	

�����0���)｡ 外国人技能実習制度とは, 発展途上国の経済発展を目的と

して, わが国において発展途上国の労働者に対して技能の習得をさせる制

度である｡ 同制度を利用しわが国への入国を認められた外国人は, 出入国

管理及び難民認定法２条の２第１項の規定に基づき日本国内への在留及び

労働が正式に認められる｡ しかし, 同制度を悪用し, 保証金という名目に

よる多額の金銭の徴収や, 劣悪な労働条件や低賃金で技能実習生を働かせ,

技能実習生から賃金の搾取を行うケースが多数報告されている｡ 被害者が

外国人であること, 労働搾取が行われていることから, 技能実習生への労

働搾取の問題と性的搾取を目的とした人身取引問題には, 類似する点も多
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い｡ 他方で, 技能実習生問題の場合は, 加害者が一般企業であること, 被

害者は日本国内への在留及び労働が正式に認められており労働基準法等の

労働法規の保護の対象となっていることから, 外国人労働者問題という性

質も有しているといえる｡ また, 技能実習生が技能実習中に負傷した場合

には, 労働者災害補償保険法に基づき, 給付を受けることができる｡ また,

外国人技能実習生総合保険に加入している者であれば, 労働災害以外の病

気にかかった場合であっても, さまざまな補償を受けることができる｡ ま

た, 未払い賃金があった場合も, 雇用主に対して請求することが可能であ

る (技能実習生に対して最低賃金法の適用を認めたものとして, 名古屋高

判平成��年２月��日労判����号５頁以下, 熊本高判平成��年１月��日労判

����号��頁以下などがある)｡ それに加え, ����年に ｢外国人の技能実習

の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案｣ が国会に提出され,

一応の取り組みが行われている｡ このようなことから, 本稿では, この種

の問題は扱わないこととする｡

(��) 日本人女性の被害実態は完全には解明されていないが, ホストクラブで

客として飲食した代金を支払うために国内の旅館へ引き渡され, 売春を強

要されたケースや, 加害者グループが女性らに覚せい剤等を与えて覚せい

剤中毒にし, その代金を支払わせる名目で被害者らに売春を強要するケー

ス等が報告されている｡ いずれのケースにおいても, 加害者らは, 被害者

を何らかの方法で支配下に置き, 被害者に売春等を強要し, 借金返済等の

名目で被害者の賃金の搾取が行われている (警察庁保安課・前掲注 (�	))｡

(�
) 人身売買禁止ネットワーク (��
���), お茶の水女子大学��世紀���

プログラム 『｢人身売買被害者支援の連携の構築―地域, 国境を越えた支

援に向けて｣ 報告書』 人身売買禁止ネットワーク��
���事務局 (����

年) �	, ��頁, 国際移住機関 (���������������������������� ����!

����) 『人身取引被害者支援のための�� ハンドブック』 (����年) �	�頁

以下｡

(��) 男性に対する性的搾取が行われることも想定されるため, 性的搾取を受

けた男性についても本稿の対象とする｡

(�	) 日本人被害者も, 人身取引により性的搾取を受け, 身体的・精神的損害,

及び過度の人権侵害を受けている｡ そのため, 日本人の被害者に対する支

援も重要な問題であり, 積極的な対応を行うことが望ましい｡ 日本人被害

者には, 特段の時間的制約がないこと, 社会保障の受給対象である, とい

う特徴がある｡ そのため, このような特徴を生かした支援を日本人被害者

に対して行うべきである, と思われる｡ 他方, 外国人被害者に対しても,

その特徴を考慮した支援を行うべきである｡ そこで, 本稿では, それぞれ
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の特徴にあった支援を行うことがより効果的な支援を提供することにつな

がるという理由により, 外国人被害者と日本人被害者のケースを区別する

ことにし, 日本人被害者に対する支援については, 今後の検討課題にした

い｡

(��) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡

(��) 法務省入国管理局 ｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取引の被害者

数等について｣ (���	年３月��日) 
���
��������������������������

�������
�������������������������
����(��� 年２月��日最終閲覧)｡

(��) 藤本伸樹 ｢『偽装結婚』 の事例から人身取引のグレイゾーンを検証する｣

立命館国際地域研究第��号 (����年) ���, ���～���頁｡ また, ブローカー

らが被害者に対して労働契約を締結するようにみせかけて, 人身取引の被

害者であることを本人に自覚させないようにするケースも出てきている

(日本女性差別撤廃条約!"#ネットワーク ($!!%) ｢定期報告書の審議

に関する論点と質問のリスト：日本｣ !"#回答 (日本語仮訳)｣ 国際女

性��巻１号 (����年) �� , ���頁)｡

(��) 法務省入国管理局・前掲注 (��)｡

(��) 人身売買禁止ネットワーク ($!&'())・前掲注 (�), 人身売買禁止ネッ

トワーク ($!&'()) ����・前掲注 (��)｡

(�	) (��*���������+�,���#--�.*���������*����� �

(��) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡

(� ) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡ これらの国では賃金が低く, 女性の労働

の場が限られている｡ このようなことから, 国外の労働を望む女性が多く,

結果として多数の女性被害者が生み出されているということができる｡

(��) 木村光江 ｢トラフィッキングの実態と法的対策｣ 法学会雑誌	 巻２号

(��� 年) �, �����頁, 古谷修一 ｢国際組織犯罪としての人身取引―人身

取引議定書の特徴と国内実施―｣ 早稲田大学社会安全政策研究所紀要第２

号 (����年) ���, ��	頁, (��*���������+�,���#--�.*���������*��

����/���

(��) (��*���������+�,���#--�.*���������*����	��	�

(��) (��*���������+�,���#--�.*���������*������

(	�) (��*���������+�,���#--�.*���������*���������

(	�) 木村・前掲注 (��) ��, ��頁, 藤本・前掲注 (��) ���頁, (��*���������

+�,���#--�.*���������*����� ����

(	�) 人身売買禁止ネットワーク ($!&'())・前掲注 (�) ��, ��頁｡

(	�) (��*���������+�,���#--�.*�0*�����-�
*1��*.���/"*�*���2&

���,��������.*�����3�-��.*4��,���5������������	�
	���
���


中京法学��巻１号 (��� 年) ��(��)



������������	��
��
��	���
��
����
�����������������
�����������


�������
����
�������
����������
���

(��) 法務省入国管理局の報告によれば, 平成��年度に法務省が保護した被害

者９名のうち正規滞在者は８名にも上った｡ 法務省入国管理局・前掲注

(��)｡

(��) 朝日新聞����年５月��日朝刊��面｡

(� ) 藤本・前掲注 (��) �� 頁｡

(��) 人身売買禁止ネットワーク (!"#$%&)・前掲注 (� ) ��頁, 女性の家

サーラー 『女性の家サーラー��年のあゆみ外国籍女性への暴力の実態』

(����年) � , �', ��頁｡

(��) !���(�����������(���'�

(�') 人身売買禁止ネットワーク (!"#$%&)・前掲注 (�) ���頁｡

(��) !���(�����������(�����

(��) ��(�����

(��) ケビン･ベイルズ 『グローバル経済と現在奴隷制』 凱風社 (����年) ��頁｡

(��) 実際に, ブローカーらが約��名の女性を５年間働かせ, ��億円の利益を

得ていたケースが報告されている (朝日新聞・前掲注 (��) ��面)｡

(��) 警察庁 ｢平成��年警察白書｣ (����年８月) )��
�*�������
��	��+
�

)�,��-��)���)�,��)��)���)����.��������)���((��� 年２月��日)(

(��� 年２月��日最終閲覧)｡

(��) &����
����&��/���(0�

�������&����)$�����
,��	��&������(

1�
�
����-2�������3)������(0�

��������	�)�4�����"������

3��/�������	�����$������������5�	���6��3����(4�����"������(

7�
���(����(����4�"�$�0���'�

(� ) 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議｢人身取引対策行動計画｣(����

年��月７日), )��
*������
���	��+
�+
������,��+������,������������

,��,�,��)���((��� 年２月��日最終閲覧)｡

(��) 犯罪対策閣僚会議 ｢人身取引対策行動計画���'｣ (���'年��月) )��
*��

����
���	��+
�+
������,��+������,���������',��,�,��
��((��� 年２月

��日最終閲覧)｡

(��) 犯罪対策閣僚会議・前掲注 (�)｡

(�') 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議・前掲注 (� )｡

( �) 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議・前掲注 (� )｡

( �) 犯罪対策閣僚会議・前掲注 (�)｡

( �) 法務省入国管理局 ｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取引の被害者

数について｣ (����年２月) )��
*��������+�	��+
�
�����������������

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)�� (��)



����(���	年２月��日最終閲覧)｡

(	
) 法務省入国管理局 ｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取引の被害者

数について｣ (����年２月), 
��������������������������������������

����(���	年２月��日最終閲覧)｡

(	�) わが国は ｢人身取引対策行動計画｣ 等では ｢人身取引｣ という用語を使

用している一方で, 刑法��	条の２では ｢人身売買｣ という用語を用いて

いる｡ この点に関して, わが国ではすでに人身売買という用語が刑法典に

存在しており, 実際に ｢国外移送目的による人の売買の罪｣ (��	条の２)

や, ｢児童の売買の罪｣ (児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等

に関する法律８条) などの条文が存在すること, 国民にも売買という言葉

の持つ意味は広く浸透していることから, ｢人身売買罪｣ という用語が使

用された (｢第�	�回国会法務委員会第�
号議事録｣ (����年４月��日),


��������������� �������!"#$%&'�(��������	�����
��	��������
��
�

����(���	年２月��日最終閲覧))｡

(	�) 久木元伸, 島戸純, 谷滋行 ｢『刑法等の一部を改正する法律』 について｣

法曹時報��巻 (����年) ��号�
頁, ��頁｡

(		) (｢第�	�回国会法務委員会第�
号議事録｣ (����年４月��日),


��������������� �������!"#$%&'�(��������	�����
��	��������
��
�

����(���	年２月��日最終閲覧))｡

(	�) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (	�) ��頁｡

(	�) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (	�) ��頁｡

(	�) 加藤経将 ｢法令解説 人身取引対策��法定刑の引上げと人身取引に係る罪

の新設��刑法等の一部を改正する法律｣ 時の法令����号 (����年)６,��頁｡

(��) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (	�) �
頁｡

(��) 加藤・前掲注 (	�) ��頁｡

(��) ここでいう財産とは, 不動産若しくは動産又は金銭債権を意味する (同

法�
条１項)｡

(�
) 犯罪収益に由来する財産とは, 犯罪収益の果実として得た財産, 犯罪収

益の対価として得た財産, これらの財産の対価として得た財産その他犯罪

収益の保有又は処分に基づき得た財産をいう (同法２条４項)｡

(��) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡

(��) 木村・前掲注 (
�) ��頁, ��頁｡

(�	) 昭和��年５月４日法律第���号｡

(��) 犯罪対策閣僚会議・前掲注 (�)｡

(��) 人身売買禁止ネットワーク ()#%$*+)・前掲注 (�	) ��, ��頁｡

(��) 法務省入国管理局 ｢人身取引撲滅への取り組み｣

中京法学��巻１号 (���	年) ��(��)



�����������	

	�
�
����
���	��	���������������, 第���回参議院法

務委員会��号 (����年４月��日), ������������	��������
���� !"#$�

����		���������%�����������%�������&(����年２月��日最終閲覧)｡

(��) 人身売買禁止ネットワーク (' "!())・前掲注 (��) ��頁｡

(��) 警察庁丁保発第%�号警視庁公安部長警察庁生活安全局保安課長 ｢人身取

引事犯の的確な把握, 被害者の保護及び取締りの推進について｣ (����年

３月�*日) ������������������
����+����	�	+��	����,	������������

�����%�*����&(����年２月��日最終閲覧)｡

人身取引対策に関する関係省庁連絡会議申合せ ｢人身取引事案の取扱方

法 (被害者の認知に関する措置) について｣ (����年６月�%日), �������

��������,	����
��
���	��	�
	��	���-	�	�	������	�+�	����&(����年２月

��日最終閲覧)｡

(��) 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議申合せ・前掲注 (��)｡

(�%) 法務省入国管理局のホームページによれば, ｢入管法に規定する人身取

引の定義の解説, 調査の留意事項を基に, 加えて, 世界保健機関 (./0)

や国際移住機関 ((01) が作成した被害者該当性判断のための調査事項

等を参考として慎重かつ十分に調査を行うとともに, 警察, 在日外国公館,

(01等とも連携し, 情報の提供を受けるなどして｣ 被害者を認定すると

してはいるものの, 具体性を欠いているといえる｡ 法務省入国管理局 ｢人

身取引撲滅への取り組み６, 被害者保護の手続き｣ �����������	

	�


�
����
���	��	����-	�2
	�����
�

(��) 日本弁護士連合会 ｢第６回政府報告に対する女性差別撤廃委員会からの

課題と質問についてのアップデイト報告｣ (���*年５月) ��, ��頁, �����

�������	+�	3,�-,���-�
���	3-�-4�
�����2��	��2
��-	����5�	3-�-4�

�-,��4��������
��5-,��-�5�52����,5
������

(��) 6,��-�
,����'2��	+,&��������,��&������

(��) 6,��-�
,����'2��	+,&��������,��&����**�

(�7) '�4 ���	��,	��(��,+	��8����-�,2-���-���	+�	��	��,-����&

,��,+	���4��
,����+�	��-,�)&!-���	+�	��	��,-����&,��,+	���4

��
,����+�	��-,�&$� �6�+�"�/89����%��"����("2��7����)�

(��) 齋藤百合子 ｢人身売買被害者とは誰か―日本政府の ｢人身取引｣ 対策に

おける被害者認知に関する課題｣ アジア太平洋レビュー３号 (����年) �7,

7%頁｡

(�*) 法務省入国管理局・前掲注 (%�)｡

(*�) 法務省入国管理局 ｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取引の被害者

数等について｣ (����年３月１日), �����������
�
����
��+���,������

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)�� (��)



�������	
�, 法務省入国管理局 ｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取

引の被害者数等について｣ (��
�年２月��日), ���	���������������	���

��������������
�	
��(��
�年２月
�日最終閲覧), 法務省入国管理局

｢平成��年に保護又は帰国支援した人身取引の被害者数等について｣ (��
�

年３月１日),���	���������������	������������
���
��	
��(��
�年２

月
�日最終閲覧), 法務省入国管理局・前掲注 (��)｡

(�
) �������� ���!"�#�$�%�� �����������������
～���

(��) 女性の家サーラー・前掲注 (��) ３頁, ４頁｡

(��) これらの民間のシェルターは, 被害者に対して一時的な住居を提供する

とともに, 通訳者の配置, 被害者の出身国に応じた生活環境の提供, 独自

のルートでの帰国支援, 被害者が望んだ場合に賃金未払い訴訟等法的援

助を行う等のさまざまな支援を行っている (人身売買禁止ネットワーク

(&'()�*)・前掲注 (��) ８頁)｡

(��) 人身売買禁止ネットワーク (&'()�*)・前掲注 (��) ��頁｡

(��) 内閣府共生社会生活統括官 ｢民間団体への援助に関する検討会 (第５回)

議事録｣ (����年８月３日), ���	����������������	����+� �,$ , ��-��

��-� �-����-� ��� � ��-$�.�����!�(��
�年２月
�日最終閲覧)｡

(��) 婦人保護事業実施要領によれば, 婦人相談所の目的は ｢売春防止法に基

づき要保護女子についてその転落の未然防止と保護更生を図ること及び配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づき配偶者から

の暴力の被害者である女性 (以下, ｢暴力被害女性｣ という) の保護を図

ること｣ である｡ (厚生省発社第��号一部改正 (
���年３月
�日), 厚生労

働省発雇児第
������号 (����年２月２日) ｢婦人保護事業実施要領｣,

���	����������
�������	��./���-������,$�� �����0��0
�������	
��

(��
�年２月
�日最終閲覧))｡

(��) 婦人相談所は, 被害者の社会復帰の促進を目的として, 母国の文化を尊

重した日常生活場面での支援, 医師の診察や医療費の補助等による健康支

援, 必要に応じて弁護士等による法的支援, 心理療法担当職員によるカウ

ンセリング等の心理的ケアなどの一時保護を行っている (犯罪対策閣僚会

議・前掲注 (�))｡

(��) ｢人身取引対策行動計画����｣ 及び ｢人身取引対策行動計画��
�｣ では,

売春防止法に基づくという文言は削除されたものの, 現在も婦人相談所が

一時保護を行っている｡

(��) 法務省法務総合研究所編集・法務総合研究所編集 ｢平成��年版犯罪白書

刑務所出所者等の社会復帰支援｣ (��
�年), ���	�����-$,1�
��������

�	��	���������0��0�0�0�0�0�����!�(��
�年２月
�日最終閲覧), 厚生

中京法学�
巻１号 (��
�年) ��(��)



労働省雇用均等・児童家庭局 ｢婦人相談所等における人身取引被害者への

対応｣ (����年),�����		


���

������	���������������	�����	����

��	���������������	��	�
	���������� (���!年２月��日最終閲覧)｡

(���) ｢要保護女子｣ とは, ①売春環境から脱出し, 又は更生する目的をもつ

て, 警察に保護救済を求めてきた女子, ② 警察で検挙した売春関係事犯

の被害者である女子, ③警察で検挙した被疑者で売春を行なうおそれのあ

る女子, ④警察で発見した行方不明者その他の者で, その性行又は環境に

照らして売春を行なうおそれのある女子をいう (｢売春関係要保護女子の

取扱い｣ 平成��年生総発甲第��号)｡

(���) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 (雇児発�"�"号第７号) ｢婦人相談

所が行う一時保護の委託について｣ (����年７月�"日),

�����		


������#������	�$��
	���#�����%��	�&	#�'���&&�������

(���) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長・前掲注 (���)｡

(��&) 人身売買禁止ネットワーク (()*+,-)・前掲注 (�!) ��頁, &�頁｡

(���) 人身売買禁止ネットワーク (()*+,-)・前掲注 (�!) &�頁｡

(��') 日本弁護士会連合会 ｢女性差別撤廃条約に基づく第６回日本政府報告書

に対する日本弁護士連合会の報告書｣ (����年９月), �',�!頁｡

�����		


���%�����#����#���	
��#�#�	��	�������	�����#������
��#�

#�	�#����	����	
�����#���#��!������� (���!年２月��日最終閲覧)｡

(��!) 都道府県, 指定都市, 中核市民生主管部局長宛 (社援総発第�&�����号)

｢社会福祉法第２条第３項に規定する生計困難者のために無料又は低額な料

金で診療を行う事業における人身取引被害者等の取扱いについて｣ (���'年

３月８日) , �����		


���#�����

������	%��$���	����%�#����%��.

/0123���%��41/012350)+2)+646/0123)07/*8492:;0

71342<6)03��'�� (���!年２月��日最終閲覧)｡

(��") 犯罪対策閣僚会議・前掲注 (")｡

(���) 内閣官房 ｢人身取引対策行動計画の進捗状況｣ (���'年��月),

������		


�������������	��	�����	���=��	���!	!��#����$'���� (���!

年２月��日最終閲覧)｡

(��>) 人身売買禁止ネットワーク (()*+,-)・前掲注 (') '"頁｡

(���) 平成�!年６月２日法律第"�号｡

(���) 犯罪対策閣僚会議・前掲注 (")｡

(���) 犯罪対策閣僚会議・前掲注 (")｡

(��&) 人身売買禁止ネットワーク (()*+,-)・前掲注 (') ��'頁｡

(���) 人身取引は国境を越えて行われるため, 国際裁判管轄との関係でわが国

において訴訟を提起することができるのか等の指摘もなされている (尾家・

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)�� (��)



前掲注 (��) ���頁)｡

(���) 被害者の未払い賃金請求に関する支援はほとんど行われていないようで

ある｡ (国立女性教育会館 ｢人身取引 (トラフィッキング)問題について知

る｣ (����年) ��頁 	

��

�����������
��
��
�
��������������������

�����������������(����年２月��日最終閲覧)�������� ! "#�!$!��

!%$##&'(&)*&)��%�")�%��"%!����+��
��������������
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�����	
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�����
����

(���) 損害賠償命令の内容に異議がある場合は, 通常の民事訴訟手続に移行す

る (｢刑事手続措置法｣ ��条)｡

(���) �4�36.�	
����.
�����
��, 最高裁判所司法統計資料・前掲注 (��)｡

(���) 同法は, ����年に犯罪被害者等給付金の支給に関する法律として制定・

施行されたのち, ����年に大幅に改正され, 名称も変更された (昭和��年

５月１日法律第��号)｡

(���) 賠償金が被害者に全額支払われたケースは全体のうち３割程度存在して

いる｡ ただし, 殺人等の重大な犯罪により被害にあった者に対して賠償金

支払われたケースは１割以下となっている (法務総合研究所 ｢法務総合研

究所研究部報告｣ ７号 (����年) ��～+�頁)｡

(���) 内閣府共生社会生活統括官 ｢経済的支援に関する検討会 (第��回) 議事

禄｣ (����年��月��日), 	

��

�������.�-.���
	��4�3
,03,3�
7��
.7�3


7��
.7�3�
-3�32.70�5���	
16�(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) ｢第��回国会衆議院内閣委員会８号議事録｣ (����年��月��日),

	

��

7.77�3���6�-.���
��)!$(�
,80-33�
���
����
���������������

����(����年２月��日最終閲覧), 藤本哲也 『刑事政策概論 [全訂第七版]』

青林書院 (����年) +��, +��頁, 大谷實 『新版刑事政策講義』 弘文堂

(����年) ���頁｡

(���) 内田貴 『民法Ⅱ [第３版] 債権各論』 東京大学出版会 (����年) ���頁,

���頁, 内閣府共生社会生活統括官 ｢経済的支援に関する検討会 (第２回)

議事録｣ (����年５月��日), 	

��

�������.�-.���
	��4�3
,03,3�
7��


.7�3
7��
.7�3�
-3�32.70�5��	
16�(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) 犯罪被害者等給付金は三種類あり, ①遺族給付金, ②重傷病給付金, ③

障害給付金となっている (同法４条)｡ 遺族給付金は, 被害者が死亡した

場合に支払われるものである (同法４条)｡ 生計維持関係遺族がいる場合

とそうでない場合で支給額が異なる (同法９条１項)｡ ②については, 犯

罪行為によって加療１ヶ月以上かつ入院３日以上を要する負傷又は疾病

(精神疾患については３日以上労務に服することができない程度の疾病)
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を負った被害者に対して, 負傷・疾病から１年間の保険診療による医療費

の自己負担部分と休業損害を考慮した額を合算した額が支給される (同法

９条３項)｡ ③については, 犯罪行為により障害が残った者に対して, 法

令に定める障害等級に基づいて算定される障害給付基礎額に, 障害の程度

を基準として政令で定める倍数を乗じて得た額を支給するものである (同

法９条７項)｡ これらの給付金は国の一般会計より支出される｡

(���) 警察庁 ｢平成��年度中における犯罪被害給付制度の運用状況について｣

(����年), �		
��

�����
������

��������
����������
������������


���(����年７月��日最終閲覧)｡

(���) 奥村正雄 ｢被害者支援の現状と問題点｣ 宮澤浩一, 國松孝次監修 『犯罪

被害者支援の基礎』 東京法令出版 (����年) ���,���頁｡

(���) 村沢真一郎 ｢犯罪被害者等給付金支給法｣ 警察学論集��巻��号 (�� �年)

８頁, � 頁｡

(���) 国が被害者に対して給付金を支給した場合, 被害者の有する当該犯罪行

為に関する損害賠償債権が国に移転する｡ 結果として, 国は, 加害者に対

する求償権を取得することになる (村沢真一郎 ｢犯罪被害給付制度�２�｣

警察研究��巻９号 (�� �年) � , ��～��頁)｡

(�� ) ｢第���回国会内閣委員会第５号｣ (��� 年３月� 日), �		
�

�������

��!�����

"#$%&'(
�������
���
����
������ ��������
��� (����年

２月��日最終閲覧)｡

(���) ｢第���回国会内閣委員会第５号議事録｣ (��� 年３月� 日),

�		
�

���������!�����

"#$%&'(
�������
���
����
������ ��������


���(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) その他の例として, ①加害者が死亡しておりかつ財産を相続した者がい

ない場合, ②加害者が検挙されていない場合, ③加害者が心神喪失等のた

め民事上の責務を負えないという場合, ④直ちに求償を行うことができな

い場合が挙げられている｡ ( ｢第���回国会内閣委員会第５号議事録｣ (��� 

年３月� 日), �		
�

���������!�����

"#$%&'(
�������
���
����


������ ��������
���(����年２月��日最終閲覧))｡

(���) 同制度の管轄を有するのは公安委員会である (同法��条)｡ 警察運営の

民主性, 政治的中立性を担保するための機関として制度設計されている点,

警察法によって政治的な公正さを担保されている点などを考慮して, その

管轄が公安委員会とされている (｢第��回国会参議院地方行政委員会第７

号議事録｣ (�� �年��月��日), �		
�

���������!�����

"#$%&'(
���

����
���
����
���������������
���(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) 警察庁 ｢平成��年度中における犯罪被害給付制度の運用状況について｣
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(����年), ����	
�����
���
��
��������	��������	����������������


����(����年７月��日最終閲覧)｡

(���) 障害とは, 障害者等級１級から��級までに該当する障害を意味する｡

第２章 人身取引被害者に対する支援の沿革

性的搾取を目的とした人身取引の被害者及びその支援が注目されるよ

うになった背景として, 人権思想が発展・定着し始めた��世紀以降, そ

して人権思想の確実な定着に伴い����年に採択された ｢女子に対するあ

らゆる形態の差別の撤廃に関する条約｣ (��� !���������!"#�$���%

�������##&�'$	��(�	)'�$������������	�*�$!�
(���)

) (以下, ｢女

子差別撤廃条約｣ という) 及び����年に採択された ｢人身取引議定書｣

が重要だと思われる｡

以下では, ��世紀以後から ｢女子差別撤廃条約｣ 採択まで, ｢女子差

別撤廃条約｣ 採択から ｢人身取引議定書｣ 採択まで, ｢人身取引議定書｣

採択後の状況という時代区分に沿って, 被害者支援に関する国際社会及

びわが国の対応を概観しておきたい｡

第１節 国際社会の対応

Ⅰ ��世紀から ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (����年) までの支援の

状況

��世紀以後の国際社会では, 性的搾取を目的とした人身取引は売春に

付随する問題として扱われていた｡ 人身取引に関する国際社会の対応を

理解するためには, 売春問題がどのように扱われていたのかを確認する

必要がある｡ イギリスが産業革命による国力増大で国際社会に強い影響

を及ぼしていたことから, イギリスにおける売春問題を確認した上で,

女性に対する性的搾取を目的とした人身取引に対する国際社会の対応を

概観することとしたい｡
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ヨーロッパ諸国において売春を目的とした女性の人身取引について注

目されるようになったのは, ��世紀に入ってからであった｡ ��世紀のイ

ギリスでは, 経済不況を理由としてイギリス人女性の国際的な売買, い

わゆる白人奴隷 (�����	
���) の売買が行われていた
(�
�)

｡ イギリスでは

��世紀頃からメアリ・ウルストンクラフト (������

����������)

により女性解放運動が行われるようになり, 女性の権利の確立等につい

て言及され始めた
(�
�)

｡ その後のイギリスの女性解放運動は, 主にジョセフィ

ン・バトラー (����������
����������
��) により先導されるように

なった｡ ジョセフィン・バトラーは, 売春について強い関心を有してお

り, 廃娼運動を通じて売春女性の救済を行うなどの活動を行っていた
(�
 )

｡

そのため, バトラーは, 売春目的の人身取引に注目し, その禁止を訴え

た
(�
�)

｡ このような人身取引は, 広く注目を集めることとなり
(�
�)

, 国際的な取

り組みが行われることとなった｡

まず, 売春という観点から性的搾取を目的とした人身取引を扱ってい

る国際条約としてもっとも古いものは, ��!"年に採択された ｢醜業ヲ行

ハシムル爲ノ婦女賣買取締ニ關スル國際協定
(�"!)

｣ (#��$�����������
%&

'���(���������	������������������	
���#������) (以下,

｢��!"年協定｣ という) である｡ ｢��!"年協定｣ の前文には, 白人奴隷

(�����	
���) を救出し, 効果的な支援 (�������������������) を与

えるべきであることが規定されている｡ そのため, 人身取引の防止に関

する規定と並び, 被害者の帰国支援や帰国支援にかかる費用負担につい

てなど, 支援についてさまざまな規定が置かれている
(�"�)

｡ しかし, ｢��!"

年協定｣ には, 処罰規定が置かれておらず, 人身取引の防止にはあまり

効果がなかったと思われる｡ そこで, 人身取引の制圧を目的として, ���!

年に ｢醜業ヲ行ハシムル爲ノ婦女賣買禁止ニ關スル國際條約｣ (#��$�&

����������
)���������������	��������������������	
���

#������) (以下, ｢���!年条約｣ という
(�"*)

) が採択された｡ 同条約は, 人

身取引の制圧に主眼を置くものであることから, 人身取引に関与する者
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の処罰についての規定を設けているものの, 被害者支援に関する規定は

設けられていなかった｡ ｢����年条約｣ では, 売春が不道徳 (�����	
)

と言い換えられ, 不道徳な目的での女子又は女性の人身取引が禁止され

ている｡ ｢����年条約｣ を補足することを目的として����年に採択され

た ｢婦人児童ノ賣買禁止ニ關スル國際條約
(��
)

｣ (���������	����	
����

�������������������������������	�����������	�����
�

����) (以下, ｢����年条約｣ という) は, 女子又は女性に対する人身

取引の禁止及び被害者保護についての規定を設けることを締約国に要求

している
(���)

｡ ��

年に採択された ｢成人婦女子の売買禁止に関する国際条

約
(���)

｣ (������	����	
����������������������������������	����

��������� �

!"�) (以下, ｢��

年条約｣ という) でも, ｢����

年条約｣ と同様に, 売春が不道徳 (�����	
) と言い換えられており,

不道徳な目的 (��������	
�������) の人身取引についての処罰規

定が設けられている｡

第二次世界大戦後においても, 国際社会では, 依然として売春が不道

徳 (�����	
) な存在として位置付けられている｡ ����年に, 上記の婦

人及び児童の売買の禁止に関する条約を統一するため, 国際連合総会は,

｢人身売買及び他人の売春からの搾取の禁止に関する条約｣ (����������

������������������������	������#������	�������$%�
���

�	���������#�������������&�����) (以下, ｢����年条約｣ という)

を採択した
(��')

｡

同条約は, 売春を ｢人としての尊厳及び価値に反するものであり, か

つ, 個人, 家族及び社会の福祉をそこなう｣ 悪弊 (���
) として位置付

け, 売春を目的とする人身取引や売春行為からの搾取を禁止している｡

同条約には, 被害者支援についての規定が置かれているが, 被害者の支

援として, 更生 (���	(�
��	����) 及び社会的補導 (����	
	�)�������
(��*)

)

という用語が用いられている｡ 通常, このような文言は, 犯罪被害者支

援を行う際に用いられることはなく, 反社会的な行為を行った者に対す
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る処分を意味する｡ そのため, 同条約は ｢売春が家族, 社会の福祉をそ

こなうとの見地から, 売春者を社会秩序の逸脱者とみなしている
(���)

｣ と評

価することができる｡

他方で, 売春目的の人身取引に焦点を当てた国際条約ではないが, 人

身取引に関係する国際条約として, ����年に採択された ｢奴隷条約
(���)

｣

(�	
��
�����������) や, ����年に採択された ｢強制労働ニ関スル条

約 (第��号)
(���)

｣ では, 奴隷制や強制労働が不道徳な行為と位置付けられ

ることはなく, また, 当然に奴隷や強制労働させられた者が社会秩序の

逸脱者とみなされることもなかった｡ 人権保障を目的として����年に採

択された ｢市民的及び政治的権利に関する国際規約
(���)

｣ (����
�
����
	

�����
��������	
����	����
	������) (以下, ｢Ｂ規約｣ という)

においても, 人権侵害行為を不道徳な行為と位置付けてはいない｡ それ

ばかりか, ｢Ｂ規約｣ は, 被害者保護について積極的な姿勢を見せている
(���)

｡

このように, 戦後においても, 売春は不道徳な行為であり, 売春女性

は, 更生及び救済の対象として捉えられていた｡ また, 性的搾取を目的

とした人身取引は売春という観点から論じられることにより, 人身取引

の被害者は売春女性という扱いであった｡ そのため, 被害者は, 不道徳

な行為を行った保護・更生の対象として位置付けられ, 被害者保護が徹

底して行われることはなかった｡

Ⅱ ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (����年) から ｢人身取引議定書｣

採択 (����年) までの状況

����年代に入ると, 欧米では, 女性の地位向上を目指す女性解放運動,

すなわちウーマンリブ運動 ( �!��"�#�$�

����) が再び行われるよ

うになった
(���)

｡ アメリカのウーマンリブ運動
(���)

では, 避妊の権利化, 強姦の

告発, 夫の暴力からの自由, セクシャル・ハラスメントの防止, 同性愛

の承認等の女性の権利の確立について主張されるようになった
(���)

｡ イギリ

スのウーマンリブ運動では, 男女同一賃金の保障, 教育機会の均等の保
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障, 避妊・中絶の自由の保障等が主張された
(���)

｡

そのような中, ����年に国連第��回総会で ｢女子に対する差別の撤廃

に関する宣言｣ (�	
��
���������	����������������

���������

����������	�����
(���)

) が採択され, 女性に対する差別は人間の尊厳

に反することであると確認された｡ ｢女子に対する差別の撤廃に関する

宣言｣ の内容を実施するために, ����年に ｢女子差別撤廃条約｣ が採択

され, ����年に発効した｡ ｢女子差別撤廃条約｣ は, 女性の人権保障を

直接の目的としており, 性的搾取を目的とした女性の人身取引問題が人

権保障の観点から扱われている｡

同条約の目的は, 経済的, 社会的等あらゆる分野における男女平等を

達成することにより, 女性の尊厳に反する事態を撤廃することである｡

同条約は, ｢����年条約｣ のように, 売春について悪弊 (	���) といっ

た道徳的な表現を用いてはおらず, 売春を単に女性の尊厳に反する行為

として位置付けている｡ 同条約では, 締約国に対し ｢あらゆる形態の女

子の売買及び女子の売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措

置｣ の確保 (同条約６条), 及び ｢女子の権利の法的な保護を男子との

平等を基礎として確立し, かつ, 締約国は, 権限のある自国の裁判所そ

の他の公の機関を通じて差別となるいかなる行為からも女子を効果的に

保護することを確保すること｣ (同条約２条２項Ｃ) が義務付けられて

いる｡ また, 締約国は, 条約の実施のためにとった立法上, 司法上, 行

政上その他の措置及びこれらの措置によりもたらされた進歩に関する報

告を, 国際連合事務総長に提出することを約束させられている (同条約

��条)｡ さらには, 同条約の実施を目的として, 締約国に対して報告義

務を課している (同条約��条)｡ 同条約は実施状況を把握するために,

女子に対する差別の撤廃に関する委員会 (�����) を設置し (同条約

��条), 締約国から得た情報をもとに勧告を行っている｡ 同条約採択以

降, 国際社会において, この種の問題は, 人権保障の問題として扱われ

ていくことになる｡
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����年に国連総会で採択された ｢女性に対する暴力撤廃宣言
(���)

｣ (以下,

｢撤廃宣言｣ という) の中でも, 女性に対する暴力の一形態として女性

の人身取引が挙げられている (同宣言２条ｂ項)｡ そこでは, 国家は被

害者の支援のために, ｢利用可能な手段に照らして実行可能な最大の範

囲で, 必要な場合には, 国際協力の枠組みの範囲内で, 暴力を受けた女

性及び適当な場合にはその子どもが, 援助体制と同様に, リハビリテー

ション, 育児及び子どもの扶養における援助, 治療, カウンセリング,

保健及び社会的サービス, 施設及びプログラム等の特別な援助が受けら

れるように確保するために活動すること｣ (同宣言４条ｇ項) が求めら

れている｡ このように, 国の裁量に委ねた場合, 国家がその援助を必要

と思わなければ, 援助を確保するための取り組みを行わないことが考え

られるため, 被害者支援の実質化という意味では, ｢撤廃宣言｣ の取り

組みは不十分であると思われる｡ しかし, 人身取引被害者の支援につい

ての国家に対する指針を与えたという点で, ｢撤廃宣言｣ には意味があ

るといえる｡

また, ����年には, 女性の人権の向上を目的として, ｢第４回世界女

性会議｣ (��	
���
��	�
����
����
) が開催された｡ 同会議で

は, 男女平等の推進等を目的とした ｢北京宣言｣ (�����
����
�	����
)

及び女性に対する暴力, 人権等の分野における戦略目標及び行動を提示

した ｢行動綱領｣ (�
����	� ��	�����

(���)

) が採択された｡ ｢行動綱領｣

では, 人身取引が女性に対する暴力の一形態であり, 人間の尊厳に反す

る行為として位置づけられている ( ｢行動綱領｣ ��条)｡ そのため, 被

害者支援についての規定が充実しており, 職業訓練, 法的支援及び秘密

が保持された治療支援を通じるなど, 人身取引被害者を癒し, 社会復帰

(	�����
������
���������) させるために設計された包括的なプログ

ラムを提供するために資源を配分し, また, 人身取引被害者に対して社

会的, 医学的及び心理的ケアを提供するために非政府機関と協力する施

策を講じることが定められている
(�� )

｡ ｢行動綱領｣ は, 各国政府に対して
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����年までに国内法等を整備することを求めている ( ｢行動綱領｣���条
(���)

)｡

ただし, これらは法的拘束力を有してはいない｡

性的搾取を目的とした女性の人身取引問題は, 人権保障の観点から扱

われるようになったため, 国連人権小委員会の ｢奴隷の現代的形態に関

する作業グループ｣ (��	
��
�	�������������	�	���	����

�����	�) においても扱われることとなる｡ 同作業グループは, ����年

から人身取引を禁止するための取り組みを開始し
(���)

, ����年には ｢人身売

買及び他人の売春からの搾取に関する行動計画｣ (以下, ｢行動計画｣ と

いう
(���)

) を採択した｡ ｢行動計画｣ では, 被害者に対する支援として, 被

害者が法的扶助を利用できるようにすること, 被害者を社会復帰させる

ために効果的な支援を行うことなどが挙げられている ( ｢行動綱領｣

��条)｡

また, 人身取引は, ����年以降の !においても注目され始めた｡

����年に !の司法内務・理事会 ("����#���$%���&����	�����#��

("%&)) は, 人身取引と子どもの性的搾取を目的とした責任者のため

の正式な交流プログラムを設けるために, ｢����年理事会共通行動決議｣

("����&#����
(��')

) を出した｡ そして, 人身取引の防止を目的とした人材

交流や人材育成をするためのプログラム ((�#��������$�)#*��
��	�+


	������	��	����	�������,����	#��,����
�	�$���*����

,���
���$�*���)����)������������#*��$	��) を策定することが

決定された
(���)

｡ ただし, 同決議には法的拘束力はない｡ 翌年には, 人身取

引及び児童の性的搾取との戦いの行動に関する理事会共同行動決議 (以

下, ｢����年理事会共同行動決議｣ という) が出された
(���)

｡ ｢����年理事会

共同行動決議｣ は,  !の加盟国に対し, 被害者やその家族に対する適

切な支援を行うことや, 被害者に対して加盟国内での在留を認めること,

被害者の帰国支援等を行うことを要請している｡ ���-年には, ｢マース

トリヒト条約｣ (.	������ �	�����!����) 等の既存の !条約の

改正を目的とした ｢アムステルダム条約｣ (.	������ �	�����!��

中京法学��巻１号 (����年) ��(��)



��) 締結に向け, ｢アムステルダム条約の自由, 安全及び司法の領域に

関する規定を最善に実施するための理事会及び委員会の行動計画
(���)

｣ が策

定された｡ 同行動計画は, ��加盟国に対しアムステルダム条約が発効

してから２年以内に性的搾取を目的とした人身取引の犯罪化を要請して

いる｡ また, 同法に基づく ｢マーストリヒト条約｣ の改正により, 人身

取引が重大な国際犯罪と位置付けられることとなった｡

このようにして, 国際社会において女性の権利保障について注目が集

まるようになった結果, 性的搾取を目的とした人身取引は, 売春問題と

してではなく, 人権保障の問題として扱われるようになった｡ それに伴

い, 国際条約の中で被害者の社会復帰を目的とした支援について積極的

な取り組みが見られるようになった｡ ただし, 被害者支援の内容は医学

的及び心理的ケア等に関するものが中心であり, 経済的支援については

触れられていなかった｡

Ⅲ ｢人身取引議定書｣ 採択 (	


年) 後の状況

����年の国際連合総会決議により, 国際的な組織犯罪に対処するため

の政府間特別委員会の設立が決定され, 重大な問題となっている国際的

な組織犯罪に対処するための国際条約の起草が行われることとなった
(���)

｡

同委員会には, アメリカやドイツをはじめとする��諸国が参加してい

た｡ さらに, それに付随して, 密入国, 銃器, そして人身取引に関する

議定書の起草を行うことが決定された
(���)

｡ アメリカは����年に女性や子ど

もの国際的な人身取引と戦うための議定書の草案を国連に提出し
(��
)

, 人身

取引問題について積極的な姿勢を見せている｡ 当該議定書の草案は, 被

害者支援として, 被害者の帰国支援やリハビリだけでなく, 経済的支援

にも言及している
(���)

｡ 草案には, 被害者の経済的支援として, 罰金や刑罰,

人身取引を行った者から没収した財産を利用した経済的支援を含む被害

者のこうむった損害の賠償, 加害者に対する損害賠償請求支援が挙げら

れていた
(��	)

｡ ����年にアメリカとアルジェリアが国連に提出した改訂草案
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の中でも, 罰金や可能な場合には人身取引を行った者に対する没収手続

きに基づく損害賠償が挙げられていた
(���)

｡ しかし, 改訂が進むにつれ, 罰

金や可能な場合には人身取引を行った者に対する没収手続きに基づくと

いう文言は削除され, 被害者がこうむった損害の賠償を受けることを可

能にするための法律を制定することという文言に修正された
(���)

｡ このよう

な修正が加えられたのち, ����年��月��日に国連によって ｢人身取引議

定書｣ が採択された｡

同議定書は, 本体条約である ｢国際的な組織犯罪の防止に関する国際

連合条約｣ (	
��
���
�����������������
����������
�	���
)

(以下, ｢組織犯罪防止条約｣ という
(���)

) の補完を目的としていることから,

国際刑事法に属する条約であるといえる｡ ����年現在, 署名国は���か

国に及び, 締約国は���か国となっている｡ わが国は, 同議定書の本体

条約である ｢組織犯罪防止条約｣ を批准していないため, 同議定書を批

准していない｡

｢人身取引議定書｣ は, 人身取引が重大な国際的組織犯罪であるとい

う認識のもと, このような国際的な問題に対処するには, すべての国が

協力して取り組みを行う必要があるという理由により策定された
(���)

｡ 同議

定書は, 人身取引犯罪の行為主体である犯罪組織に着目し, 国際的な組

織犯罪に対処すべく, 組織犯罪集団が関与する国際的なさまざまな形態

の人身取引の防止を目的として, ｢人身取引に係る一定の行為の犯罪化｣,

｢人身取引の被害者の保護｣, ｢人身取引の防止措置｣, ｢国際協力｣ 等を

締約国に義務付けている (同議定書２条
(���)

)｡ 同議定書は, 人身取引の防

止, 撲滅だけでなく, 被害者支援の実施に関しても締約国に要請してい

ることから, 人権条約としての性質も有しているといえる
(���)

｡ このように

同議定書は, 組織犯罪防止及び人権保障という側面から人身取引に焦点

をあてることにより, 女性の性的搾取に限定せず, 労働搾取を目的とし

た人身取引等, 他の形態の人身取引も対象としている
(���)

｡

同議定書では, 人身取引が, ｢搾取の目的で, 暴力その他の形態の強
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制力による脅迫若しくはその行使, 誘拐, 詐欺, 欺もう, 権力の濫用若

しくはぜい弱な立場の濫用又は他の者を支配下に置く者の同意を得る目

的で行われる金銭若しくは利益の授受の手段を用いて, 人を獲得し, 輸

送し, 引き渡し, 蔵匿し, 又は収受すること｣ (同議定書３条ａ項) と

定義され, 上記の手段がとられた場合には, 被害者が搾取について同意

していた場合であっても, 保護の対象とされている (同議定書３条ｂ項
(���)

)｡

同議定書は, 被害者支援について詳細に規定しており, 医療支援や住

居の提供等
(���)

だけでなく, 被害者がその被った損害の賠償を受けることを

可能とする措置を自国の国内法制に含めることを確保すること (同議定

書６条６項) を要請している｡ 国連薬物犯罪事務所 (����	
����
��

�����	
��������
����	) が出した ｢『組織犯罪防止条約』 及び

『人身取引議定書』 についての立法ガイド｣ (�	��������	���
	��
�

��	����	�	�����
� 
���	����	
����
���
��	���
� �������

���������
��������� 	
����	��
��	!�
�
�
����	�	�
) (以下,

立法ガイドという) によると, 被害者に対して適切に支援を与えること

は, 被害者の再被害化を防ぐことにつながること, また被害者が訴追に

協力する可能性を高めるため, 人身取引の防止・撲滅という観点からも

重要であると述べられている
(��")

｡ ただし, 立法ガイドは, 捜査協力を要件

とすべきでないことにも触れている
(��#)

｡

また, 立法ガイドは, 被害者が損害の賠償を受けることを可能にする

適切なスキームがいまだに締約国において実施されていない場合, 締約

国は立法措置を講じる必要があると述べている
(��$)

｡ ただし, 同議定書は,

損害の賠償を受け取ることを可能にする措置の内容を明らかにしてはい

ない｡ この点に関して立法ガイドによれば, (�) 被害者が加害者に対し

て民法上の損害賠償請求を可能にすること, (") 刑事裁判所に対して人

身取引に関係して有罪となった者に損害賠償命令を課すことを認めるこ

と, (#) 人身取引を受けた結果被った損害について国家に対して損害賠

償請求を行うことを可能とするファンドを作ること, と解釈しているが,
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同議定書はこれらすべてを行うことを要求しているのか, それともいず

れかを行えば足りるのかを明確にしていない
(���)

｡ これは, 締約国の経済状

態等さまざまな事情に配慮すると, 締約国が行うことができる支援の内

容には差が生じるからである
(���)

｡ しかしながら, 締約国は最低限度の支援

を行うだけでは事足りず, 最大限の支援を行うことを議定書から要請さ

れていると解するべきである
(���)

｡ 実際に, アメリカやドイツは, 同議定書

の批准に備え, 積極的な被害者支援対策を講じている｡ 例えば, アメリ

カは����年に ｢人身取引被害者保護法｣ (	
���
��
���
��
���
�����

�
�����������) (以下, 	���という
(���)

) を制定し, 人身取引犯罪を必

要的損害回復命令 (�������
�
���
���
��) の対象犯罪とし, 刑罰の

一種として被害者への損害賠償を加害者に命じることを認めた
(���)

｡ それに

加え, 人身取引被害者に社会保障の受給資格が付与された
(���)

｡ そして, 同

法は��� 年に再授権法 (	
���
��
���
��
���
�����
��!����"�

#

��
���������� ) により修正され, 人身取引や債務奴隷, 奴隷的拘

束等の連邦法��編��章の罪により被害を受けた者は, 人身取引犯罪に従

事していた者に対して, 民事上の損害賠償請求訴訟の提起を行うことが

可能となった
(���)

｡ ドイツにおいても, ����年に公的財政を利用して身体犯

の被害者に対して補償 ($����"��
����) を行うことを目的とした法

律である ｢身体的犯罪被害者補償法｣ (%����#�&�
�
�$����"��
�

������
'(��
)��%�*�+������) の補償の対象に人身取引被害者を

含め, 人身取引被害者に対して公的財政を利用した経済的支援制度の利

用を認めた｡ それにより, 被害者は損害賠償請求に加え, 公的財政から

の支援を受けることが可能になった｡

����年７月には, 人身取引被害者の人権保障を目的として, 国連経済

社会理事会に国連人権高等弁務官報告書 ｢人権及び人身取引に関して奨

励される原則及び指針
(���)

｣ (,�
���-��
���.
�"/���
��
���
��


.����!
�"��0!�����������

��
(+�����%�
��+
�����.����

!
�"�����.����	
���
��
��) (以下, ｢国連人権高等弁務官報告
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書｣ という) が提出された｡ 同報告書には法的拘束力はないものの, 人

身取引問題に対する重要な国際的な指針であるため, 重要性が認められ

ている｡

｢国連人権高等弁務官報告書｣ で最も注目すべきところは, 適切な場

合には, 人身取引に関与する者又は法人の財産を凍結し, 没収したうえ

で, 人身取引被害者の支援及び被害者の損害賠償に利用すべきであると

明言している点にある
(���)

｡ 被害者が加害者に対して損害賠償請求をしよう

とする場合, 加害者が所属する犯罪組織には資力があっても加害者本人

は無資力状態である場合が多いため損害賠償の受領が困難であることや,

加害者の所属する犯罪組織から報復を受ける可能性があるという問題が

ある｡ そのため, 没収した犯罪収益を損害賠償に利用することが可能に

なれば, 上記の問題が解消され, 被害者に対する損害賠償をより容易に

することができる｡ アメリカは, 人身取引に由来する犯罪収益を没収・

追徴したのち, 司法省没収財産基金 (����	
���

����
�������
�

�
	���
�	�����) 又は財務省没収基金 (����	
���

�
���	����	�

�
	���
�	�����) に組み込み, 法執行のために犯罪収益を利用してい

たが
(���)

, ����年に ｢ウィリアムワイバーフォース人身取引被害者保護再授

権法｣ (������� ��� �	�
	���	�����!��"#��
���$	

��
�
�%���
&

�
	�'�
�
���

�����
(��()

) が制定され, 没収・追徴した人身取引に由来

する犯罪収益を人身取引被害者に返還することが可能になった
(��))

｡ そのた

め, 同指針の影響力は大きいと思われる
(��*)

｡

���)年に提出された国連事務総長の報告書 ｢女性に対するあらゆる形

態の暴力に関する詳細な調査
(���)

｣ (+�&���
�,
���
�����
	��
�#�&


������"����
�
���) (以下, ｢女性暴力報告書｣ という) の中で

も被害者の経済的支援の必要性について言及されている｡

｢女性暴力報告書｣ は, 女性に対する暴力について分析し, 女性に対

する暴力を撤廃するための様々な手段を示すものである｡ ｢女性暴力報

告書｣ は, 女性に対する暴力の一形態として人身取引を挙げ, 被害者に
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対する支援について言及している
(���)

｡ そして, 被害者の必要とする支援と

して, 医療支援, 法的扶助制度の利用, カウンセリング, 出身国への帰

国支援が挙げられている｡ 加えて, ｢女性暴力報告書｣ は, 国家に対し,

加害者の訴追を行う義務と並んで, 人身取引を含むすべての形態の女性

の暴力の被害者に対する支援として, 司法へのアクセス, 経済的支援,

リハビリ等の支援を行わなければならないことを明確にした
(���)

｡ 同報告書

では, 経済的支援の手段として, 損害賠償の利用や女性に対する暴力事

件をカバーする基金の設立が挙げられている｡

また, ��においても, 人身取引被害者の支援について積極的な取り

組みがなされるようになった｡ ����年には ｢人身取引を防止, 撲滅するた

めのブリュッセル宣言｣ (�	
���
����
�	��������	�����������

����������	������������
���������) が発せられた
(���)

｡ 同宣言

は, ヨーロッパ諸国に対し人身取引被害者のこうむった損害を賠償する

ことを保障するための法整備を要求している｡ また, ��� 年には, ��

の執行機関である欧州委員会 (�
	�!�������������) は, ｢人身取

引議定書｣ の批准に向けた提案書 (�	�!���
��	���
���
��������

���"�����

����#����"�
����"��
	�!�������
���$#���"�

�	�����
���	�����#%
!!	�������
���"�	�������������	����#

��!����

$&����'���"�
�	��#�
!!
���������"�������(�)

���������������'�������	����������
*	����+���	���
(���)

) を提

出し, ��に対して同議定書の批准を求めた｡ さらには, ヨーロッパに

おける人権等の分野における国際基準の策定を主導する機関である欧州

評議会 (��
���
���
	�!�) は, ｢人身取引を防止・撲滅し, 被害者を

保護するための��議会並びに理事会の指令｣ (��	����������, -,��

���"��
	�!�����	
������������"���
���
��.'!	�
������

!	���������������������	�����������"
������������!	�)

�����������������#���	�!
�������
���
/	���0�	���������)

を出した
(�� )

｡
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同指令は, 人身取引を人権問題として位置付け, 被害者を保護し, 被

害者の権利についての情報を提供すること, そしてそのような被害者の

権利の実現を強固にするよう��諸国に義務付けている｡ それにより,

��諸国は, 人身取引被害者に対して暴力犯罪の被害者に対する既存の

損害賠償スキームへのアクセスを保障することが義務付けられている

(同指令��条)｡ 翌年に欧州委員会 (����	
��
���������) が提出し

た ｢人身取引を撲滅するための��の戦略, 欧州議会並びに理事会の報

告書｣ (��
�� �����
�����������
������������������������

��������
�������� ���!
(��")

) の中でも, 司法へのアクセスや被害者

の損害賠償請求を可能にすることが挙げられている
(��#)

｡ また, 欧州人権条

約 (
��$
����������
%���
������������&��������'���� 

�
���('�

����
(��!)

) は, 同条約４条の奴隷制の中に性的搾取を目的と

した人身取引を含め, この種の人身取引の被害者も保護の対象とした
(���)

｡

以上, 国際社会における人身取引被害者に対する支援の沿革を概観し

たので, 被害者支援の変遷を簡単にまとめることとする｡

かつての国際社会では, 性的搾取を目的とした女性の人身取引は売春

問題という観点から扱われ, 売春女性も保護更生の対象とされていた｡

そのため, 被害者支援は不十分な状態であった｡ しかし, �)!�年代頃か

ら, 欧米諸国で女性解放運動が行われるようになり, しだいに女性の人

権保障について焦点があてられるようになった｡ その結果, 人身取引被

害者の支援が重要視され始めた｡ それにより, 近年になると, 国際社会

は, 諸外国に対して被害者支援対策の一環として経済的支援を行うこと

を要請するようになった｡ 実際にアメリカやドイツは, これを踏まえ被

害者に対する経済的支援を行っている状態にある｡
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第２節 わが国の対応

Ⅰ ��世紀以後から ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (����年) までの人

身取引被害者支援の状況

わが国においても, 性的搾取を目的とした人身取引は, 売春問題の一

形態として扱われていた｡ そのため, 人身取引被害者に対するわが国の

対応の背景を明らかにするには, 売春問題がどのように扱われていたの

かを確認する必要があるといえる｡ そこで, 本節ではわが国の売春観を

確認し, 人身取引被害者に対する支援が不十分である理由を明らかにし

たい｡

明治時代における売春女性の地位は低く
(���)

, 同時代に出された芸娼妓解

放令では, 売春女性が ｢人身の権利を失うものにて牛馬に異ならず
(���)

｣ と

定義されていた
(���)

｡ ただし, わが国では, 売春が必要悪だと考えられてお

り, ��世紀になるまで公娼制が廃止されることはなかった
(���)

｡

わが国でも, ��世紀後半になり, 平塚らいてうや市川房枝などにより,

女性の参政権の獲得を目指す女性解放運動が行われるようになった｡ 女

性解放運動は, わが国の公娼制を非難した｡ また, 公娼制は, 日本基督

教婦人矯風会や救世軍, 郭清会等のキリスト教団体からも非難された
(���)

｡

これらの廃娼運動団体では, 売春が家庭を破壊する行為として罪悪視さ

れ
(���)

, 売春女性は廃娼運動団体から ｢非倫の醜業婦たる事実明白なる以上

は断じて之を社会の表面に出すべきものにあらず
(��	)

｣ と強く批判される存

在であった｡ このように, わが国の廃娼運動でも, 売春行為が不道徳な

行為と位置付けられ, 売春女性が道徳的に問題のある存在とみなされて

いた
(��
)

｡ そのため, 売春女性に対する支援について考えられていないどこ

ろか, 売春女性は非難すべき存在であった｡

わが国の公娼制度は, 国際連盟の東洋婦人児童売買調査委員の調査を

もとにした ｢東洋婦人児童売買調査委員会報告書
(���)

｣ の中で, 人身取引
(���)

の

温床となっていると非難された｡ また, 東京基督教婦人矯風会やフェミ

ニズム団体である婦人矯風会からも廃娼論が提唱され
(���)

, 政府も公娼制の
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廃止について検討を行ったが, 廃止されることはなかった｡ わが国は,

国際的な取り組みとしては, 前述の ｢����年協定｣ を皮切りに,

｢����年条約｣ 及び ｢����年条約｣ の批准を行ったが
(���)

, 条約の批准に伴

う法整備を行うことはなかった｡ そのような中, 第二次世界大戦直後に

なり, 連合国軍最高司令官総司令部 (��	) が日本政府に対し, 公娼

制
(���)

の廃止を命じた
(���)

｡

時を同じくして, 国際社会では, ｢����年条約｣ が採択され, 売春の

廃止だけでなく売春を行った者及び人身取引の被害者に対する保護・更

生を行うことを締約国に要請していた｡ 売春を黙認していたわが国は,

同条約の要請を満たしていなかった｡ 国連への加盟を望む政府は, この

ような事態に対し何も対応を行わないことは国際社会での地位復活の妨

げになると考え, ｢����年条約｣ を批准するために, 売春対策を行うこ

ととなった
(���)

｡ ��
�年になると, 法務委員会は売春女性に対する保護更生

について議論を行うようになった
(���)

｡ その結果, ��
�年に売春防止法案が

提出され, 同年売春防止法
(���)

が成立し, ��

年に罰則を除いて法律が施行

され, ��
�年には罰則規定も施行された
(��
)

｡ それにより, わが国の公娼制

は, 廃止された｡

売春防止法は, 売春を ｢人としての尊厳を害し, 性道徳に反し, 社会

の善良の風俗をみだすもの｣ (同法１条) と位置付け
(���)

, 売春の斡旋をし

た者に対し, 刑事罰を科すことにより, 日本国内での売春目的の女性の

人身取引を防ぎ, 売春女性に対する奴隷同然の拘束の防止を目的として

いる
(���)

｡ 売春防止法では, 売春が禁止されてはいるものの, 処罰規定は置

かれておらず, 訓示規定という形がとられている (同法３条)｡ 同法は,

性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子 (以下, 要保護女

子という) に対して ｢補導処分｣ 及び ｢保護更生｣ を与えることで, 売

春の防止を図ることを目指している (同法１条)｡ これらの処分は犯罪

等の反社会的な行為を行ったものに対する処分であるため, 同法は, た

とえ売春を強いられた者であったとしても, その者を被害者ではなく社
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会逸脱者として位置づけている, ということができる｡ このように, 同

法は戦前と同様に, 売春行為を不道徳な行為と位置付け, 売春女性を不

道徳な行いをする更生が必要な存在として位置付けた｡

以上の点から, 戦後においても, 性的搾取を目的とした人身取引は,

売春に付随する問題という位置づけであったことにより, 被害者は道徳

的に問題のある者であり, 保護, 更生の対象として位置付けられていた

ことがわかる｡

Ⅱ ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (����年) から ｢人身取引議定書｣

採択 (����年) までの状況

����年代頃までは, 売春を目的として日本人女性を日本国内で売買す

る形態の人身取引が主流であった｡ ところが, わが国の経済が急上昇し,

買春目的のために海外旅行をする日本人が現れ始めたことにより, その

形態が変化し始めるようになる｡

組織犯罪集団はこのような存在に着目し, ����年代後半に買春ツアー

という観光産業を行うようになった
(��	)

｡ しかし, ��	�年代に入ると買春ツ

アーが国際的に非難されるようになったため, 犯罪組織集団はタイやフィ

リピンなど東南アジアの女性を日本国内に連れてきて売春を行わせよう

とした
(���)

｡ その結果, わが国は人身取引の主要目的国となったため, 国内

に多くのじゃぱゆきさんと呼ばれる人身取引の対象となった外国人女性

が急増した｡

そのような中, 雇用主らに虐待されていたタイ人女性によって雇用主

からの逃亡を目的として行われた殺人事件が３件も発生し, 人身取引が

社会的注目を集めるようになった
(�
�)

｡ それにより, ����年に厚生省により

｢婦人保護事業施設の実施に係る取扱いについて｣ の通知が発出され,

｢放置しておくと売春を強要される等女性であるがゆえの危害が加えら

れる恐れがあり緊急に保護を要すると認められ, かつ, 他に適当な援助

機関が存在しない時は, 入国管理当局への送致までの間, 一時的に保護
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して, これらの危害から庇護してもさしつかえない
(���)

｣ ことが確認され,

人身取引被害者を婦人相談所で一時保護することが認められた｡ この被

害者保護はあくまでも一時的なものであるため, 被害者は最終的には入

国管理当局へ送致されたのち, 退去強制処分をうけることになる｡ この

ように, 人身取引の被害者は, あくまでも不法入国者として扱われてい

たが, 一時的に婦人相談所での保護が認められていたことから, 単なる

不法入国者とは区別して扱われていたということができる｡

わが国の国際的な取り組みとしては, ����年に ｢女子差別撤廃条約｣

を批准したことを挙げることができる｡ 同条約が批准された背景には,

わが国においても���	年代頃よりウーマンリブ運動がさかんになり
(���)

, 欧

米諸国と同様に, 女性の自立や避妊・中絶の自由等の保障が主張される

ようになった結果
(���)

, 女性の人権尊重について関心が高まった事実が関係

していると思われる
(��
)

｡

����年に女子に対する差別の撤廃に関する委員会 (��
��) は, 日

本が提出した報告書をもとに最終勧告を行った
(���)

｡ この最終勧告では, わ

が国が人身取引問題を重要視していないことが強く批判され, 外国人を

含むすべての女性の人権を適切に保護することが要求された｡ また, 人

身取引についての具体的かつ効果的な措置をとることも要請された｡ そ

れに加え, 締約国が ｢Ｂ規約｣ の内容を実施しているかを監視するため

に設置された ｢自由権規約人権委員会｣ (������������������

���������������) の最終見解は, ｢風俗営業等の規制及び業務の適

性化等に関する法律の改正にも関わらず, 女性の人身取引及び奴隷類似

行為の対象となった女性に対する不十分な保護は, 規約第８条の下で深

刻な懸念として残っている｣ とわが国を非難した
(�� )

｡ このように, わが国

における人身取引被害者に対する支援は不十分なものであったため, 国

際社会から非難を受けることとなった
(���)

｡
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Ⅲ ｢人身取引議定書｣ 採択 (����年) 後の状況

����年に, 管理売春下にあったタイ人女性が逃亡をはかるため, 雇用

主であるタイ人女性を殺害する事件 (いわゆる四日市事件) が起きたこ

とをきっかけとして
(���)

, わが国において人身取引問題が再び注目されるよ

うになった｡ このような状況を背景に, 人身取引問題に関するわが国の

消極的な態度が国際社会から批判されたことを受け, わが国は, 人身取

引対策に関する防止, 撲滅, 保護についての包括的な人身取引対策を講

じ, 人身取引が重大な人権侵害であることを確認するために, ����年に

｢人身取引対策行動計画
(���)

｣ を策定した
(���)

｡

同行動計画は, 包括的な人身取引対策として ｢人身取引議定書｣ の締

結を挙げており, ����年に国会において ｢人身取引議定書｣ が承認され

た
(��	)

｡ わが国は, 同議定書の本体条約である ｢組織犯罪防止条約｣ を批准

していないため, 同議定書を批准できない状態にあるが
(���)

, わが国は同行

動計画において ｢人身取引議定書｣ の締結の意思を表明している｡ その

ため, 同議定書の批准に備え, 議定書の要求を満たすための国内法の整

備を行っていく必要がある, と思われる｡ 実際に, 同行動計画は, 人身

取引の犯罪化のための法整備 (｢人身取引議定書｣ ５条) として, 人身

売買罪 (刑法��
条の２) の新設, ｢入管法｣ の改正, ｢組織犯罪処罰法｣

の改正等を行い
(���)

, 人身取引の防止・撲滅対策を成功させている
(���)

｡

他方で, 被害者支援対策に関しては, 十分な結果が出ているとはいい

がたい状態にある｡ ｢人身取引議定書｣ は, 被害者支援として, 刑事手

続きにおける被害者の保護, 一時的な住居の提供, 雇用, 医療支援等及

び被害者がこうむった損害の賠償を受けることを可能にする措置を国内

法に含めることを挙げている｡ しかし, 一時的な住居の提供に関しては

婦人相談所の利用を認めたにすぎない
(���)

｡ しかも, 婦人相談所での人身取

引被害者の一時保護の要件に, ｢要保護女子｣ であり, かつ ｢人身取引

対策行動計画��	�｣ に基づき保護された人身取引被害者であることが挙

げられている｡ 婦人相談所は, 要保護女子が売春業に転落することを未
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然に防ぐこと及び保護更生を図ることを目的として支援を提供している
(���)

｡

そのため, ｢要保護女子｣ として位置づけられている人身取引の被害者

は, 依然として保護・更生の対象であるということができる｡

また医療支援に関しても, 無料低額診療制度の対象に人身取引被害者

を含めただけである
(���)

｡ ただし, 婦人相談所の嘱託医による医療支援も存

在しているため, 被害者に対する最低限の医療支援は確保されていると

いうことができるであろう｡

経済的支援に関しては, 一応, 被害者は民法上の請求権に基づく損害

賠償に加え, 損害賠償命令の申立て ( ｢刑事手続措置法｣ ��条) が可能

である｡ しかし, 加害者からの報復を恐れ, 損害賠償や損害賠償命令の

申し立てを躊躇する被害者も多い
(���)

｡ また, 多くの被害者は早期帰国を望

んでおり, 損害賠償請求を行うための時間がないことが考えられる
(���)

｡ そ

のため被害者が婦人相談所において一時保護されている間に実際に損害

賠償請求を行ったケースや, 損害賠償命令を実際に利用したケースはほ

とんど報告されておらずうまく活用されていない状況にあるといえる
(�	
)

｡

以上, わが国の一連の取り組みをみると, わが国は, 人身取引犯罪を

人権侵害と位置づけ, 被害者に対する支援制度の整備を行っているもの

の, いまだ不十分な状態にある｡ このような結果が生じる理由として,

性風俗に従事する外国人女性に対する偏見が未だ根強いことが関係して

いると思われる｡ 女性学の研究者である神田道子氏らが日本国民に対し

て行った性的搾取を目的とした外国人女性の人身取引に関するアンケー

トから
(�	�)

, 外国人女性が自ら進んで性風俗産業へ従事していると考える者

が約��％に上り, このような女性を取り締まるべきだという意見も存在

している事実が明らかとなった
(�	�)

｡ また, 売春する女性は社会的に非難さ

れても仕方ないと考える者の割合は過半数を超えているというデータも

存在している
(�	�)

｡

だが, 実際には, 人身取引被害者は, 現実には長時間労働を強いられ

たうえ, 賃金も受け取ることができない場合もある｡ その上, 被害者は,
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売春行為に従事させられていたという理由により適切な支援を受けるこ

とができない｡ したがって, わが国は, このような過度の人権侵害を受

けた被害者に対して積極的な支援を行っていく必要があると思われる｡

そうした取り組みは, 国際社会の要請にも合致している｡

｢人身取引議定書｣ は, ｢損害の賠償を受けること｣ の内容を明確に

はしていないが, 立法ガイドによれば, 締約国に対して最大限の支援を

行うことを要求している
(���)

｡ 実際に, アメリカやドイツは人身取引被害者

に対して損害賠償請求を認めるだけでなく, 公的財政を利用した支援や

没収を利用した支援を行い, 積極的な姿勢を見せている｡ このようなこ

とから, わが国が被害者に対して実効性を有する経済的支援を構築して

いくことは同議定書の要請にも合致している, ということができるであ

ろう｡

小括

第２章では, 被害者支援に関する国際社会の対応の沿革を概観し, わ

が国の沿革と比較することで, 被害者支援に関するわが国の取り組みが

不十分であることを明らかにした｡

��世紀以後から ｢女子差別撤廃条約｣ が採択されるまでは, 性的搾取

を目的とした女性の人身取引は, 売春に付随する問題として扱われた｡

当時の国際社会では, 売春を不道徳な行為と位置付け, 売春を行った女

性は更生の対象として扱われていたため, 被害者支援については不十分

な取り組みしか行われていなかった｡

しかし, 次第に欧米諸国でウーマンリブ運動が盛んになるにつれ, 女

性の権利について注目されるようになった｡ それに伴い, この種の問題

が女性の人権保障として扱われ, さらには被害者支援も重要視されるよ

うになった｡

さらには, ����年に採択された ｢人身取引議定書｣ では, 被害者支援

に損害賠償支援が含まれるようになった｡ また, ����年に提出された

中京法学��巻１号 (����年) ��(��)



｢国連人権高等弁務官報告書｣ では, 経済的支援を容易にする手段とし

て没収した犯罪収益の利用が挙げられることとなった｡ 国際社会の要請

を踏まえ, アメリカやドイツでは被害者に民事上の損害賠償請求を認め

るだけでなく, 公的財政を利用した経済的支援が行われている｡ 実際に,

アメリカは没収を利用して, 人身取引被害者に対する経済的支援を行っ

ている｡ 他方, わが国は, 人身取引被害者に対する支援を行おうとはし

ているものの, いまだ不十分な状態にあるといえる｡ わが国は, 被害者

が人身取引により過度の人権侵害を受けている事実を重く受けとめ, 国

際社会からの要請に応えるためにも, 経済的支援を拡充すべきである｡

そこで, 次章では, 人身取引被害者に対して積極的な支援を行ってい

るアメリカ及びドイツの制度を検討しそこから得た知見をもとに, 人身

取引被害者に対する人権保障として適切な経済的支援のあり方を考えた

い｡

(���) ����	�
�����
�	
������
�������������������������
����

�����
���	���	���������� ��!�"�#������

(��$) %&'" ���
�(
)�*)&�#+#!#+&",)
-!.�#+&" �"� �&"#)&./0102

(�)
�3)&#'4�" 5 �&����0�)�

(��/) メアリ・ウルストンクラフト (4��6�����
��	����
) は, その著書

『女性の権利の擁護』 (� 7��8���
�����
�	)���
��������) の中

で, 教育の場における男女平等の重要性を説いた上で, 女性の権利の確立

や, 男女平等, そして女性の経済的自立についても言及した (4�)9

�&..�#&"
�)��#�#'
)+-'#�&��&4�"0 10�� �0(.��8���	�
��

��$$)｡ ウルストンクラフトによって提唱された女性の権利についての取

り組みが行われることはなかったが, これに代わり博愛主義運動が提唱さ

れ, ｢富める者が貧しい者にほどこしをする｣ という考えの下, 貧民の救

済や奴隷の解放, そして女性解放等を目指した (水田珠枝 『女性解放思想

史』 筑摩書房 (��0�年) ���頁～���頁)｡

(��0) アメリカにおいても, ��世紀後半から, 女性の参政権獲得を目的として,

中産階級以上の女性たちによる女性解放運動が行われるようになった (砂

田恵理加 ｢Ⅱ�アメリカ合衆国における取組と日本への示唆｣ 内閣府男女
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共同参画局 『諸外国における専門職への女性の参画に関する調査―スウェー

デン, 韓国, スペイン, アメリカ合衆国―』 (����年)���頁 ���	
�����


������
��
�	��������������������������	�����������������������

���
	��)｡ 当時のアメリカの女性解放運動の立場からは, 売春は人を堕落

させる悪しき行為であり, 売春女性は恥ずべき存在であり非難の対象と考

えられていた (バーン＆ボニー・ブーロー著, 香川壇ほか訳 『売春の社会

史 古代オリエントから現代まで』 筑摩書房 (����年)  !�頁, 上村貞美 ｢人

権としての性的自由をめぐる諸問題 (五・完)｣ 香川法学��巻２号 (����

年)１, ��, ��頁)｡

(� �) 常松洋 『ヴィクトリアン・アメリカの社会と政治』 昭和堂 (���"年)��#

頁｡

(� �) $%&'%()���������� �)��"!*!�


(�#�) +�������,����-����������������		����,�������.�,��/��0�

1����,�)2��
��)���#)�3
4
1
/
� 
同条約の締約国は��ヶ国であり, わ

が国もその中に含まれていた｡ 条約の日本語表記は日本政府訳による｡

(�#�) その他の支援としては, 海外での不道徳な目的で女性又は少女を獲得す

ることに関するすべての情報を収集するための機関の設立 (１条), 特に,

締約国は不道徳な目的のために女性や少女を管理する者を鉄道の駅や出港

地で監視すること (２条), 法律の範囲内で可能な限り, 人身取引された

少女又は女性が出身国への帰国を望むならば出身国へ送り返すべきである

こと (３条) が挙げられている｡ また, 被害者が帰国費用を支払えない場

合又は被害者に親族がおらずその費用を支払ってもらえない場合, 帰国費

用は被害者の出身国が負担しなければならない (４条)｡

(�#�) +�������,����&��0���,��������/�		����,�������.�,��/��0�

1����,�)2��
#)����)3
4
1
/
��
同条約の締約国は� ヶ国に及び, わが

国もその中に含まれていた｡ 条約の日本語表記は日本政府訳による｡

(�# ) +�������,����&��0���,��������/�		����,�������1����,�,�

.�������&�,�����)/�	
 �)����)�3
4
1
/
#��
締約国は�!ヶ国で

あり, わが国はその中に含まれていた｡ 条約の日本語表記は日本政府訳に

よる｡

(�##) 同条約は, 締約国に対して, 移民船で旅行する女性及び子どもの保護に

関する規定を設ける義務を課した (７条)｡

(�#�) +�������,����&��0���,��������/�		����,�������1����,�,�

.������5���-��)3�������4��,���)6��
��)��  )���3
4
1
/
# �


(�#") &��0���,��������/�		����,�������1����,�,�7�����������

���%8	��,���,�������7����,���,����6�����)9�,���4��,���)
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��������	
��	�
�����������締約国は�
ヶ国であった｡ わが国は�	
�年

に同条約に加盟した｡

(���) 日本政府の訳によれば, ｢����������������������������� ��!���｣

は, ｢更生及び社会的補導｣ とされている｡

(���) 米田真澄 ｢『人身売買および他人の売春からの搾取の禁止に関する条約』

の批判的考察｣ 阪大法学��巻�・
号 (�		�年) ��		, ����頁｡

(��	) ���"��#$��"���������%��
��	�����
��������
&�｢奴隷制度とは,

人の所有権に付随する一部または全部の権限を行使することができる地位

又は状態をいう｡｣ (同条約１条)｡

(�
�) $��"������$��������'(�������$�!% ����#
��� ��) �����

�	&��&	*�������

�条約の日本語表記は日本政府訳による｡ ｢本条約に

おける 『強制労働』 とは, ある者が処罰の脅威の下に強要され, かつその

者が自らの意思で行っていないすべての労務をいう｡｣ (同条約２条１項)｡

(�
�) +������������$�"�������$�"�����,��������-�'����*�������.

������/�������	���		&*�������&�

(�
�) 締約国が ｢Ｂ規約｣ の内容を実施しているかを監視するために, ｢自由

権規約人権委員会｣ (*������������0 !��-�'���$�!!�����) を

設置し, 締約国に対して勧告も行っている｡

(�
&) 辻村みよ子 ｢『女性の人権』 の法的構造｣ 成城法学��巻 (�		
年) &�
,

&�&.&�
頁｡

(�
�) �	��年代のアメリカにおいて, ウーマンリブ運動が活発になったことは,

同時期に公民権運動が高揚したこと, そして中流階級の主婦たちが自身の

生活に不満を持っていることが, 1���#(������(ベティ・フリーダン)

の 『女性の神秘 (���(�!������#���2 �)』 によって明らかにされたこ

とをきっかけとしているといえよう (原由美子 『女性解放という思想』 勁

草書房 (�	�
年) ���頁)｡

(�

) 高田一夫 ｢社会政策の長期動的理論―山田教授の社会政策正統性理論に

関説して―｣ 成城大學經濟研究���巻 (���
年) ���, ���頁｡

(�
�) 福川須美 ｢イギリスの女性解放運動と�・ローバサム ―再検討された

マルクス主義女性論の紹介と解題｣ 研究紀要��巻 (�	��年) ��, �&頁｡

(�
�) 3�4�-������&(55++)�/���������������6��!��������7/�����!.

��������'�����8�!��(��"����	��) (�������7�����7���������3�4�

-������&(55++))�

(�
�) 3�4�-�����9����/���������������6��!��������7:��������.

'�����8�!��(/�������		&)�

(�
	) (� ���8����$��7��������8�!���-�%����7���(� ���8����
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(����)����	
���(�
�
�����
��
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������
��������
����
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(���) 外務省 ｢国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人

(特に女性及び児童) の取引を防止し, 抑止し及び処罰するための議定書

の説明書｣ (����年２月) ２頁 �������   �!�������"��!���"����#��

��
��$��������
��$�	�%�&����

(��') 古谷・前掲注 ((�) ��	頁｡

(��)) ｢人身取引議定書｣ ３条｡

(�'�) 同議定書３条ａ項でいう手段を用いることは, 人身取引が成立するのに

必要不可欠であるため, ほとんどすべての人身取引の被害者は, 同議定書

３条ｂ項の要件を問題なく満たすことができる (*�
+���,������
����

-�����+#�����.
������
��
+����$/�!
����0�����
��,
������

��
*�
+���,������
����-�����+#�����.
������1��
+����$/�!
�

���0�����
��2�3�4�+1�03����������������())｡

(�'�) そのほかには, 被害者の関係する刑事手続き上の保護, カウンセリング

及び被害者の法的な権利に関する情報の提供, 心理的及び物的援助雇用,

教育及び訓練等について規定されている (６条)｡

(�'�) �
��������
����
�����	����
��	������	��

(�'() �����	��

(�'�) �
��������
����
�����	����
��	�������'�
�'	�

(�'�) ��������'�
�'	�

(�'	) 古谷・前掲注 ((�) ���', ��)頁｡

(�'�) �
��������
����
�����	����
��(�������'�
�'	�

(�'') -�����+#���5�+��!�.���
+����6+��������.�&���3����	
('	�

���*������	��

(�')) -�����+#���5�+��!�.���
+����6+��������.�&���3����	
('	�

§��)(����*�����''���')(����) (+�����
����!
��
��'2�*�0�§

��)((����))�

(�)�) -�����+#���5�+��!�.���
+����6+��������.�&���3����	
('	�

§�������*�������
��'��(����) (+�����
����!
��
���2�*�0�§

����(&) (�)) (����))�

(�)�) -�����+#���5�+��!�.���
+����,
�������7�����6+������(�.�&�
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(�)() �����'�損害回復支援以外の支援としては, 住居の提供, 医療支援,
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法的援助, 帰国支援, 社会復帰について定められている｡
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(��-) イタリアにおいても没収した犯罪収益を利用した経済的支援が行われて

いるようである (茜ヶ久保徹郎 ｢イタリア・人身売買と絡むイタリアの外国

人売春問題��女性の保護と更生目指す取り組み｣ 世界週報��巻��号 (����

年) ��頁以下)｡
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(� !) 中世のわが国では, 女性の地位は低く, また性を不浄, 又は穢れたもの

とする道徳観が強かったといわれている (網野善彦 『中世の非人と遊女』

明石書店 ("��#年)���頁)｡ このような考え方は, 根強く中々消えること

はなく, 江戸時代においても遊郭の遊女は不浄な存在と位置付けられてい

た (今西一 『遊女の社会史―島原・吉原の歴史から植民地 ｢公娼｣ 制まで―』

有志舎 (�  �年) �"$頁)｡

(� �) 明治５年司法省達第��号では, ｢同上ノ娼妓芸妓ハ人身ノ権利ヲ失フ者

ニテ牛馬ニ異ナラス人ヨリ牛馬ニ物ノ返弁ヲ求ムルノ理ナシ故ニ従来同上

ノ娼妓芸妓へ借ス所ノ金銀並ニ売掛滞金等ハ一切債ルヘカラサル事｣ と定

められていた｡

(�" ) 東京府は"!�$年 (明治５年) "�月に司法省警保寮と協議の上貸座敷渡世

規則・娼妓規則を公布, 鑑札を受けた貸座敷業者のもとで監察料を払い鑑

札を受けた ｢娼妓｣ による売春を許可した｡ 娼妓の年齢は"%歳以上とされ,

月２回以上の性病検診が義務づけられた｡ 娼妓の ｢身代金｣ は, 前借金と

言い換えられ, 貸し座敷業者は座敷を娼妓に貸すだけで, 娼妓の自由意思

で売春を行うとされていた (木宮・前掲注 ("%) ５頁以下)｡ 貸座敷で売

春に従事する女性を募集するため, あっせん業者による売春を目的とした

日本人女性の人身取引が横行していた｡ あっせん業者は女性を海外の売春

あっせん業者に引き渡すこともあった｡

(�"") 前田・前掲注 ("%) $#頁｡

(�"�) 藤野豊 『性の国家管理―買売春の近現代史』 不二出版 (�  "年) "�頁｡

(�"$) 牟田和恵 『戦略としての家族―近代日本の国民国家形成と女性』 新曜社

("��&年) "��頁｡

(�"#) 湯沢雍彦 『日本婦人問題資料集成第５巻―家族制度』 ドメス出版 ("��&

年) $"�頁｡

(�"%) 牟田・前掲注 (��$) ��"頁｡

(�"&) 『買売春問題資料集成編集復刻版戦前編第� 巻』 ｢東洋ニ於ケル婦人児

童売買実地調査委員｣ 不二出版 (�  $年) ""#頁｡

(�"�) ここでいう人身取引は, 日本人女性を日本国内で売買することを指す｡

(�"!) 藤野豊 『性の国家管理―買売春の近現代史』 "�頁 (不二出版, �  "年)｡

(�"�) わが国"�$$年に日本が国際連盟を脱退したため, ｢"�$$年条約｣ を批准

することができなかった｡

(�� ) 第二次大戦直後のわが国では, 貧困を理由として, もぐりの業者を通じ

た日本人女性の買売春ないし売春目的での日本人女性の人身取引が国内で

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)�� (��)



頻繁に行われていた (藤野・前掲注 (���) ���頁以下)｡ 女性は男性に比

べ働き口を見つけることが格段に困難であったため, 売春に従事すること

により金銭をかせぐ他なかった女性が多く存在した｡ 政府は売春業者によ

る売春の斡旋・周旋を禁止したが, 性病の蔓延を防ぐため, 売春行為を

｢社会上已むを得ない悪｣ として位置づけ, 政府が指定した地域での売春

女性による自発的な売春行為を黙認した (藤野・前掲注 (���) ���頁)｡

(���) わが国は, 連合国総司令部により発出された ｢花柳病対策ニ関スル覚書｣,

｢日本における公娼制度廃止に関する連合国最高司令官覚書｣, 及び ｢昭和

��年１月��日勅令第九号婦女に売淫をさせた者等の処罰に関する勅令｣ に

基づき, 公娼制の廃止について検討を行ったが廃止はしなかった｡

(���) ｢第２回参議院司法委員会会議録第��号議事録｣ (����年６月��日),

	

��

����������������
�������
�������
  �
�!� 
  � "���!�  ���

��#$(� �"年２月��日最終閲覧), ｢治安及び地方制度委員会�"号議事録｣

(����年６月��日) 	

��

����������������
�������
�������
  �
�!

� 
  � "���!�  �����#$(� �"年２月��日最終閲覧)｡

(��!) ｢第��回衆議院法務委員会��号議事録｣ (����年 "月��日),

	

��

����������������
�������
�%&����
 ��
 ���
 �� "�� ��� ���

��#$(� �"年２月��日最終閲覧)｡

(���) 昭和!�年５月��日法律第���号

(���) 国内法の整備を行った後, わが国は����年に ｢����年条約｣ の批准を行っ

た｡

(��") ｢����年条約｣ は, 売春を ｢人としての尊厳及び価値に反するものであ

り, かつ, 個人, 家族及び社会の福祉をそこなう｣ ものとして位置付けて

おり, 売春防止法における売春の定義と類似している｡ そのため売春本防

止法は同条約に強く影響を受けているということが可能である｡

(���) 木宮・前掲注 (��) ��頁以下｡

(���) ���'()�*�(($��+�(�**,-�,�.��'�./01�/2�(���,�302��

��4-',/4(��$3�5
	6&7$�  �$�
� !�

(���) 東南アジアからの売買は根強く残っているが, 最近ではロシアや�,�

(アゼルバイジャン, アルメニア, ウクライナ, ウズベキスタン, カザフ

スタン, キルギス, グルジア, タジキスタン, トルクメニスタン, ベラルー

シ, モルドバ) などの国々からの売買が増えている｡ ����
��8��

(�! ) ����年には人身取引され雇用主より虐待状態にあったタイ人女性３名が

逃亡を図るため, タイ人ママを殺害する事件 (いわゆる下館事件) がおき

た｡ また, 翌年にも人身取引されたタイ人女性５名が逃亡目的で彼女たちが

勤務するスナックのママを殺害する事件 (いわゆる茂原事件) が発生した｡

中京法学��巻１号 (� �"年) ��(��)



(���) 厚生省社会局生活課長通知 (社生第��号) ｢婦人保護事業の実施に係る

取扱いについて｣ (����年６月��日), ���	
�����
������
��
�	�������

����������������������������
	� ! (���"年２月��日最終閲覧)｡

(���) 樋熊亜衣 ｢『リブ神話』 を超えて―現代日本女性解放運動史全体像構築

の必要性｣ ソシオロゴス�"巻 (����年) ��頁以下｡

(���) 井上輝子, 長尾洋子, 船橋邦子 ｢ウーマンリブの思想と運動―関連資料

の基礎的研究｣ 東西南北���"号 (���"年) ��#頁以下｡

(��#) 辻村・前掲注 (���) �$�頁｡

(���) %���&�������''����� ���%�''����������(&�'�������� 

)�����'��������������*�'��
+�	��!,
-
)��
.�����$(����)


(��") %���&������/����������� ���0�'��1�����%�''�����
%���&��

�����/����������� ���0�'��1�����%�''�����
+�	��!,
-


)��
%%21�%����.��
���!(���$)


(���) また, ����年に発行された-34団体0�'�������������の報告書

からは, わが国が被害者を不法滞在者として扱っている, と非難された

(0�'��1�����*����(01*) ����5�������	
���
�
�����	����

�
����
�	����	�������
������6!����)｡

(��$) 杉浦明道 ｢なぜ被害者が裁かれるのか, 四日市タイ女性人身売買事件か

ら見えてくるもの｣ 部落解放�#$号 (����年) ��, ��頁｡

(���) 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議・前掲注 (�")｡

(�#�) ����年に, 同計画は ｢人身取引対策行動計画����｣ として修正された｡

(犯罪対策閣僚会議・前掲注 (��))｡ その主要な修正点は, 不法就労対策

を通じた人身取引の防止対策の見直し, 児童の性的搾取に対する厳格な対

応, ブローカー等の取締りの徹底, 潜在的被害者に対する支援の周知, 取

締り過程における被害者の発見, 被害者に対する法的援助に関する周知,

中長期的な保護支援に関する検討, 男性被害者の支援等についてであった｡

���#年には男性被害者に対する一時保護の提供を認めるとともに, 外国人

技能実習生に対する保護の提供が加えられ, ｢人身取引対策行動計画���#｣

として修正された (犯罪対策閣僚会議・前掲注 (�))｡

(�#�) すでに����年��月９日に ｢人身取引議定書｣ の署名は行われていたが,

国会の承認が得られない状態であった｡

(�#�) 組織犯罪防止条約を批准するためには, 共謀罪等の犯罪化を行わなけれ

ばならない｡ しかし, 共謀罪を巡ってはいまだ意見が一致せず, 条約の批

准が行われていない状況にある｡ わが国の刑法に共謀罪を導入することの

可否について, 詳しくは, 古谷修一 ｢国際組織犯罪防止条約の特質と国内

実施における問題―共謀罪の制定を中心に一｣ 早稲田大学社会安全政策研

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)�� (��)



究所紀要１巻 (����年) ���頁以下, 角山正 ｢国際組織犯罪防止条約と共

謀罪の立法化の要否｣ 自由と正義��巻８号 (����年) ���頁以下, 松宮孝

明 ｢組織犯罪対策に見る ｢自由と安全と刑法｣ ―共謀罪立法問題を含む

(特集 自由と安全と刑法)｣ 刑法雑誌	
巻２号 (����年) ���頁以下を参照

のこと｡

(�	�) 人身取引防止, 撲滅対策としては, 所在国外に移送する目的で人を売買

することが処罰の対象となった (刑法���条の２)｡ また, ｢組織犯罪処罰

法｣ が改正され, 人身売買罪 (刑法���条の２) は犯罪収益の前提犯罪と

され (｢組織犯罪処罰法｣ ２条２項の１), 人身売買犯罪に由来する犯罪収

益等は没収・追徴の対象となった (｢組織犯罪処罰法｣ ��条１項, ��条１

項)｡ また, 出入国に関しても, ｢入管法｣ を改正し, 出入国の基準を厳格

にした｡

(�		) 一連の人身取引の防止・撲滅対策の結果, 人身取引事犯の認知件数が最

も多い時で
�件だったのが����年には	�件にまで減少した｡ (警察庁保安

課・前掲注 (�
))｡

(�	�) 婦人相談所は, ｢�
防止法｣ に基づき配偶者暴力の被害者の一時保護

も行っているため過剰収容状態になっており, 施設内での支援の質の低下

等の恐れがある (人身売買禁止ネットワーク (������)・前掲注 (��)

��頁)｡

(�	�) 厚生省発社第�	号一部改正 (����年３月��日), 厚生労働省発雇児第���

����号 (���	年２月２日) ｢婦人保護事業実施要領｣, ������������������

� �!���"#$��%$�����&'(�)�����*��*����������+,(����年２月��日最終

閲覧)｡

(�	�) 無料低額診療事業制度を行っている医療機関はすべての都道府県にある

わけではないこと, 同制度は社会福祉事業の一環であることから, 医療機

関が被害者を受け入れるかどうかの判断を一方的に行うため, 診療拒否が

なされる可能性があるという問題を抱えている (｢第���回国会法務委員会

第�	号議事録｣ (����年４月��日), �������% %%$)���-�� �!��./���01

�&$��))���������������	��������	���+,(����年２月��日最終閲覧))｡

(�	
) 人身売買禁止ネットワーク (������)・前掲注 (�) ���頁｡

(�	�) 厚生労働省・前掲注 (��)｡

(���) /2�)- ,������ ��
�,$��
�

(���) 神田道子 『アジア太平洋地域の人身取引問題と日本の国際貢献―女性の

エンパワーメントの視点から―』 国立女性�育会館 (����) ���頁, ��	頁,

���頁, ���頁｡

(���) 神田・前掲注 (���) ���頁｡

中京法学��巻１号 (����年) ��(��)



(���) 神田・前掲注 (���) ���頁｡

(���) �	
��
����	����	����������	�����������������

第３章 アメリカ及びドイツにおける経済的支援制度からの示唆

第２章で人身取引被害者支援の沿革を概観し, アメリカやヨーロッパ

諸国をはじめとする国際社会において人身取引被害者に対する支援の重

要性が認められていることを明らかにした｡ 国際社会が各国に対して被

害者支援を行うことを強く要請している理由としては, 人身取引を女性

に対する暴力そして人権侵害として位置づけ, 人権侵害を受けた者に対

して支援を行うことにより人権保障を行うという考え方が浸透したこと

と関係していると思われる｡

ところで, 被害者に対する支援の重要性は多くの国で認められている

ところであるが, 具体的な支援の内容については国により違いを見せて

いる｡ そこで, 以下では, すでに人身取引被害者に対して公的財政を利

用した経済的支援を行っているアメリカ及びドイツの制度を紹介し, そ

こから得た知見をもとに, わが国における経済的支援制度の方向性を示

すこととしたい｡

第１節 アメリカにおける人身取引被害者の経済的支援制度

アメリカでは, 人身取引被害者に対する支援は��� を中心として

行われている｡ 同法が制定されるまで, 被害者は不法滞在者として扱わ

れ適切な支援を受けることができなかった｡ しかし, ��� が制定さ

れ, 人身取引の被害者は単なる不法滞在者ではなく被害者として扱われ

るようになった｡ その結果, 被害者は, ��� に基づき, 損害賠償請

求等が容易になった｡ 加えて, 被害者は社会保障給付の対象とされ, 公

的財政を利用した経済的支援を受けることも可能となった｡ そこで, 以

下では, 被害者支援のターニングポイントとなった��� の制定以前
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と以後とに分けて被害者支援の沿革を概観し, 被害者支援の内容を明ら

かにしたい｡

Ⅰ ����制定 (����年) 以前の経済的支援制度の概要

�	��年代後半のアメリカでは, 社会の浄化を目指す道徳運動や女性解

放運動が盛んに行われていた
(�

)

｡ このような立場からは, 売春は人を堕落

させる悪しき行為であり, 売春女性は恥ずべき存在であり非難の対象と

考えられていた
(�
�)

｡ そのような中, アメリカとヨーロッパ間の性的搾取を

目的とした女性の人身取引が頻発し, 人身取引に注目が集まるようになっ

た
(�
�)

｡ そこで, アメリカ政府は, 売春女性の入国を禁止するための法律を

制定し, 売春女性を国内から排除することで, 人身取引の防止・撲滅を

行おうとした
(�
	)

｡ �
��年には性的搾取を目的とした女性の人身取引の禁止

を目的とした ｢白人奴隷法｣ (��������������������) が制定され

た
(�

)

｡ しかし, このような人身取引の防止・撲滅についての取り組みがな

される一方で, 被害者支援についての取り組みがなされることはなかっ

た｡ それどころか, 人身取引されてアメリカにつれてこられた外国人女

性は不法移民として強制退去処分の対象となっていた
(���)

｡ 被害者は警察等

によって発見された場合, ｢入国帰化局｣ (�������������� ��!

"����#������������) の裁量により退去強制処分の停止が認められるこ

ともあったが, 結局のところ不法滞在者という地位はそのままであった
(���)

｡

当初, 被害者は, 奴隷制又は自発的ではない隷属状態を禁止している

アメリカ合衆国修正憲法�$条違反を理由として損害賠償請求を行おうと

したが, 裁判所はこれを根拠とする訴えを認めなかった
(���)

｡ そこで, 被害者

は, 修正�$条に基づく授権法である公正労働基準法 (%���&�'�������!

���(���) (以下, %&��という
(��$)

) 及び腐敗組織規制法 ()��*�������!

��"��������+���",�-�����#��������) (以下, )�+-という) 等

を根拠として損害賠償請求を行おうとした
(��.)

｡

%&��とは, 最低賃金の保障や長時間労働の禁止等労働者の権利を保
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障することを目的とした法律である
(���)

｡ 被害者が, 雇用主から支払われる

賃金が最低賃金を下回っていた場合や, 長時間労働を強いられた場合,

被害者は雇用主に対して不足分の賃金等を請求することが可能である
(���)

｡

被害者が雇用主に対してこれらを請求するためには, 被害者と雇用主の

間に雇用関係があると認定される必要がある｡ しかし, 被害者の労働内

容が売春類似行為である場合, 被害者と加害者との間の法的な雇用関係

を立証することは難しいと思われる｡ そのため, 性的搾取を目的とした

人身取引の被害者が最低賃金の支払いや長時間労働に対する賃金等を雇

用主に対して請求することは困難である｡

次に����について説明する｡ ����は, 組織犯罪の防止・撲滅を目

的として, 組織的な犯罪を行う集団 (	
�	�
���	) が, 不正な利益を得

ることを目的として行われる特定の活動をすることを規制するものであ

る
(���)

｡ ����の特徴は, 犯罪組織に対して経済的ダメージを与えることが

最も組織犯罪対策に有効であるという理由から, 犯罪組織に帰属する犯

罪収益や動産の没収を認めるだけでなく, 同法の規定する犯罪によって

財産上の損害を受けた者に対し, 損害額の二倍又は三倍の金額の支払い

を請求することを可能とする三倍賠償を認めていることである
(���)

｡ ����

による三倍賠償を受けるためには, 加害者が組織 (	
�	�
���	)である

こと
(���)

, 加害者が����の前提犯罪 (
�	�����	����) により利益を得て

いること (����	�		��
���������
(���)

), その犯罪行為が反復して行われて

いること (
���	�
������	�		��
���������
(���)

) が要件となっている
(���)

｡

性的搾取を目的とした人身取引は����の前提犯罪ではないものの, 前

提犯罪に売春が含まれていることから
(���)

, 人身取引被害者は同法の対象に

なる可能性がある｡ ただし, 加害者の行為が組織的に行われていること,

����の前提犯罪が反復して行われていること
(���)

等の要件を満たす必要が

ある
(���)

｡ また, ����は, 同法の前提犯罪により事業又は財産について損

害を受けた (�
 !�	��
"��#!��
	����
��
	���) 場合, 三倍賠償

請求の提起を認めているが, ここでいう損害には, ｢・・・生命や身体
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の損害は含まれない｡ 慰謝料や身体損害から生じる経済的損害 (逸失利

益, 扶養利益等) も除外される
(���)

｣｡ その場合, ｢生命や身体等に生じた損

害は, コモン・ロー上の一般救済に委ねられる
(���)

｣｡ 人身取引被害者の損

害で最も比重が重いのは, 精神的損害や身体損害から生じる損害である

ため, ����によって実効性のある損害賠償を受けることは困難である

ように思われる｡

Ⅱ 	
��成立 (�


年) 以後の経済的支援制度の概要

第２章第２節で述べたように, 合衆国では, ��

年代の中頃からまた

ウーマンリブ運動が行われるようになった｡ このような運動は, 女性の

権利の確立について強く主張した
(���)

｡ また, 同時期に, Ｍ・フライによる

被害補償制度の提唱に影響を受け, アメリカのいくつかの州において被

害者補償制度が新設された
(���)

｡ そのような中, 暴力的被害を受けた女性に

対する支援に注目が集まり, ����年に犯罪被害者法 (
����� �������

�������
(��
)

) が成立し, 犯罪被害者に対して罰金等を利用した経済的支

援が行われることとなった｡

���
年代に入ると, 人身取引がアメリカにおいて再び注目されるよう

になった｡ 当初はアジアで外国人女性に対する性的搾取を目的とした人

身取引が行われているという対外的な問題にすぎなかったが, 次第に国

際的な女性の人権問題として扱われるようになった
(���)

｡ それにより, アメ

リカ国内で人身取引対策について注目が集まった｡ そこで, アメリカ政

府は, ����年に女性や子どもの国際的な人身取引と戦うための議定書の

草案を国連に提出し, 草案の中で被害者の帰国支援やリハビリだけでな

く損害賠償支援にも言及した
(���)

｡

国内的には, ����年に人身取引の防止, 撲滅, 被害者の保護と支援に

ついての戦略を立てることが宣言された
(���)

｡ それにより�


年に人身取引

についての包括的な対策を行うために, 	
��が制定された
(���)

｡ しかし,

	
��は刑事訴追に主眼を置いており, 被害者支援についてはあまり重
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要視していないという批判を受けた
(���)

｡ そのため, ����は�		
年の再

授権法 (���

������ ����������������� ��������������� ����


�		

(���)

) により一部修正され, 被害者支援について新たな規定が設けられ

ることとなった｡ �		�年に再度����が修正された
(���)

｡ �		�年にはウィ

リアムワイバーフォース人身取引被害者保護再授権法 ｢������� ��� �

�
���� ���

������ ������� ���������� ��������������� ����


�		�
(���)

｣ によりさらに修正が加えられ, 人身取引被害者の救出 (������),

社会復帰 (���� ���������), 再統合 (�������������)を基礎とした被害

者支援中心の政策が打ち出されることとなった
(��!)

｡

����による支援を受けるためには, 被害者が ｢重大な人身取引の

被害者｣ (�"����� �
���"���
��� �
���

��������#������
(�!	)

) に

該当しなければならない
(�!$)

｡ ｢重大な人身取引の被害者｣ というためには,

被害者が重大な人身取引の訴追や捜査にすべての合理的な方法 (�"��%

������� ��&�%) により進んで協力していること, Ｔビザ (�'���

��������(�����
(�!�)

) の申請をしている者又は拒否されていない者であ

ること, そして安全保障省の長官 ((�������%�
)������*(������%)

により人身取引を行った者の効果的な訴追のために必要であると認めら

れた者でなければならない
(�!
)

｡ しかし, 被害者が肉体的若しくは身体的ト

ラウマによって協力することが難しい, 又は不可能な場合には, 被害者

の捜査協力を要件としなくてもよい
(�!+)

｡

被害者の認定を行うのは連邦検察官である
(�!�)

｡ 連邦検察官は被害者と面

談をし, 被害者から法執行機関への協力の意思を確認する
(�!�)

｡ 協力の意思

が確認された者は, 連邦検察官によりＴビザの申請に必要な書類を付与

され, Ｔビザの申請を行うことができる
(�!�)

｡ なんらかの事情により捜査協

力が困難であると認められる場合は, 被害者は捜査協力をしなくてもＴ

ビザの申請を行うことが可能である
(�!�)

｡ Ｔビザが支給されると, 被害者は

４年間アメリカに滞在することが可能である
(�!!)

｡ このように滞在期間が４

年間も認められているのは, 長期に渡ってアメリカ国内で被害者の社会
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復帰支援を行うためであると思われる｡ Ｔビザを申請中の被害者は, 司

法長官が認める間, アメリカへの滞在が認められる
(���)

｡ また, 被害者が民

事上の救済 (������	
	��) (
�������§ 
���(��
�)) を利用して

民事上の損害賠償請求を行う場合も, 裁判の終了まで滞在が認められる
(��
)

｡

����における人身取引被害者に対する損害賠償支援は, 基本的に

必要的損害回復命令 (����������	���� ����
(���)

), 民事上の救済 (�����

�	
	��
(���)

) 等によって行われている｡ 必要的損害回復命令 (���������

�	���� ����) とは, 裁判所が一定の犯罪を行った被告人に対し, 刑罰

とともに損害の賠償を命ずるものである
(���)

｡ 同命令は ｢刑事的制裁ではあ

るものの, 損害填補の目的と従来の刑罰目的を併有し, 従来の刑事制裁

よりも被害により強い関心を有した刑事制裁
(���)

｣ と位置付けられている
(��!)

｡

人身取引や債務奴隷, 奴隷的拘束等の連邦法
�編""章の罪により被害

を受けた者であれば, 必要的損害回復命令を利用することができる
(��")

｡ 裁

判所は, 被告人の資力等を考慮せず
(���)

, 被害者が犯罪によってこうむった

損害すべて (����
� ���#�$	��%��
&�����	�
(���)

) の支払いを命じる
(�
�)

｡

ここでいう損害とは, 失った又は壊された財産の価格, 被害者が身体的

な被害を受けた場合は, 治療費, 逸失利益である
(�

)

｡ 精神的損害及び慰謝

料は損害には含まれない
(�
�)

｡ 被害者が同命令により賠償を受けた場合, 当

該事件に関係する民事訴訟における賠償額から同命令により支払われた

賠償額が減額される
(�
�)

｡ 被害者の数が多い場合や事実認定が困難な場合,

必要的損害回復命令は出されない可能性がある
(�
�)

｡

人身取引との関係では, 被害者の大半は人身取引犯罪により身体的な

被害を受けるため, その者の治療費, 逸失利益を受けとることができる｡

アメリカの多くの州では売春行為が禁止されていることから, 人身取引

被害者が売春業から得た収入は, ほとんどの場合違法収入であると考え

られる｡ そのため, 売春女性の逸失利益は低額になる恐れがあり, 賠償

額が高額にならない可能性が高い｡ また被告人に対して拘禁刑が課され

た場合, 事実上支払いが不可能となってしまうという問題がある
(�
�)

｡ その

中京法学�
巻１号 (��
!年) ���(���)



ため, 被害者は必要的損害回復命令を利用して十分な損害賠償支援を行

うことはできないと思われる｡

次に, ｢民事上の救済
(���)

｣ (�����	
�
�
) について説明する｡ ����

が制定されるまで, 被害者は損害賠償請求を行うことが困難であった
(���)

｡

そこで, ����は人身取引等により被害を受けた者に対して, 加害者

に対する民事上の損害賠償請求を容易にした｡ すなわち, 人身取引や債

務奴隷, 奴隷的拘束等の連邦法��編��章の罪により被害を受けた者は,

人身取引犯罪に従事していた者に対する民事上の損害賠償を連邦地方裁

判所に提起することが認められる
(���)

｡ その際, 被害者は, 合理的金額の弁

護士報酬を含む損害賠償を請求することができる
(���)

｡ 裁判所は, ウィリア

ムワイバーフォース人身取引被害者保護再授権法の遡及的適用を認めて

いないため, ����年以前に人身取引された被害者がこの ｢民事上の救

済｣ を受けることを認めておらず
(���)

, 被害者の損害賠償の障害となってい

る
(���)

｡ また, ｢民事上の救済｣ に基づく被害者の損害賠償請求訴訟は, 刑

事裁判の継続中は停止されてしまう
(���)

｡ そのため, 被害者が民事訴訟を提

起し, 実際に損害賠償を受け取るにはかなりの時間がかかることが想定

される｡ そのため, ����年にアメリカで行われた調査によると
(���)

, ｢民事

上の救済｣ を利用して損害賠償請求訴訟が提起されたケースは��件にす

ぎず, 被害者に対する損害賠償支援として効果があるとは事実上いい難

い状態にある
(���)

｡

上記の欠点を補うための手段として, 近年では不法行為に基づく損害

賠償請求に関心が集まっている
(���)

｡ 不法行為に基づく損害賠償の場合, 精

神的, 身体的な損害についての損害賠償請求が可能であること
(���)

, ����

に基づく被害者認定を受けていなくても利用可能であること, 民事訴訟

は刑事訴訟よりも立証水準が低いため被害者にとって有利であること
(���)

,

不法行為法は訴訟原因を細分化しており人身取引のような複雑な形態の

犯罪の場合, 柔軟に対応することができるという利点がある
(���)

｡ そこで,

実際にカルフォルニア州法を用いて人身取引被害者の損害賠償が行われ
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ていることから
(���)

, ここでは, その例として, カルフォルニア州法を取り

上げることとする｡

まず, 人身取引被害者が申し立てを行うには, 加害者により故意に精

神的な苦痛を与えられたこと, 不当に監禁されたこと, 又は詐欺若しく

は欺罔行為が用いられたことを証明しなければならない
(���)

｡ 故意に精神的

な苦痛が与えられたというためには, 加害者の行為がきわめて非道であ

り, 被害者に対して意図的に深刻な精神的苦痛を与えたという事実を証

明する必要がある
(���)

｡ きわめて非道とは, 当該人身取引が文明化された共

同体において耐えることができないとみなされる程度のものを指してい

る
(���)

｡ 不当に監禁されたこととは, 加害者が意図的に長期に渡って被害者

を不当に監禁したことである
(���)

｡ 不当に監禁されたというためには, 被害

者を監禁するに際し, 精神的な虐待又は暴力が用いられていることが必

要である
(���)

｡ 詐欺又は欺罔行為が用いられたというためには, 加害者が故

意に重大な事実について虚偽の説明をしていたことを証明しなければな

らない
(���)

｡ しかし, 加害者が判明していない場合や, 加害者に賠償能力が

ない場合には, 被害者は損害の賠償を受けることができない
(��	)

｡ このよう

なことから, 不法行為に基づく損害賠償には限界があるといえるだろう｡

ただし, 労働搾取型の人身取引のように民間企業が相手方である場合に

は, 被害者は十分な賠償金を得られる可能性が高く, 労働搾取型の人身

取引被害者に対する損害賠償支援を考える際に, 参考になるといえるだ

ろう｡

被害者認定を受けたものの損害賠償を受け取ることができない等の理

由で被害者が経済的に困窮している場合には, 公的支援を受けることが

できる｡ この場合, 被害者は難民と同程度の待遇を受けることになる
(��
)

｡

人身取引の被害者として認定されると, アメリカ国内での労働が許可

され, 生活費を自ら稼ぐことになる｡ しかし, 就労先が見つからない者

や就業許可申請中であり, かつ��歳未満の子どもがいる家庭を有する者

に対しては, ｢���	年個人責任及び労働機会調整法｣ (�
�������
�����
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���������	
��
�����
��	�������	��������	���������
(���)

) に基

づく貧困家庭に対する一時的支援 (�����
�
��������	����
���
�

��������) が与えられることになる
(���)

｡ 支給額は, 州によって異なり, 家

族３名で !!ドル弱から�!!ドル強が支給される
(�"!)

｡ 被害者は通算して５年

間支給を受けることが可能である
(�"�)

｡ 同支援を受けることができなかった

者に対しては難民現金支援 (����#��$��%�������	��) により, 最長

８ヶ月に及ぶ金銭が支給される (�&'('$'§ �)  ( !�")
(�" )

)｡

以上がアメリカにおける人身取引被害者に対する経済的支援制度の概

略である｡ わが国における被害者の経済的支援制度の拡充との関係で,

どのような点が参考になるであろうか｡

まず, 被害者の社会復帰の拠点がアメリカ国内とされており, 被害者

に長期に渡るアメリカ国内への滞在を認め, 被害者に長期に渡る支援を

行っていることである｡ 損害賠償支援や社会保障給付に力をいれている

のは, アメリカ国内で被害者に長期型支援を行うことにより, 被害者の

社会復帰を目指していることが大きいと思われる｡ そのため, 日本への

長期滞在が認められておりかつ日本への長期滞在を望む外国人被害者や

日本人被害者等のように支援の拠点が日本となるケースの場合には, こ

のような手法は参考になると思われる｡ 他方, わが国で保護された外国

人被害者の多くは早期帰国を望んでいるため, このような支援方法はと

りえないだろう｡

次に, 加害者からの損害賠償には限界があることから, すべての被害

者に等しく経済的支援を行うためには公的財政を利用することが必須で

あることが認められている点も参考になる｡ そして, 被害者認定にあた

り, 被害者が肉体的又は身体的トラウマによって捜査協力することが難

しい場合には, 捜査協力の要件を満たさなくてもよいと改正された点も

参考にすべきである｡
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第２節 ドイツにおける人身取引被害者の経済的支援制度

ドイツにおいては, 人身取引の被害者は, 加害者からの損害賠償に加

え, ����年に ｢身体的犯罪被害者補償法｣ (�������	�
���
���������

������
����
��������������) (以下, �
�という) の運用によ

り人身取引被害者を同法の対象に含めることになった結果, 公的支援を

受けることが可能となっている｡ 現在のドイツにおける人身取引被害者

に対する経済的支援は, �
�を中心として行われているので, 以下で

は, 加害者からの損害賠償と公的支援制度とに分けて, その内容を概観

することにする｡

Ⅰ ����年以前の経済的支援制度の概要

ドイツ国内に連れてこられた外国人女性は, 不法滞在者として扱われ

退去強制処分の対象となっていた｡ このようなドイツの態度の背景には,

売春を不道徳な存在と位置付けている事実があるように思われる
(���)

｡

人身取引被害者は, 損害賠償請求をするにあたり, それを円滑に行う

ための制度である付帯私訴 (�����������
���
��) を利用することが

可能である｡ 付帯私訴とは, 被害者又はその相続人が加害者からなされ

た犯罪行為によって生じた民事上の損害賠償請求権を刑事手続きの中で

行使することを可能とする制度である
(���)

｡ 人身取引罪
(���)

は付帯私訴の対象犯

罪になっているため, 人身取引犯罪の被害者は, 付帯私訴を利用して加

害者に対して損害賠償請求を行うことができる｡ なお, ��� 年の法改正

により, 被害者は国費で弁護人に依頼することができるようになった
(��!)

｡

付帯私訴による損害賠償請求の利点は, 人身取引犯罪により被害を受け

た者であれば, だれでも訴訟を提起することが可能である, ということ

である｡ 人身取引被害者が実際に付帯私訴を利用したケースでは, ドイ

ツの最高裁判所は物的損害の賠償及び慰謝料の請求を認め, 慰謝料の算

定に際して, 犯罪行為による ｢生活への侵害の高さとその程度｣, そし

て ｢加害者の有責の程度｣ を重視している
(��")

｡
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しかし, 人身取引被害者は在留資格のない外国人であることが多く,

不法滞在の発覚を恐れ, 損害賠償請求を行う者は少ないという問題点が

存在する
(���)

｡ さらに, 被害者は自身が損害賠償請求権を有していることを

知らない場合も多い｡ 以上のような理由により, 被害者が加害者に対し

て損害賠償請求訴訟を提起することは困難な状態にあることが明らかと

なっている
(���)

｡

Ⅱ ����年以降の経済的支援制度の概要

����年に�	
に関する通達が発出され, 同法の対象に人身取引の被

害者が含まれるように運用が変わった｡ ここでは, このような運用に至

る一連の流れを説明したうえで, 同法による経済的支援制度の内容を概

観することとしたい｡

����年の ｢人身取引連邦報告書
(���)

｣ (�
��������������������������

����) によれば, ����年頃から, 性的搾取を目的とした人身取引の被害

者がドイツ国内に大量に流入し始めた｡ このように, ����年代のヨーロッ

パ諸国では人身取引が多発していたことから, 	�の司法内務・理事会

(�
���������� �!""��#�$�
����(��!)) に人身取引及び児童の

性的搾取との戦いの行動に関する ｢理事会共同行動決議
(���)

｣ が出された｡

前述したように, ｢理事会共同行動決議｣ は, 	�の加盟国に対し, 被

害者やその家族に対する適切な支援を行うこと, 被害者に加盟国内での

在留を認めること, 被害者の帰国支援等を要請している｡ ����年には,

アムステルダム条約締結に向け, アムステルダム条約の自由, 安全及び

司法の領域に関する規定を最善に実施するための理事会及び委員会の行

動計画
(���)

が策定された｡ 同行動計画は, 	�加盟国に対しアムステルダム

条約が発効してから２年以内に性的搾取を目的とした人身取引の犯罪化

を行うことを要請している｡

このような状況を背景に, ����年９月��日に ｢国家調査会議｣ (%���&

�##�"�#��������'#���
��) が開かれ, 連邦労働社会省 (�
���� �����
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����� �����	��
���
�������) は, 運用により, 被害者の証言が加

害者の訴追に役立つと認められる場合, ｢外国人の入国及び滞在に関す

る法律｣ (����
��	������������������������
���
�������

��������� ��������	��
) (以下, �����という) に基づき, ドイツ

国内に滞在している被害者の退去の猶予を認め
(���)

, 猶予が認められた者を

���の対象とした
(���)

｡ このような運用が行われるようになった背景には,

人身取引被害者の証言が加害者の訴追に役立つ可能性が高いことや
(���)

, 人

身取引犯罪が組織的な重大な犯罪であるため積極的な対策が必要である

こと等の刑事政策上の理由があったことが考えられる
(���)

｡ また, 人身取引

によりドイツ国内に連れてこられた外国人が不法滞在状態になっていた

としても, このような滞在は被害者の自由な意思決定に基づかない滞在

であることから単なる不法滞在の外国人ではなく, 保護の必要性が認め

られる, と解されている
(���)

｡

���は, 国家による犯罪防止が不完全であったために犯罪被害が生

じたことに対する国の特別の責任に基づき, 公的財政を利用して暴力の

被害者に対する補償 (��
� ��������) を行っている
(��!)

｡ このような特

別の責任は国家による保護義務 (

��
�� ���"�������#��� �
) から

導かれるものであるといわれている
(��$)

｡ この義務は, 一般的には基本権保

護義務 (������� �
�� ��
 ��
�#��� �
���

��
��) と呼ばれ
(��%)

, ドイ

ツ連邦共和国基本法 (���������
���������������#�	��&'��
� ��

����) (以下, ��という) を根拠にしている
(��()

｡ ��は国家対私人の関係

だけではなく私人間の関係についても保障すると考えられている｡ ��

は個人の自由や生命などを保障しており, 国は, これらの権利が侵害さ

れないよう国民を保護しなければならない義務を負う｡ このような考え

方は今日のドイツでは判例学説ともに主流となっている
(��))

｡ これらの権利

が侵害された場合, 国家はこのような義務を果たすことができなかった

ことを理由に, 被害者に対して補償を行わなければならない, と考える

ことが可能である
(���)

｡ このような考えに基づき, ���は, 犯罪被害によ
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り人権侵害を受けた者に対してドイツ連邦共和国に対する補償金支払請

求権の行使を認めている
(���)

｡ ���の補償の対象となるには, 故意の違法

行為による暴力行為又は正当防衛により健康上の被害を受けたことが要

求される｡ 暴力行為とは有形力の行使が必要であり, 精神的な暴力は含

まれない｡ また, これらの行為はドイツ国内で行われている必要がある
(���)

｡

同法は, ドイツ市民だけではなく適法に在留している外国人も補償の

対象としている
(���)

｡ ただし, 在留資格がない場合であっても, 被害者の証

言が加害者の訴追に役立つと認められる場合, 被害者の退去の猶予が認

められ
(��	)

, その者は���の対象となる
(��
)

｡ 被害者の証言が加害者の訴追に

結びつかない場合は在留許可が付与されない
(���)

｡ 在留許可の付与が認めら

れる場合であっても, 加害者に対する刑事訴訟手続きの完了とともに,

被害者の在留許可は終了してしまう
(�	�)

｡ 一旦被害者の在留許可が終了して

しまうと, 被害者にどのような理由があっても在留の延長は認められな

いとされている
(�	
)

｡ また, 被害者として認定されなかった者は, 不法滞在

者として強制退去処分の対象となる
(�	�)

｡ 被害者は���による補償を受け

た場合, その者の有する損害賠償請求権が国に移転し, 国は加害者に対

する求償権を有することとなる
(�	�)

｡

同法では補償金の算定にあたり, 戦争によって犠牲になった者に対す

る援護法 (������������������������������������������� ���

���!����������������) (以下,  ��という) が準用され
(�	�)

, 犯罪に直

面したことにより生じた身体的・精神的な被害の治療にかかる費用及び

リハビリテーション代, 補償調整金 ("����#���$��%&) 等が支給され

ることとなっている
(�	�)

｡ 被害者が外国人である場合, その者の在留期間や

在留許可事由によって給付金の内容も異なる｡ 年金として支給される給

付金もあれば, 一時金として支給される給付金もある
(�	�)

｡

ドイツにおける社会保障問題等を扱う労働社会福祉省 ( �����'����

������' ���������&����������#$�(�%&�����) が���を管轄し,

実施にあたるのは事件の発生した州にある援護庁 (�����������#'�)
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である
(���)

｡ 援護庁が受給の可否を決定し, その決定に不服な場合, 被害者

は社会保障に関する事件を取り扱う州の社会裁判 (�����	
���
��) に

対して異議を申し立てることができる
(���)

｡ 社会裁判所の判決に不服であっ

た場合, 被害者は控訴することもできる
(���)

｡

人身取引被害者が���による補償を受けるためには, いくつかの問

題をクリアしなければならない｡ まず, 人身取引犯罪によって行われた

暴力が有形力の行使を伴うものであり, その暴力がドイツ国内で行われ

ていなければならない
(���)

｡ 例えば, 有形力の行使がドイツ国外で行われて

いた場合や被害者を脅すために第三者に暴力を加えた場合, また精神的

虐待を受けたが有形力の行使はなかった場合, 同法の対象とはならない
(���)

｡

第二に, 被害者の証言が加害者の訴追に結びつかなければならない
(���)

｡ そ

のため, 人身取引被害者の証言が加害者の訴追に結びつかないと判断さ

れると在留許可が付与されない
(���)

｡ また, 在留許可が付与されても, 加害

者に対する刑事訴訟手続きが完了してしまうと被害者は帰国しなければ

ならない
(���)

｡ その際, 被害者が人身取引犯罪によって重大な精神的ストレ

スを受けている場合, 又は被害者が加害者に対して損害賠償請求権を行

使しようとする場合であっても, それらの事由により在留許可は延長さ

れない
(���)

｡ このようなことから, ���の対象となる人身取引の被害者は

かなり限定されることになるだけでなく, 同法により十分な支援を受け

ることは困難である｡ そのため, ���による人身取引被害者の経済的

支援は不十分であると批判を受けている
(���)

｡

では, 以上でドイツの制度を概観したが, どのような点が参考となる

のであろうか｡ まず, ���による補償の利点は, 公的支援であること

からいったん同法の対象になれば確実に補償を受けることが可能な点に

ある｡ 次に, 給付金の算定を簡易化し, 算定にかかる時間を短縮し, 迅

速な経済的支援を行うことができるという点も参考になりうる｡ また,

被害者が認定の結果に不服の場合, 異議を申し立てることを認めている

点も利点であろう｡
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(���) バーン＆ボニー・ブーロー・前掲注 (���) ���頁｡

(���) バーン＆ボニー・ブーロー・前掲注 (���) ���頁｡

(���) 上村・前掲注 (���) ��頁, 	
��

���������������������(����)�

(���) バーン＆ボニー・ブーロー・前掲注 (���) ���頁｡

(���) ������������ �!!�"(#���) $"��"����������������(����) ("�%�

�!��%�&�'��%�%����(�����§§ ���������(����))�｢不道徳な目

的｣ のためにある州から別の州に女性を運んだり, 運ばせたり, なんらかの

方法で現場幇助した者は, 重刑を科された (��(�����§§ ����(����))｡

(���) バーン＆ボニー・前掲注 (���) ���頁｡

(���) ���)�
�§�����(����)�

(���) *������	�
��
� ����
������������	�
���������
��������

�����������+$
,�-�

,�����(����)�(�� ����!��  �!�  �%��

�&���
�'�%.��/���0�12&��"�&)�

(���) ��(�����§���(����)�

(���) ��(�����§����(����)���	�
��
�����
����������������������

�������

(���) ��(�����§ ���(����)�

(���) ��(�����§ ���(����)���(�����§���(����)�

(���) ��(�����§§ ���������(����)�

(���) ��(�����§ ����(") (����)�田中英夫・竹内昭夫 『法の実現におけ

る私人の役割』 東京大学出版会 (����年) ���頁, ���頁｡

(���) ��(�����§����(�) (����)�

(���) ��(�����§����(�) (����)�

(���) ��(�����§����(�) (����)�

(���) ��(�����§����(����)�

(���) ��(�����§����(����)�

(���) 反復して行われたというためには, 
0�3の前提犯罪を��年以内に少な

くとも２回行う必要がある (��(�����§ ����(�) (����))｡

(���) ��(�����§����(�) (����)�

(���) 田上富信 ｢アメリカにおける組織犯罪と民事責任・�����
0�3法の理

念と現実｣ 法と政治��巻１号 (����年) ��頁｡

(���) 田上・前掲注 (���) ��頁｡

(���) 高田・前掲注 (���) ���, ���頁｡

(���) 菊田幸一 ｢犯罪被害者救済の問題状況｣ 法律論叢��巻３～５号 (����年)
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��, ��頁｡

(���) ��	
���
�������	

�������������
�����������
 
������

(���) 佐々木綾子 ｢米国における 『人身取引』 問題― 『実態』 をめぐる語りの

変遷｣ 一橋大学 (����年) １, ��～��頁｡
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(���) 重大な人身取引の被害者とは, 人に対して暴力 (�
�	�), 詐欺 (�� �2),

強制 (	
��	�
#) を用いて商業的性行為 (	
����	� "��5 	
) を強い

ることを目的とした性的な人身取引 (��5
� ���	,�#$) により被害を受

けた者又は同様の行為を強いられた��歳未満の者をいう｡ そして, 人を奴

隷状態にすることを目的として詐欺又は強制を用いて人を募集, 隠匿, 移

送, 供給するという手段が用いられた者もこれに含まれる (��6�����§

����(��) (����))｡

(���) ��6�����§����(�) (�) (�) (����)�

(���) �6�����§����(��) (+) (�) (7) (����)�Ｔビザ (+�
#����$� #


�
 
��) が付与されるには, 被害者が重大な人身取引の訴追や捜査にす

べての合理的な方法 (�'��8�� �
# �"�9 8) による進んで協力してい

る重大な人身取引の被害者 ( '�	
�� 
� ��'����
�� 
�
� ���	,�#$

�#*���
#�) であると認められる必要がある｡ +ビザが付与された者は, ア

メリカに３年間滞在することが可能である｡ また, 一定の場合には, 永住

権の申請も認められている (�6�����§ ����(��) (+) (�) (7) (����))｡

中京法学��巻１号 (���-年) ���(���)



(���) ��������§	
��(
) (��
�)�

(���) �������§

�
(�) (
�) (�) (Ⅲ) (��) (��
�)�����では, 捜

査協力を被害者認定の際の絶対的な要件としていた｡ しかし, 被害者はブ

ローカー等からの報復の恐れ, 又は精神的に疲労している等の理由により

捜査や訴追等に協力することが困難な場合も多いことが考えられる｡ その

ため, ｢ウィリアムワイバーフォース人身取引被害者保護再授権法｣ によ

り, 要件が一部緩和された｡

(���) ��������§

�����(��
�)�

(���) 中川かおり ｢翻訳・解説 米国の人身取引対策―国内の取り組みを中心

に｣ 外国の立法���号 (����年) �
, ��頁｡

(��	) �������§

��(�) (�) (��
�)�

(���) ��������§	
��(�) (
) (
) (�) (�)�

(���) �������§

�
(�) (
�) (�) (�) (
) (��
�)�

(���) ��������§	
��(�) (�) (�) (�) (��
�)�

(��
) ��������§	
��(�) (�) (�) (�) (��
�)�しかし, 被害者が訴訟の

提起に失敗した場合は, 滞在許可が取り消される (��������§ 	
��(�)

(�) (�) (�) (��
�))｡

(���) 
�������§
���(��
�)�

(���) 
�������§
���(��
�)�

(���) 
�������§����� (��
�)�

(���) 永田憲史 『財産的刑事制裁の研究―主に罰金刑と被害弁償命令に焦点を

当てて』 関西大学出版部 (��
�年) ��頁｡

(���) 損害回復命令は, あくまでも刑罰であり, 加害者の更生に役立つことを

目的として課されるものである｡ (佐伯仁志 『制裁論』 有斐閣 (����年)


��頁)｡

(��	) 
�������§
���(�) (��
�)�

(���) 損害回復命令 (����� !��"#�#$#� %) の場合は, 被告人の資力や所得

能力が考慮される (
�������§ ����)｡

(���) 
�������§����(!) (
) (�) (��
�)�

(�
�) 被告人が経済上の問題により賠償額を支払うことが難しい場合は, 分割

して支払うことも可能である (
�������§����(!) (�) (�))｡

(�
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�������§����(�) (��
�)&
�������§ ����(�) (�) (��
�)�

(�
�) �%�#����#�#�"'���##��!��(�&	��������	&��	)���(

#*����
���)�

(�
�) 
�������§����(+) (��
�)�

(�
�) 
�������§����� (�) (�) (��
�)�

(�
�) 佐伯仁志 ｢犯罪被害者への被害回復支援について (特集 犯罪被害者の
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ための施策の総合的検討)｣ ジュリ����号 (����年) ��, ��頁｡
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(���) �
���
�§�	��(�) (�) (�) (����)�他にも, 被害者は, 食糧支援

や医療支援 (&�)."�.)) を受けることが可能である (�
���
�§�	��
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(�) (����))｡

(���) 被害者が利用可能なその他の制度としては, 補足的保障所得 (�	

��


���������	����������) がある｡ 同制度は, 障碍者や高齢者に対する

生活保護の一種である｡

(���) ただし, ドイツでは売春が一部合法化され, 必要悪として容認されてい

る (上村・前掲注 (���) ��, ��頁)｡

(���) §��������

(���) §�������� §�������は, ����年に廃止され, 同年新たに§���

���� (性的搾取を目的とした人身取引罪) 及び§������� (労働搾取を

目的とした人身取引罪) 等が新設された｡

(��!) §�"���#����������

(���) 松川実 ｢ドイツ附帯私訴手続の現在―コンメンタールおよび最近の裁判

例｣ 青山法学論集 ��巻４号 (����年) �", ���頁～���頁｡

(���) ��������� $��%�&��&��'��(	�%�)	�����*	%��	�	�+��,�	�%

�&���' *�	-!�(����) �����

(��") .��/� ������(*������) �����

(���) 	
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�����������0�	�'�%��+����'$��%�&��&��'������1 (����)
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�34���'�� ���	������'2	%���� �""" �""":5�":���

(���) §��*�%��*	%���なお, 89の被害者保護指令において人身取引被害

者に対する在留許可の付与についての規定が置かれたことを受け, 人身取

引犯罪の被害者である外国人が法執行機関への捜査協力を行う意思を有し

ていること, 被害者の証言が刑事手続上重要である等の条件を満たした場

合, 人身取引の被害者は一時的な在留の許可を付与されることとなった

(§��*�%���*	%��)｡

(���) §�*�%�������8��=	�'%�&������<���������� */���(���&��>?��

�
!�����

(���) =	�'%�&������<���������� */���(���&��>?���
!�����

(��!) .��/� ������(*������) �����

(���) =	�'%�&������<���������� */���(���&��>?���
!�����
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(��!) �����������(�������)  ����"�

(�#�) 小山剛 ｢西ドイツにおける国の基本権保護義務｣ 法学研究#�巻７号 (�!�!

年) �$, #�頁, 海野敦史 ｢憲法解釈における基本権保護義務論｣ 長崎大学

経済学部研究年報�#巻 (����年) ��頁以下｡

(�#�) �����������(�������)  ��"�

(�#�) 鈴木隆 ｢ドイツの基本権保護義務論における外国人―在外国民の保護と

の関連で｣ 比較法学��巻２号 (����年) �!�, �!�頁｡
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(�#$) §���.
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(�#�) §��.
���/*��/*� ���
��
	�.	�,������������+�	��	���	�3

45���#�����

(�#!) 2	�+	�������(�����"�)�'����

(�$�) 2	�+	�������(�����"�)�'����

(�$�) 2	�+	�������(�����"�)�'����

(�$�) 2	�+	�������(�����"�)�'����

(�$�) §��.
���/*�

(�$") §!%4*�

(�$�) §��%4*�

(�$#) §��%4*�

(�$$) 全国犯罪被害者の会ヨーロッパ調査団編 『����年版ヨーロッパ調査報告

書―犯罪被害者補償制度―』 (����年) #�頁｡
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第４章 経済的支援制度新設に関する提案

第１節 経済的支援制度新設の必要性

Ⅰ 既存の制度のもつ限界

人身取引被害者が利用可能な経済的支援制度として, 損害賠償請求

(民法���条, ���条), 損害賠償命令 (｢刑事手続措置法｣ ��条), ｢犯給

法｣ が存在するが, いずれの制度も不十分な結果となっていることは,

すでに１章において明らかにした｡ そのため, 本章では, ｢犯給法｣ の

改正又は財産犯などの犯罪行為により生じた犯罪被害財産を没収・追徴

し, これを被害者の損害賠償支援に利用する制度である ｢犯罪被害財産

等による被害回復給付金の支給に関する法律｣ (以下, ｢被害回復給付金

支給法｣ という) の改正により, 人身取引被害者に対して実効性を有す

る経済的支援を与えることができるかどうかについて考察する｡ そして,

前章で引き出された諸外国の制度からの示唆をもとに, 人身取引被害者

に対する経済的支援制度の新設について検討を行うこととする｡

① ｢組織犯罪処罰法｣ 及び ｢被害回復給付金支給法｣ のもつ

限界

｢組織犯罪処罰法｣ では, 組織犯罪の防止対策の一環として, 財産犯

等の犯罪行為が団体の活動として行われた場合, 犯罪被害財産が隠匿さ

れた場合, 加害者又は加害者の所属する犯罪組織からの報復を恐れてい

る場合など
(���)

, 一般的, 類型的に被害者による損害賠償請求権等の行使が

困難であると認められる場合
(���)

には, 例外的に犯罪被害財産
(���)

を没収・追徴
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することが認められている (同法��条３項, ��条２項)｡ 犯罪組織は財

産の獲得を目的としていることから, 犯罪収益を剥奪することが最も有

効な撲滅対策であるため
(���)

, このような規定が設けられたといえる｡ この

ようにして確保された財産
(���)

は, 被害者の損害賠償の請求についての援助

を目的として, ｢被害回復給付金支給法
(���)

｣ に基づく給付金の支給に充て

られる (同法��条の２
(���)

)｡

｢被害回復給付金支給法｣ の対象となるのは, ｢組織犯罪処罰法｣ ��

条２項に挙げる犯罪行為により財産的被害を受けた者
(��	)

のうち, 当該犯罪

行為についての没収・追徴に関する刑事裁判が確定した者に限られる
(��
)

｡

被害回復給付金の支給を受けようとする者は, 支給申請期間内に, 申請

人が対象被害者又はその一般承継人であることの基礎となる事実及び支

給対象犯罪行為により失われた財産の価額等についての資料のコピーを

同法の手続の主体である検察官
(���)

に提出しなければならない (同法��条
(���)

)｡

給付額は, 被害者が支給対象犯罪行為により失った財産の価額を基礎と

して算定されることになっており, 原則としてその損害額と同等の金額

である (同法��条
(���)

)｡ 被害者が給付金を受け取った場合, 当該被害者の

有する支給対象犯罪行為に係る損害賠償請求権その他の請求権は, その

支給を受けた額の限度において消滅する (同法��条)｡ このようにして給

付金を受け取った被害者は, 結果として当該犯罪行為に係る損害賠償債

権が一部ないし全部弁済されたのと同等の効果を得ることができる｡

このように, ｢被害回復給付金支給法｣ は, 団体の活動として行われ

た財産犯等の犯罪行為の被害者から得た財産等を利用して当該被害者に

対して損害賠償支援を行うことを目的としていることから, 財産的被害

が生じない身体犯の被害者は同法の対象外となる｡

他方, 人身取引の場合, 渡航費用という名目で被害者に不当な借金を

背負わせその返済を理由に賃金を搾取する手口がとられるため, 財産的

損害が発生している｡ ただし, 売春行為等の性労働は公序良俗に反する

行為であるため, 搾取された賃金を財産的被害と位置付けることは困難
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であると思われる｡ 一応, ホステスとして働いていた者が労働基準法９

条にいう労働者とみなされたケースがあるため
(���)

, ホステスといて働かさ

れた者は, 最低賃金法４条にいう最低賃金を保障されうる
(���)

｡ そのため,

被害者の搾取された賃金のうち最低賃金については, 財産的被害といえ

る可能性がある｡ そこで, 支給対象犯罪行為の範囲に人身取引行為に関

係する犯罪行為を追加し, 被害回復給付金を被害者に支給することも一

応考えられうる
(���)

｡

しかし, 当該刑事事件に関する確定判決を得るには, １年以上かかる

可能性が高く, 実際に被害回復給付金が支給されるまでにはかなりの時

間を要する可能性が高い｡ 他方, 被害者に付与される在留許可期間は２

週間程度にとどまっている｡ また, 被害者は早期帰国を望むため, 同制

度の手続きに応じて被害者の在留許可期間を延長するべきではないと思

われる｡ 一応, 被害者が帰国後に給付金の申請を行うことも考えられる

が, 給付金の申請は被害者が自ら行わなければならず, 被害者が官報や

検察庁のホームページを確認し, 支給申請期間中
(���)

に申請を行うことにな

る
(���)

｡ ただし, 被害者が自ら官報等を確認して, 給付金の申請を行うこと

は考えにくく, 現実的ではないように思われる｡ 一応, インターネット

環境があれば, 海外からでも検察庁のホームページを確認することは可

能だが, 日本語能力に問題のある被害者が申請手続きを行うことは困難

であると思われる｡ このように, 刑事責任の成立を要件とした制度の場

合, 給付対象となる被害者はどうしても限定的になってしまう可能性が

高い｡ このような点を考慮すると, 同法を改正したとしても, 実際に給

付金を受け取ることができる被害者はほとんどいないといえる｡

一応, 以下のような点は, 制度新設にあたり参考になると思われる｡

すなわち, ①給付金が支給されることで, 被害者は当該犯罪行為に係る

損害賠償債権が弁済されたのと同等の効果を得ることができることであ

る｡ 被害者が加害者に対して損害賠償請求訴訟を提起し, 確定判決を得

た後, 加害者から賠償金を受け取るにはかなりの時間を要する可能性が
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高い｡ このように簡易迅速に経済的支援を行うために, 既存の損害賠償

制度の枠組みを超えた手法を取り入れていることは, 人身取引被害者の

ように時間的制約のある被害者にとって有益であると思われる｡ また,

②被害者が検察官に対して当該事件に関する損害額を証明する書類を提

出するだけで, 損害額の認定ができることである｡ 通常, 損害額の認定

は, 裁判所が損害賠償を請求しようとする者の提出した資料をもとに判

断するが, 被害者自身で損害額を証明することは簡単ではない｡ このよ

うに, 簡易な手続きにより損害額の認定を行うことができれば支援を迅

速に行うことができるため, 被害者支援にとって意義のあることと思わ

れる｡ そして, ③加害者が被害者から得た財産等を没収・追徴し, 損害

賠償支援にこれを利用している点も重要であるといえる｡ 既述のとおり,

人身取引に由来する犯罪収益は, 没収・追徴の対象となっており, その

額も高額になる可能性が高い｡ そのため, このような犯罪収益を利用し,

人身取引被害者の経済的支援を行うことが可能になれば, 経済的支援の

実効性の増進につながるように思われる｡ 最後に, ④検察官を制度主体

としている点も参考になるといえる｡ 検察官は, 一連の事件に付随する

没収手続きに関係する刑事手続にかかわっていることから, 被害実態を

正確に把握し, 適切な被害者認定を行うことができる可能性が高い｡

② ｢犯給法｣ のもつ限界

第１章で ｢犯給法｣ について検討した結果, 以下の理由により ｢犯給

法｣ を利用した人身取引被害者への経済的支援が困難であることが明ら

かとなった｡

すなわち, ①人身取引被害者の受ける被害の中心は, 後遺障害が残ら

ない程度の身体的苦痛や精神的苦痛であるため, 犯罪被害者等給付金の

支給類型に合致しないか又は合致した場合であっても支給金額はかなり

低額になる可能性が高いこと
(���)

, ②犯罪被害者等給付金の申請, 被害者認

定, 給付金の支払い等の手続には時間を要する可能性が高いが
(���)

, 多くの
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被害者は短期在留許可しか付与されていない上に早期帰国を望んでいる

こと, ③被害者は不法就労状態にある可能性が高く, 同法の支給対象か

ら除外される可能性が高いこと
(���)

, である｡

このうち, ①給付金の額が低額であるという問題が生じる原因は, 犯

罪被害者等給付金が見舞金的給付金
(���)

として位置付けられている点にある

と思われる｡ そして, ②, ③の問題が生じる原因として, ｢犯給法｣ で

は人身取引被害者の抱える特殊な事情が考慮されていないため, ｢犯給

法｣ によって実質的支援を行うことが困難である, ということが考えら

れる｡

これらの問題が発生する原因は, 同法の制度趣旨によるところが大き

いため, 同法の制度趣旨を改正する必要があると思われる｡ 既述のとお

り, ｢犯給法｣ は, 被害者が加害者から損害賠償を受けることができて

いない等の不合理な現実を背景に, 被害者の法秩序への不信感を払しょ

くするため
(���)

, 損害の一部填補の要素を含む見舞金的給付を一般財源から

拠出している
(���)

｡ このように, ｢犯給法｣ の性質は, 見舞金的給付という

いわば社会保障的なものであることから
(���)

, 他の公的救済制度との整合性

をとるために, 給付水準が低くなっている
(���)

｡ また, 認定基準が厳格であ

るため, 実際に給付金が支給される被害者も, 被害者全体の割合からす

るとかなり少なく, 犯罪被害者一般に対しても十分な支援を与えられて

いないという問題が起きている
(��	)

｡ それに加えて, 同法は, その制度趣旨

を理由に, 社会の一員である者しか給付対象として認めておらず, 短期

滞在の外国人や不法滞在状態にある外国人を給付対象外としている
(��
)

｡ こ

のようなことから, ｢犯給法｣ の制度趣旨を国家補償的な制度に改正し,

犯罪被害者に対する支援の拡充を行うべきだという意見が挙げられてい

る
(���)

｡ 確かに, 被害者支援を徹底化するためには, 同法を国家補償的な制

度に改正していくべきであり, 将来的にはこのような方向性を目指すべ

きであるといえる｡ ただし, 同法を国家補償的な制度へと改正しようと

する場合, ｢証人等の被害についての給付に関する法律
(���)

｣ や後で詳述す
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る ｢オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する

法律
(���)

｣ 等のいわば ｢犯給法｣ の特別法と位置付けられているような法律

もすべて国家補償的制度とすべきなのかという問題が生じる｡ そして,

国の財政面という観点からは, 国の経済的負担の増大という問題, 財政

面等の理由から補償の範囲が限定されてしまう問題
(���)

, それに加え申請の

要件と審査が厳格化され対象となる被害者の数が激減する恐れがある等

の問題が起きうる｡ したがって, 同法の改正をするには問題が多く, 現

在のところ同法の改正は困難なように思われる｡

以上の考察から, ｢犯給法｣ を改正して人身取引被害者に対して十分

な支援を与えるには, ｢犯給法｣ の制度趣旨を国家補償的な制度に改正

する必要があるが, これには時間を要することが明らかとなった｡

ただし, 以下のような ｢犯給法｣ の特徴は, 制度新設にあたり参考に

なると思われる｡ すなわち, ①受傷の有無等を受給要件とし, 受給資格

を付与された被害者は等しく経済的支援を受けることができる点である｡

不法行為責任又は刑事責任の成立を前提とする制度の場合, 給付対象と

なる人身取引被害者が限定的になってしまう可能性が高いため, これら

の成立を前提とせず, 受傷の有無等を受給要件とする制度が望ましいと

思われる｡ また, ②公的財政を利用してこのような支援が行われている

点にある｡ 公的財政の利用が認められれば, 加害者が不存在である場合

や加害者に資力がない場合にも被害者に支援を与えることができるため,

支援の公平性・確実性を担保することができる｡ そして, ③類型別給付

を行うことで受給資格を付与された被害者に対して迅速な支援を与えて

いることである｡ 人身取引被害者のように緊急性の高い者に対する支援

の際には, このような迅速性を担保する方法を取り入れることが望まし

い｡ 最後に, ④国は, 犯罪被害者等給付金を支給したときは, その額の

限度において当該犯罪被害者等給付金の支給を受けた者が有する損害賠

償請求権を取得し, 当該犯罪行為の加害者が判明した場合に, 加害者に

対して当該事件に関する損害賠償請求訴訟の提起が可能であることであ
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る｡ このように, 現在の不法行為制度が不十分であることにより被害者

が事実上経済的支援を受けることができない場合に, 国が公的財政を利

用し被害者の損害賠償債権の弁済をすることが認められれば, 被害者支

援にとって非常に有意義なことであると思われる｡ しかも, 既述の通り,

加害者に対して損害賠償請求訴訟を提起し, 加害者に賠償金を支払わせ

ることができれば, 加害者に対して経済的制裁を与えることができるた

め, 再犯の防止効果が見込まれる｡ 多くの場合, 犯罪組織は, 利益獲得

を目的として人身取引犯罪を行っていることから, このような経済的制

裁を与える方法を取り入れることは重要であると思われる｡

Ⅱ 新たな制度の必要性

以上の点を踏まえると, 既存の制度の改正には限界があり, 被害者に

対して十分な支援を行うには, 損害賠償債権の確定を待たずに被害者に

対して経済的支援を行う制度の新設が望ましいと思われる｡ そして, そ

のような制度を支えるには, 公的財政の利用が必要であると思われる｡

そこで, 制度の新設を論じるには, その必要性を明らかにすることが必

要であることから, 以下では, その必要性について検討を行う｡

まず, その必要性は, 被害者が性的搾取を目的とした人身取引被害を

受けることにより, 身体的・精神的苦痛を受け, さらには人格否定を伴

う自由をも侵害されている点に求められる｡

ブローカーらが提示した虚偽の事実に欺かれ来日させられた被害者は,

金銭の搾取, 肉体的・精神的暴力の行使, 被害者の行動の制限・監視等

の手段を用いられ, 性労働を強制される
(���)

｡ その結果, 多くの被害者は,

深刻な身体的・精神的疾患を抱え, 経済的に困窮している
(���)

｡ しかも, こ

れらの被害を受けたことが原因となり, 帰国後に再び人身取引される被

害者も多い｡ 中には, 事前に性産業に従事することに同意して来日する

者も存在しているが, ほとんどの者はブローカー等により性産業が高収

入で割のいい仕事であると騙されている
(���)

｡ このような被害者は, 長時間
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に渡る売春及び売春類似行為を強いられること, また賃金がほとんど支

払われない等の劣悪な労働条件であることをブローカーらから知らされ

ていない
(���)

｡ 被害者がこのような劣悪な労働条件であることを知っていた

ならば, 被害者が日本での労働に同意することはない, と思われる｡ す

でに述べたように, ｢売買の場合においては, それはすでに売り主のも

とにおけるところの支配状態ということが, その完全な意味における意

思の自由を制約する要因として働いている
(���)

｣ ため, 人身取引されること

に対し真摯な同意をすることは考えづらく
(���)

, 形式的な同意があることが

売買の性質を否定しうるものではないと解することができる｡ そのため,

被害者は形式的には同意をしてはいるものの, このような同意は瑕疵あ

る同意として有効とはいえず, なんら人身取引の性質を否定するもので

はない
(���)

｡ したがって, 人身取引の被害者は, 身体的・精神的苦痛を被っ

ただけでなく, 基本的人権をも侵害されているため, 同意の有無にかか

わらず要保護性が高い, ということができる｡

また, 被害者が人身取引に付随する一連の犯罪行為により幸福追求権

をも侵害されているといえる場合には, ３章において紹介したドイツの

憲法理論の主流となっている基本権保護義務論
(���)

をわが国の憲法理論に導

入し, 幸福追求権の侵害を理由として, 被害者に対して支援を行うこと

を国に義務付けることも一応考えられる
(���)

｡ このような考え方をわが国の

憲法理論に導入することができれば, 犯罪被害者の権利利益の向上につ

ながるため, 意義のあることと思われる｡ しかし, わが国の憲法は, 国

家からの自由を保障するものであり私人間の人権侵害からの自由を保障

することを想定していないこと
(���)

, 国家に犯罪防止義務があると説明する

ことが困難であること等の理由により, 保護義務を取り入れるために検

討すべき課題は多い｡ 仮に, 保護義務を導入しえたとしても, 国に賠償

義務があるということは困難である
(��	)

｡

次に, 犯罪被害者等の権利利益の保護を図ることを目的としている犯

罪被害者等基本法
(��
)

が保護義務に立脚していると考え, 同法を根拠とし国
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に対して経済的支援を含む被害者支援を行うことを要請することも考え

られる
(���)

｡ 犯罪被害者等基本法は, 犯罪被害者等に対して, その者の ｢個

人の尊厳が重んぜられ, その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利｣

として, ｢損害賠償の請求についての援助等｣ (同法��条) や, ｢給付金

の支給に係る制度の充実等｣ (同法��条) 等さまざまな個別的権利
(���)

を保

障している (同法３条１項)｡ このような規定は, 現在の損害賠償制度

が十分に機能していないという認識の下, 被害者に対して損害賠償請求

の実効性を確保するための制度の確立を目指して置かれたものである
(���)

｡

犯罪被害者等には国籍による限定はなく, 人身取引の被害者も同法の対

象となりうる｡ 憲法学上, 犯罪被害者等基本法３条のいう ｢個人の尊厳｣

という文言には憲法��条の ｢個人の尊重｣ の意味が含まれていると解す

るのが一般的である
(���)

｡

そこで, 犯罪被害者等基本法は保護義務論に立脚していると解するこ

とで, 国には保護義務に基づき人身取引被害者に対して支援を行うべき

義務があると考える
(���)

｡ しかし, 犯罪被害者等基本法における国の責務の

範囲は広範囲であり, しかも責務の内容も明確ではない｡ このように責

務の内容が抽象的である場合, ｢直ちに関係者に具体的な行動義務 (受

益者に具体的権利) が生ずるものではない
(���)

｣, と解されるのが一般的で

ある｡ このようなことから, 被害者の具体的権利を保障するための義務

を同法より導出するのは困難であるといえる｡

本来, 基本法は, その基本法の関係する分野における指針法的な役割

を担う性質の法律である
(���)

｡ そのため, 犯罪被害者等基本法の性質も,

｢直ちに犯罪被害者等についての具体的な権利・義務関係に影響を与え

るものではないが, 国・地方公共団体・国民の各々が犯罪被害者等のた

めにとるべき行動の方向性が明確になり, 個別法令の整備や個別の施策

の充実を推進する上での指針
(��	)

｣ ということになろう｡ このように考える

と, 同法は, 人身取引被害者に対する支援政策を行う際の指針というこ

とになろう｡ このようなことから, 人身取引被害者に対して実効性を有
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する経済的支援制度の新設を行うことは, 犯罪被害者等基本法の趣旨に

も合致するところであり, 憲法の基本原理にも沿うといえる｡

そして, 経済的支援制度は, 刑事政策的な観点からも重要であると思

われる｡ 人身取引被害者の多くは, 本国において高等教育を受けておら

ず, 労働の場が限られている
(���)

｡ そのため, 帰国支援を受けて被害者が出

身国に戻ったとしても, 仕事を見つけられず, 経済的に困窮するケース

が多い
(���)

｡ このようなことから, 人身取引の被害者は帰国後２年以内に再

被害にあう可能性が高い
(���)

｡ この問題に対して, 国際移住機関は, 被害者

に医療支援, 教育の機会及び経済的支援等を与えることで, 被害者の社

会復帰を促し, 再被害化を防止することが重要であると指摘している
(���)

｡

また, ｢人身取引議定書｣ についての立法ガイドにおいても, 被害者に

対して適切な支援を与えることは, 被害者の再被害化を防ぐことにつな

がること, また被害者が訴追に協力する可能性を高めるため, 人身取引

の防止・撲滅という観点からも重要であると述べられている
(���)

｡

そこで, このような被害者に対して, 経済的支援を充実させ経済的自

立を促すことで社会復帰が促進されれば, 被害者の人権保障に有益なだ

けでなく被害者の再被害化を防ぐことができ, 結果として, 人身取引の

防止・撲滅につながるということができる
(���)

｡ すでに述べたように, 人身

取引は重大な国際的な組織犯罪であることから, 最終的にはその撲滅を

目指していかなければならない｡ したがって, 人身取引被害者に対して

経済的支援を与えることで, その防止・撲滅という副次的効果を得よう

とすることは, 刑事政策上の意義が十分に認められる｡

以上検討を行った結果, 被害者の要保護性が高いという点, 犯罪被害

者等基本法の趣旨にも合致するところであり, 憲法の基本原理にも沿っ

ている点, そして被害者に対して適切に支援を与えることにより被害者

の再被害化を防ぐことにつながることから刑事政策上の意義が認められ

る点から, 制度新設の必要性が認められるといえる｡
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第２節 新たな制度の基本的な仕組み

Ⅰ 特別法の制定の必要性

第１節において行った検討により, いずれの経済的支援制度において

も, 被害者に実質的な支援を行うことができていないという問題が起き

ていることが明らかとなった｡

その主な原因として, まず, いずれの経済的支援制度においても, 支

給に関する一連の手続きが完了するまでに時間を要する可能性が高いこ

とが考えられる｡ 次に, 被害者が性産業への従事をさせられていること

から, 売春行為が公序良俗に反する行為であることを理由に, 雇用主に

対して搾取された賃金を請求することが困難であることが挙げられる｡

そして, 被害者が損害賠償請求等を提起することで加害者からの報復の

恐れがあること, 加害者が不明な場合には被害者はこれらの制度を利用

することができないことを挙げることができる｡ このように, 既存の経

済的支援制度は, 上記の人身取引被害者が有する特殊な事情が障害とな

り, 被害者に実質的な支援を行うことができていない｡ したがって, 被

害者に対して実質的な支援を行うためには, このような事情を考慮した

制度でなければならない｡

この点に関して, わが国では, すでに問題の特殊性や被害の深刻性等

を考慮し, 特定の被害者集団のための経済的支援を行うことを目的とし

た法律が存在している｡ 例えば, オウム真理教による一連の事件が悪質

重大なテロリズムでありこれにより不特定多数の者が被った惨禍が未曾

有のものであること等を理由に, 一連のオウム真理教事件により被害を

受けた者又はその遺族に対して, 公的財政を原資とした見舞金的給付
(���)

が

行われている ( ｢オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金

の支給に関する法律｣ １条) (以下, ｢オウム被害者給付金支給法｣ とい

う
(���)

)｡ ｢オウム被害者給付金支給法｣ では, 被害者が当該事件について損

害賠償を受け取った場合には, その価額の限度において給付金の支給額

が調整されることとなっている｡ また, 国は給付金の支給額の限度にお
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いて, 給付金を支給された者の損害賠償請求権を有することになってお

り, 求償権を行使することができる (同法��条)｡ なお, このような規

定は, オウム真理教又はその後継団体に対して, 求償権を持って団体の

監視を行うことを目的として置かれたものである
(���)

｡ 実際に, わが国はオ

ウム真理教の破産管財人に対して求償権の行使を行っている
(���)

｡ 加えて,

｢オウム真理教に係る破産手続における国の債権に関する特例に関する

法律｣ (以下, ｢オウム破産法｣ という
(���)

) が制定され, 国が取得した求償

権について被害者の損害賠償請求権と競合する場合, 被害者の請求権を

優先させることとなっている
(���)

｡ このように, わが国は, 重大な犯罪行為

でありその犯罪に特殊性がみられ, かつその犯罪行為から生じる被害が

深刻な場合には, その犯罪行為により被害を受けた者に十分な支援を与

えるために特別法を制定することを認めている｡ そのため, 人身取引犯

罪が上記の場合に当てはまるといえるような場合には, 特別法の制定が

認められなければならない｡ そこで, 人身取引犯罪がこれに当てはまる

かを確認することにする｡

すでに述べたように, 人身取引犯罪には, おもに国際的な犯罪組織に

所属する者によって行われるという特徴がある｡ 人身取引犯罪から生み

出される利益は莫大であるため, 犯罪組織の資金源となっている｡ その

ため, 国連や�	等の国際機関において重大な組織犯罪として位置付け

られている｡ しかも, わが国は, 人身取引の主要受入れ国となっており,

人身取引が生じる一因となっている｡

また, 人身取引犯罪は, 被害実態についても特徴を有している｡ すな

わち, 被害者の多くが外国人女性であり, しかも在留許可を有していな

いということである｡ 被害にあった外国人の多くは, 加害者らから性労

働を強要されているため, 身体的・精神的苦痛を被るうえに, 基本的人

権をも侵害されている｡ そして, 被害者は, 性労働に従事したことを理

由に退去強制処分を受ける可能性もある｡ それに加え, 被害者は不法滞

在状態にあるため, ほとんどの公的支援を利用することが困難なだけで
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なく, 売春行為が公序良俗に反する行為であることを理由に, 雇用主に

対して搾取された賃金を請求することが困難である｡ そのため, 人身取

引犯罪には, 犯罪の性質という点, 被害の性質という点の両方に特徴が

あり, かつそこから生じる被害が重大であることには疑いの余地がない｡

したがって, 事態の深刻さを鑑みれば, 人身取引犯罪の被害者に対して

特別法を制定し, その特殊性を考慮した制度を新設することには, なん

ら問題がないと思われる｡

Ⅱ 制度の基本的な仕組み

既に述べたように, 人身取引被害者に対して実質的な支援を行うため

には, 被害者の有する特殊な事情を考慮しなければならないと思われる｡

そこで, 経済的支援制度の新設について検討をするにあたり, 人身取引

被害者の特徴と被害者支援の基本的な仕組みを作るうえで重要な点をこ

こで確認することにする｡

第一に, 人身取引の被害者の中には加害者が特定できていても言語の

問題や時間的制約により損害賠償請求を行うことが困難であるケースや,

損害賠償請求訴訟の提起ができた場合であっても加害者に十分な損害賠

償の支払い能力がないため実際上十分な賠償を得られないケース又はそ

もそも加害者が特定できないため損害賠償を得ることができないケース

が考えられる, ということである
(���)

｡ 経済的支援は被害者の経済的自立に

とって重要であることから, すべての被害者に等しくかつ確実に与えら

れるべきである｡

第二に, 被害者の雇用主やブローカーの多くは犯罪組織に所属してお

り, その者が所属する犯罪組織には資力がある可能性が高いという特徴

がある｡ したがって, 人身取引被害者への経済的支援制度には, これら

の者の資力が用いられるべきである
(���)

｡

第三に, すでに述べたように, 被害者は, 公的機関等により発見され

た時に身体的・精神的疾患を有していることが多く, 緊急性が高い｡ そ
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れに加え, ほとんどの被害者が早期帰国を望んでいるため
(���)

, 簡易迅速な

経済的支援制度が必要である｡

第四に, 不法行為責任又は刑事責任の成立を前提とする制度の場合,

給付対象となる被害者が限定的になってしまう可能性が高いため, これ

らの成立を前提としない制度が望ましいと思われる｡

第五に, 人身取引被害者は過酷な状態に置かれていることから, 緊急

性が高く, 迅速な支援を必要としている｡ それゆえ, 新制度は迅速性及

び実現可能性が高いものでなければならない｡

以上の点を前提とすると, 人身取引被害者の経済的支援は, 支援の確

実性, 公平性, 迅速性, そして実現可能性を重視した制度でなければな

らない｡

まず, 支援の確実性, 公平性という観点からは, 公的財政の利用が必

要不可欠であると思われる｡ この点に関して, アメリカでは, 不法行為

責任に基づく損害賠償請求を原則とし, 被害者に対してさまざまな損害

賠償支援制度を用意しているが
(���)

, 就労先が見つからない被害者や就業許

可申請中であり, かつ��歳未満の子どもがいる家庭を有する者に対して

は, 社会保障給付の対象としている
(���)

｡ ドイツにおいても, 被害者の証言

が加害者の訴追に役立つと認められる場合, 人身取引の被害者に不法行

為責任を前提としない公的財政を利用した一時金の支給を認めている
(���)

｡

また, ｢犯給法｣ や ｢オウム被害者給付金支給法｣ では, 不法行為責任

の成立を前提とせず, 受傷の有無等を受給要件とし, 受給資格を付与さ

れた被害者に等しく公的財政を利用した経済的支援を与えている｡

このような公的支援制度には, 被害者であることが確認されれば加害

者の経済状況等に関係なく給付金が支給されるため被害者は確実に経済

的支援を受けることができること, 裁判を経ずに被害者認定を行うこと

ができるため迅速な認定が可能であること, 給付額が定額化されている

場合が多く算定が容易であること等の利点がある
(���)

｡ そのため, 新制度に

おいても, 同様の手法をとることにより, 支援の確実性を担保すること
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が考えられる｡

ただし, ドイツ及びわが国における公的支援制度はいずれも実効性と

いう点で問題を抱えていることがすでに明らかとなっている｡ ドイツの

制度に関しては, 被害者の証言が加害者の訴追に役立つと認められる時

でなければ���に基づく公的支援を受けることができないことが支援

の障害となり, 多くの被害者が制度の対象外となっていることが明らか

となっている｡ また, ｢犯給法｣ については, 同法が見舞金的給付とい

う位置づけであることにより給付水準が低いことや, 給付金の受給資格

の認定が厳格であることが指摘されている｡ そのため, 新制度の原資を

公的財政に求めるならば, これらの問題を解決しなければならない｡

このうち, 捜査協力を要件とすることにより生じる問題については,

これを外すことにより解決することができると思われる｡ ｢犯給法｣ 等

の公的支援においてもこのような条件は設けられておらず, このような

条件を設けないことは制度的整合性という観点からも問題がないと思わ

れる｡

公的支援制度が見舞金的給付という性質により生じる問題を解決する

には, 新制度の趣旨を国家補償的なものとすることが考えられる｡ しか

し, 身体犯の被害者及びオウム真理教事件というテロリズムにより重大

な被害を受けた者に対する公的支援制度が見舞金的給付という位置づけ

であることを考えると, 新制度だけを国家補償的な制度とすることは困

難なように思われる｡ そこで, 新制度を含む一連の公的支援制度の趣旨

を国家補償的な制度と見直すことも考えられる｡ この場合, 犯罪被害者

全般に対して充実した支援を与えることにつながるため, 将来的には,

このような方向性を目指すべきであると思われる｡ しかし, 既述のとお

りそれには長期的な取り組みが必要であるため, 現時点では困難である

といえる｡ 被害の深刻さを鑑みれば早急に支援制度を構築すべきである

から, このように制度構築に時間のかかる方法を採ることは妥当ではな

い｡ そのため, 現在のところ, 公的支援制度が見舞金的給付という性質
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であることにより実効性に欠ける問題を解決することは, 困難であると

いえる｡

一応, 公的財政を利用して被害者の損害賠償債権の立替払いを行うこ

とも考えられる｡ すなわち, 国は, 被害者に給付金を支給する代わりに,

被害者が有する当該犯罪行為に関する損害賠償債権を取得し, 国が加害

者に対して求償権を行使することが認められている｡ その際, 国は, 正

当な利益を有するものとして債務者である加害者に代わり, 損害賠償債

務を弁済することになる｡ このように国が法定代位をなしうるには, 法

をもって国に特別な権限があることを規定する必要がある｡ このような

方法の場合, 被害者は, 当該犯罪行為に関する損害賠償債権の全額が弁

済されることになるため, 給付水準が低くなる問題は解決できる｡ しか

も, すでに国が公的財政を利用して被害者の損害賠償債権を立替払いし,

犯罪者に対して求償権を行使する制度の提案がなされていることから
(���)

,

このような方法を取り入れることは不可能ではないと思われる｡

ただし, この手法には問題がある｡ すなわち, このような手法は, 被

害者の損害賠償債権を裁判により確定させることを要件としていること

である｡ 実際にこのような方法を取り入れている ｢明石市犯罪被害者等

の支援に関する条例｣ では, 損害賠償請求権に係る債務名義を市に譲渡

した被害者に対して損害賠償債権と同額の立替支援金の支給が認められ

ている｡ 人身取引被害者が訴訟提起することは現実的には困難であるか

ら, このような要件を置くと, 経済的支援を受けることができる被害者

はかなり限定されてしまう可能性が高い｡ 仮に, 訴訟が提起できた場合

であっても, 債権の確定に時間を有する可能性が高い｡ そのため, 損害

賠償債権の確定を前提とすると, 被害者に対して実質的支援を行うこと

が困難であるといえる｡ したがって, 支援の確実性, 公平性, 迅速性を

担保するにあたり, まず, 受傷の有無等を受給要件とすること, 次に被

害者の損害賠償債権が確定する前に賠償金を支給すること, そして既述

のとおり公的財政の利用を認めることが必要であるといえる｡
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そこで上記の点を踏まえると, 被害者に対して, 被害者の損害賠償債

権の確定前に公的財政を利用して賠償金を支払い, 加害者が判明した後

で加害者に対して求償権を行使する方法が考えられる
(���)

｡ すでに, ｢犯給

法｣ や ｢オウム被害者給付金支給法｣ は, このような手法を取り入れて

いることから, 新たな制度においてもこのような手法を取り入れること

は不可能ではないと思われる｡

国が, 正当な利益を有するものとして債務者である加害者に代わり,

損害賠償債務を弁済し, 加害者に対して求償権を行使しようとする場合,

加害者に対して当該犯罪行為に関する損害賠償請求訴訟を提起すること

になる｡ また, 加害者が犯罪組織に所属している場合には, その組織の

代表者は, 使用者責任 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律��条の２ないしは民法���条) に基づく損害賠償債務を有していると

考えられる｡ そこで, 被害者であることが確認できた場合, 国は公的財

政を利用して加害者らの被害者に対する損害賠償債務を第三者の弁済

(民法���条１項) として, 加害者に代わって支払うようにすべきである
(���)

｡

このようにして, 国がいずれかの損害賠償債務を被害者に支払った場

合には, これに基づき, 国は, 加害者ないしは犯罪組織の代表者に対し

て事務管理に基づく費用償還請求権 (民法�	
条
(��	)

) として求償権を取得

すべきである
(���)

｡ この点に関して, ｢犯給法｣ では, 国が求償権を行使し

たケースがほとんどないことから, 新制度において実際に国が求償権を

行使することができるのかという批判もありうる｡

既述のとおり, ｢犯給法｣ において求償権を行使することが困難な理

由は, ① 犯罪被害者等給付金は, 加害者から損害賠償を受領すること

ができないケースに支給されることが大半であるため, 加害者に対して

求償権を行使することが困難な場合がほとんどであること, ②ほとんど

の加害者に資力がないため求償権の行使が困難となっていること, ③国

が加害者に提訴するには時間がかかることに集約される｡

このうち, ①, ②に関しては, 人身取引事犯の場合, 加害者本人に資
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力がなかった場合であっても加害者が所属する犯罪組織には資力がある

ため, 求償権を行使することができる可能性が高い｡ しかも, 人身取引

事犯で毎年��名から��名程度が検挙されていることから
(���)

, 加害者ないし

はその者が所属する犯罪組織の代表者に対して訴訟を提起することは困

難ではないように思われる
(���)

｡ また, 加害者ないしは犯罪組織の代表者に

対して求償権を行使することは, 犯罪組織を監視することにもつながる

ため, 人身取引犯罪の抑止という点からも, 刑事政策上の点からも望ま

しいと思われる｡ 実際に ｢オウム被害者給付金支給法｣ は, このような

趣旨の下, 求償権についての規定が設けられている｡ そのため, このよ

うな規定を設けることは問題がないといえる
(���)

｡ ③に関しても, 損害賠償

債権の確定前に賠償金を支給し, 後で求償権を行使する仕組みとすれば,

被害者に迅速な支援を与えることができる｡ このようなことから, 制度

新設には, 合理性が認められるといえる｡

次に, 新制度の財源について触れることにする｡ 新制度は, 国が被害

者に第三者の弁済として金銭を支払う制度であることから, 基本的には

加害者ないし犯罪組織の代表者に対する国による求償権の行使によって

得られることになる｡ ただし, 国が加害者に求償するには時間がかかる

ことが想定されることから, 被害者に対して金銭を支給した後で, 求償

権を行使するべきであると思われる｡

人身取引犯罪には, 人身取引犯罪に由来する犯罪収益が ｢組織犯罪処

罰法｣ に基づき, すでに没収・追徴がなされ一般会計に歳入されている

という特徴がある｡ この種の犯罪収益には労働の対価として本来は被害

者に支払われるべきものが含まれていることから, これを被害者支援に

優先的に用いるべきであると思われる
(���)

｡ 実際に, ｢オウム破産法｣ では,

破産財団に属する財産を被害者の損害賠償債権に優先的に利用すること

が認められていることから, 新制度においてこのような方法を採ること

は検討に値する｡ そこで, 人身取引犯罪に由来する犯罪収益を確保しこ

れを新制度に利用することが考えられる｡ ただし, すでに没収されたこ
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のような収益については, 一般会計の歳入として計上されている｡ その

ため, まずは一般会計から一時的に被害者に対して金銭の支給が認めら

れるべきである｡ そして, この種の犯罪収益を確保することができるよ

うになった場合には, これを優先的に支給に充てるものとすべきである
(���)

｡

では, 以下では, 公的財政を利用して被害者の損害賠償支援を行うと

いう立場にたち, 個別的論点について整理してみたい｡

Ⅲ 個別的論点

① 制度の実施主体

損害賠償支援制度を新設するにあたり, いかなる機関が制度の実施主

体となるかが問題となる｡ わが国には, すでに人身取引被害者の認定制

度が存在しているが, これとは別に損害賠償支援制度についての独自の

被害者認定基準を設け賠償額の算定を行うことも考えられる｡ だが, こ

のような方法だと, 被害者は二重に認定を受けなければならないことに

なり, 時間的制約のある被害者にとっては負担が大きく妥当ではないと

思われる｡ さらに, 現在警察庁や入国管理局等が被害者認定の実施主体

とがなっていることから, それぞれの行政機関により被害者の取り扱い

に差が出ており, 被害者が不利益を被っていることが明らかとなってい

る
(���)

｡ そのため, 実施主体を統一し, 統一的基準をもって認定を行うこと

が必要であると思われる｡ したがって, まず, 被害者認定に関しては既

存の認定制度を廃止し, 新制度に一本化した上で, 統一的基準をもって

認定をすることが望ましいと思われる
(���)

｡

前述したように, すでに警察庁や入国管理局等が実施主体として, 人

身取引被害者の認定を行っていることから, いずれかの機関を実施主体

とすることも考えられる｡ しかし, 入国管理局は, わが国に出入国する

者の出入国の公正な管理及び難民認定手続きを整備することを目的とし

て設置された機関であることから
(���)

, このような機関において賠償額の算

定を行うことはおよそ困難であると思われる｡ また, 警察庁も警察行政
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の調整・監察等の警察事務を扱うことを目的とした行政機関であるため,

被害者認定はともかく, 賠償額の算定を行うことは難しいと思われる｡

このような点から, 警察庁や入国管理局等は, 新制度の実施主体にはふ

さわしいとはいえず, 実施主体を見直す必要があると思われる
(���)

｡

既述のとおり, 新制度では, 基本的には加害者ないし犯罪組織の代表

者に対する国による求償権の行使によって得られるものを財源とするも

のの, 人身取引犯罪に由来する犯罪収益を補完的に利用することとなっ

ている｡ そこで, ｢組織犯罪処罰法｣ における一連の没収手続きが検察

官によって行われていることから, 検察官を主体とすることが考えられ

る｡ 検察官は, 一連の人身取引事件に付随する没収手続きに関係する刑

事手続にかかわっていることから, 被害実態を正確に把握し, 適切な被

害者認定を行うことができる可能性が高い｡ また, 人身取引事件の加害

者も把握することができるため, 求償権の行使についても的確に行うこ

とができると思われる｡ さらには, 検察官は ｢被害回復給付金支給法｣

において, 没収・追徴した金銭の保管等の一連の被害者支援に関する手

続きの主体となっている｡ そのため, 他の制度との整合性という観点か

らも, 検察官を実施主体とすることには合理性がある, といえる｡

② 認定方法

次に, 被害者の認定方法について検討することにする｡ 国際移住機関

(����	�
����

�	�
���
������	���	
����) が出版した 『人身取引

被害者支援のための���ハンドブック』 は, 被害者の認定について詳

しく述べている
(���)

｡ そこでは, 被害者の認定は二段階から構成されている｡

まず, 被害者の認定を行う者は, 被害者の年齢, 性別, 国籍, パスポー

ト等の公的文書を所持しているか否か, 被害者が直前までいた場所, 人

身取引の経緯などについて調査する
(���)

｡ そして, 被害者と実際に面接をし,

当該被害者はどのように徴募され, どのように輸送され, そしてどのよ

うな形で搾取されたのかという点に焦点を当て質問をする
(���)

｡ このような

綿密な方法で認定を行えば, その者が人身取引被害者なのか否かを適切
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に確認することが可能である｡ したがって, 新しい被害者支援制度にお

いても, このような被害者認定方法がとられるべきであると思われる｡

また, 被害者認定の要件として, 人身取引被害者の証言等の捜査協力

を挙げている国も存在している｡ ドイツでは, 人身取引事犯が組織的な

重大な犯罪であるため積極的な撲滅対策が必要であるという刑事政策上

の理由から, 人身取引被害者が訴追に役立つ証言や捜査協力等を行うこ

とが被害者認定の要件に含まれている
(���)

｡ アメリカにおいても被害者の捜

査協力が被害者認定の際の要件に含まれているが, 被害者が肉体的又は

身体的トラウマによって捜査協力をすることが難しい場合は, 捜査協力

をしていなくても被害者として認定を受けることが可能である｡ この点

に関して, ドイツでは, このような要件が障害となり, 多くの被害者が

公的支援を受けることができていないことが明らかとなっている｡ 確か

に, 被害者の証言は, 加害者の訴追に役立つ可能性が高いといえるが,

被害者支援は, 捜査協力を目的として提供されるものではなく, 被害者

の権利として与えられるものである｡ また, 被害者の捜査協力を被害者

認定の際の要件としなくても, 被害者であることを確認することは可能

であることから, これを要件とすべきではないといえる｡ このようなこ

とから, ｢人身取引議定書｣ や ｢人権及び人身取引に関して奨励される

原則及び指針｣ は, 国家に対して, このような要件を置かないよう要請

をしている｡ そのため, 被害者の捜査協力を被害者認定の際の要件とす

るべきではないと思われる｡ また, わが国には, このような条件を設け

ている公的支援制度は存在しないことから, このような条件を設けない

ことは他の制度との関係でも何ら問題がない｡ また, ｢人身取引議定書｣

についての立法ガイドにおいても, 適切な被害者支援を行うことは被害

者が訴追に協力する可能性を高めるため人身取引の防止・撲滅対策とし

ても重要であるが, 被害者の訴追への協力を要件とすべきではないと述

べられている
(���)

｡

ただし, 被害者の捜査協力は, 人身取引の防止・撲滅という観点から
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は非常に重要である｡ しかも, 被害者の捜査協力により加害者らの訴追

につながれば, 国がこれら者に対する求償権行使の際の実効性の確保に

も寄与する｡ したがって, 被害者の捜査協力は要件とすべきではないが,

可能な場合には被害者に協力を要請すべきである
(���)

｡

Ⅳ 賠償額の算定方法

賠償額の算定に関しては, 本来, 不法行為法における通常の算定方法

が用いられるべきであるが, そうすると, 被害者はそれぞれ自分が被っ

た財産的損害として, 積極的損害と消極的損害 (逸失利益), そして精

神的損害を具体的に証明しなければならないことになる｡ しかし, これ

らの損害項目を裁判において実際に証明することは, きわめて困難ない

し不可能に近い｡ そのため, ドイツでは, 人身取引被害者に対して給付

金を支給するにあたり, 給付金の算定を類型化することで算定にかかる

時間を短縮し, 迅速な経済的支援が可能になっている｡ また, ｢犯給法｣

や ｢オウム被害者給付金支給法｣ においても, 類型別給付が行われてお

り, 受給資格を付与された被害者に対して迅速な支援が与えられている｡

人身取引事案のように損害賠償額の算定が困難である場合には, 通常の

算定とは異なった簡易な方法が用いられるべきであると思われる｡

わが国では, 従来から, ｢個別主義的計算方法は, 次第に複雑化・精

密化されていく傾向にある｣ が, ｢簡易迅速な処理｣ のためには ｢個別

主義を捨てて定型化・類型化をはかる方が適切有効である｣ との指摘が

なされている
(���)

｡ そこで, 財産的損害の額を算定するのが困難であると思

われる場合には, 包括請求と呼ばれる新たな損害額の算定方式が提唱さ

れている
(���)

｡ このような算定方式は ｢加害行為によって生じた全人間的破

壊による損害を個別的損害項目に解体することなく総体として包括的に

捉え
(���)

｣, 損害賠償の請求を容易にしている
(���)

｡ そして実際に, このような

包括請求
(���)

は, イタイイタイ病やスモン病といった一連の公害訴訟におい

て認められている
(��	)

｡ このような損害額の算定方法は, 多項目の損害を個
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別に立証する必要がないので損害額の算定を迅速に行うことができると

いう利点がある｡

公害被害者と人身取引被害者は, 被害が深刻であること, 損害額の個

別項目の立証の困難さ等という点で共通点がみられる｡ そのため, 損害

額の算定が困難であり被害者が逼迫した状況にある人身取引事案におい

て, このような手法は, 参考にすべき点が多いように思われる｡

人身取引被害者が受けた被害の中心は, 身体的・肉体的被害であるた

め, 医療費を除くと, 損害額の中心は慰謝料となる可能性が高い｡ 実際

に, 外国人女性を研究目的とだまして来日させ, 日本人男性と強制結婚

させ, さらに同女性の署名を偽造した離婚届を作成提出しさらに強制的

に事実上離婚させた事例では, 損害項目のうち精神的慰謝料のみが認め

られている
(���)

｡

そこで, 人身取引事案における損害額の算定についても, 損害項目を

財産的損害や精神的損害等に個別化するのでなく, 逸失利益や治療費等

を慰謝料算定の一酌量事由として慰謝料の額に含ませ, その被害の程度

に応じて損害額を類型化して算定することが考えられる｡ 人身取引事案

の場合, 被害者の数が一定数存在している可能性が高く, 複数人に渡る

被害者の損害額を立証するには非常に時間がかかることが想定され, 現

実問題として困難であると思われる｡ 簡易迅速な経済的支援を行うため

には, 人身取引事案においても損害額の算定にあたり, 逸失利益等の損

害項目を個別に算定するのではなく, 被害内容や被害者側の過失等につ

いての客観的な基準を類型化し, 損害額の算定が行われるべきである｡

次に, 損害額の算定に関して, どのような具体的な類型的基準を設け

るべきであるかという点について検討を行いたい｡ 身体被害を受けた場

合の慰謝料の額の基準として, ①被害の程度・態様
(���)

, ②被害の継続期間
(���)

,

③被害者の職業
(���)

, ④被害者の財産状態
(���)

, ⑤被害者の生活状態
(���)

, ⑥被害者

の取得する財産的利益
(���)

, ⑦侵害行為後の加害者の態度
(��	)

, ⑧被害者の過失
(��
)

,

⑨加害者の財産状態
(���)

, ⑩被害者・加害者間の関係
(���)

, ⑪加害者の地位・身
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分
(���)

, ⑫侵害行為の態様
(���)

などが考えられる
(���)

｡

新制度は, 人身取引犯罪により被害を受けたことにより, 性産業への

従事を強いられた者の支援を目的としている｡ そのため, 制度の対象と

なる被害者の職業はほとんど同じであることから, ③は考慮要素とする

必要がない｡ ④, ⑤の点に関しても, 損害額の算定は, 被害者の受傷内

容を中心に考えるべきであることから, 被害者の財産状態や生活状態は

考慮要素とすべきではない｡ ⑨被害者の過失という点に関しても, 国際

労働機関 (���	
����
������
�
�
��������
�) が提出した ｢日本に

おける性的搾取を目的とした人身取引｣ (������
����������

�	��

�������
�����
��� ����
(��!)

) の中で, 被害者の落ち度による区別をす

るべきでないことが指摘されており, 過失を考慮事由とするべきではな

いと思われる｡ また, 慰謝料は, 被害者の受けた被害内容を中心に算定

すべきであり, 加害者をとりまく状況を慰謝料算定の際に媒酌すべきで

はないから, ⑦～⑬の点についても考慮すべきではない｡

このようなことから, 被害の程度・態様, 被害の継続期間, 被害者の

取得する財産的利益の三点に基づき, 損害額の算定を行うことが妥当で

ある｡ 被害の程度に関しては, 人身取引によって受けた肉体的・身体的

苦痛の程度や被害者として拘束された期間には被害者によって差異があ

るため, この点は算定の際に考慮する必要があると思われる｡ また, 被

害の継続期間に関しても被害者に後遺障害が残る可能性があるため, 考

慮する必要があると思われる｡ 被害者の取得する財産的利益との関係に

ついては, ｢慰謝料の補完作用を認める限り, 慰謝料額の算定にあたっ

ては, 他の請求権の有無, その認容額とも無関係ではありえない
(��")

｣｡ そ

のため, 犯罪被害者等給付金その他の法令の規定による給付が行われる

場合には, その額に応じて支給額を減らすこととすべきである｡

おわりに

本稿では, 性的搾取を目的とした人身取引の外国人女性被害者に対す
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る支援のうち, 特に経済的支援が不十分であることから, 経済的支援制

度の実効性を確保する手段についての基本的な仕組みと若干の方向性を

示した｡ このような不十分な結果に至った原因に, 被害者に強制されて

いる労働の内容が性労働であり, この種の労働に対して依然として社会

的偏見がある点に注目し, 人権保障の観点から, 被害者支援の重要性を

指摘した｡

わが国の人身取引の実態を明らかにし, 被害者は, 人身取引に付随す

る一連の行為により, 身体的・精神的苦痛を被り, さらには基本的人権

をも侵害されているため, 要保護性が高いことを明らかにした｡ そして,

経済的支援を行うことは, 被害者の再被害化を防ぐことができること,

被害者が訴追に協力する可能性を高めるため人身取引犯罪の防止・撲滅

に寄与すること, 加害者らに求償権を行使することで人身取引犯罪の抑

止につながることから, 刑事政策的観点から重要であることを示した｡

また, このような支援は, 犯罪被害者等基本法の趣旨及び ｢人身取引議

定書｣ の要請にも合致することも明らかにした｡

本稿では, 人身取引被害者に対する経済的支援が重要であるにもかか

わらず, ①損害賠償請求に関する一連の手続きが完了するまでにかなり

の時間がかかるということ, ②損害賠償請求を行うことにより加害者か

らの報復の恐れがあること, ③加害者が不明な場合には加害者からの賠

償が望めないこと等の理由により既存の経済的支援制度を利用して実効

性のある支援を行うことが困難であることを確認した｡

その上で, 経済的支援制度の実効性を確保するためには, 公的財政の

利用が必要不可欠であることを指摘し, 公的財政を利用して被害者に経

済的支援を行う制度についての考察を行った｡

すなわち, 被害者支援のために, 国が, 公的財政を利用して, 加害者

の有する損害賠償債務を第三者として弁済するしくみである｡ 新制度で

は, 被害者であることが確認されれば訴追への協力を要件とせずに給付

の対象とすべきこと, 被害者の捜査協力は要件とすべきではないが, 可
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能な場合には被害者に協力を要請することとする｡ 制度の主体は検察官

とし, 賠償金の算定に関しては, 逸失利益や治療費等を慰謝料算定の一

酌量事由として慰謝料の額に含ませて, 慰謝料に一本化して類型化し,

算定すべきであると考える｡ その際の考慮すべき基準としては, ①被害

の程度・態様, ②被害の継続期限, ③被害者の取得した財産的利益を挙

げることができる｡

ますます進展する国際社会のボーダーレス化により, 国際的な経済格

差は広まり, 人身取引犯罪はより悪質化し, 巧妙化していくと思われる｡

このような傾向は, ����年度の欧州委員会のプレスレポートにおいて
(���)

,

�	圏内の人身取引被害者数が増加している一方で, 訴追される加害者

の件数が減少傾向にあると指摘がなされていることにも現れている｡ さ

らには, ����年に報告された国連薬物犯罪事務所 (	
��
������
�

�����
�
������
�����
) の報告においても
(���)

, 子どもの人身取引

が増加傾向にあり, 人身取引の形態に変化がみられることが指摘されて

いる｡ また, 警察庁保安課の報告によると, わが国においても日本人女

性を対象とした人身取引や労働搾取型の人身取引が増加傾向にあること

から
(���)

, 今後このような形態の人身取引について多様かつ積極的な対応を

していかなければならないと思われる｡

(���) 加害者に対する損害賠償請求権を優先させるために, 財産犯等の犯罪行

為から得た犯罪被害財産の没収・追徴が禁止されている (同法��条２項,

��条１項)｡

(���) ｢組織犯罪処罰法｣ は, 犯罪組織が犯罪収益を組織の維持や拡大等に利

用することを防ぐため, 犯罪収益及び犯罪収益に由来する財産の没収・追

徴を認めている (同法��条１項)｡ ただし, 犯罪収益が, 財産犯等の一定

の犯罪行為 によりその被害を受けた者から得た財産又は当該財産の保有

若しくは処分に基づき得た財産, いわゆる犯罪被害財産であった場合, こ

れを没収・追徴することは原則として禁止されている (同法��条２項, ��

条１項｡)
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(���) 犯罪被害財産とは, 財産に対する罪, 刑法第���条の２第２項の罪に係

る第３条の罪, 同法第���条の２第２項若しくは第���条第４項後段の罪,

別表第��号, 第��号, 第		号, 第��号, 第
�号, 第

号若しくは第
�号に

掲げる罪の犯罪行為によりその被害を受けた者から得た財産又は当該財産

の保有若しくは処分に基づき得た財産をいう (｢組織犯罪処罰法｣ ��条�項)｡

(���) 佐伯仁志 ｢組織犯罪への実体法的対応｣ 『現代の法６』 岩波書店 (����

年) ���頁｡

(���) このような資金は検察官が保管することになっている (｢被害回復給付

金支給法｣ ２条３項)｡

(���) 平成��年６月��日法律第��号｡

(���) 飯島泰, 谷滋行, 親家和仁 ｢『組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制

等に関する法律の一部を改正する法律 (平成��年法律第�
号)』 及び 『犯

罪被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律 (平成��年法律第

��号)』 の解説 (�)｣ 法曹時報��巻９号 (����年) ��, 
�頁｡ 類似する制

度として, ｢犯罪利用預金口座による被害回復分配金の支払い等による法

律｣ (以下, ｢振り込め詐欺被害回復法｣ という) が存在する (平成��年��

月��日法律第���号)｡ ｢振り込め詐欺被害回復法｣ は, 振り込め詐欺等に

より金銭が振り込まれた口座を金融機関により凍結させ, 口座名義人の権

利を消滅させる公告手続を行った後, 被害者自身が預金保険機構に対して

申請し, 当該預金口座等に係る預金等に係る金銭を原資として, 被害者に

分配する制度である｡ 振り込め詐欺等の詐欺その他の人の財産を害する罪

の犯罪行為であって, 財産を得る方法として振込みが利用されたものによ

り被害を受けた者は, 同法の対象となる (同法８条)｡ 給付額は, 被害者

が支給対象犯罪行為により失った財産の価額を基礎として算定されること

になっており, 原則としてその損害額と同等の金額ある (同法��条)｡ た

だし, 申請を行った者らの被害総額が, 預金等の残高を超える場合には,

その残高を各人の被害額で按分した額が支払われる (同法��条)｡

(��	) 同法の対象となる者は, ｢組織犯罪処罰法｣ ��条２項に挙げる犯罪行為

及びこれと一連の犯行として行われた犯罪行為により財産的被害を受けて

おり, これらの犯罪行為についての没収・追徴に関する刑事裁判が確定し

ている被害者である (同法３条１項)｡ また, これらの被害者の相続人等

も対象となる (同法３条２項)｡ 被害者が支給対象犯罪行為により失った

財産全額について, 填補又は賠償を受けた場合も給付金を受け取ることが

できない (同法４条１項, ２項)｡ 被害者が支給対象犯罪行為により失っ

た財産全額について, 填補又は賠償を受けた場合も給付金を受け取ること

ができない (同法４条１項, ２項)｡

人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)���(���)



(���) このような規定が置かれた趣旨として, 被害者が被った財産的被害につ

いては被害者自身で損害賠償請求することが原則となっており, 国が犯罪

被害財産を没収・追徴してしまうと, 被害者の損害賠償請求の妨げになる

と考えられていることが挙げられている (本多恵美 ｢財産犯等の犯罪収益

のはく奪・被害回復��組織的犯罪処罰法改正案及び被害回復給付金支給法

案 (特集 法案紹介―第���回国会提出法律案・条約 (�)｣ 立法と調査	��号

��頁 (	

�年), ｢第���回国会法務委員会第�	号議事録｣ (	

�年４月	
日),

���
������������������
������� �!�����������


�����
�	



�
�	�


�")#(	
��年２月�	日)｡

(���) 検察官を手続きの主体とした理由として, 同法の支給手続きは没収した

財産を対象となる者に分配する点で破産手続きに類似していることから,

法令, 法律事務に精通して, 破産管財人等の経験のある検察官が妥当であ

るということが挙げられている (｢第���回国会衆議院法務委員会第	�号議

事録｣ (	

�年６月９日), ���
������������������
������� �!$%����

�����


�����
�
�


�
	��
�"#(	
��年２月�	日最終閲覧))｡ 検察官は

弁護士の中から, 一人又は数人の被害回復事務管理人を選任し, 特定の事

務手続きの一部ないし全部を行わせることができる｡ 検察官が当該刑事事

件に関して没収・追徴した犯罪被害財産を給付資金として保管した場合,

迅速に当該給付資金から被害回復給付金を支給するための手続を開始する

旨の決定をし, 支給対象となる被害者の範囲を決め官報に公告しなければ

ならない｡ ただし, 没収・追徴額が少なく, 検察官がこれをもって犯罪被

害財産支給手続に要する費用等を支弁するのに不足すると認める場合, 手

続きは開始されない (同法８条１項)｡

(��&) 当該支給対象犯罪行為により当該財産を失った対象被害者又はその一般

承継人以外の者により損害が補てん又は賠償がされた場合には, 給付額よ

りこれらの価額が控除される｡ その者が給付金を受け取った場合, その者

が有する支給対象犯罪行為に係る損害賠償請求権その他請求権は, その支

給を受けた額の限度において消滅することになる (同法	�条)｡

(��') 当該刑事事件に関する犯罪被害財産の没収・追徴額から被害回復事務管

理人の事務手数料等を差し引くと被害総額よりも少なくなってしまう場合に

は, 対象となる者の被害額に応じてこれを按分することになる (同法�
条)｡

(���) 大阪地判平成�&年８月	�日労判�
�号'�頁｡

(�

) 性風俗店に従事する者の場合, 店と業務委託契約を結ぶことが多く, 労

働者と言えない場合も多い｡ ただし, 業務委託契約をしていたとしても,

使用従属関係が認められる場合には, 労働基準法の労働者として扱われる

ことになり, 最低賃金法による保障の対象となりうる｡
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(���) 国連人権高等弁務官事務所が出した ｢人権及び人身取引に関して奨励さ

れる原則及び指針｣ は, 国家に対して没収した収益を利用して被害者に経

済的支援を行うことを要請していることから, このような手法は国際社会

からの要請にも合致しているということができる｡

(���) 検察庁の支給手続開始事件一覧をみると, 申請期間はおおむね２ヶ月で

ある｡ 検察庁 ｢支給手続開始事件一覧｣ ����	

����
�������������
���

��
����
�
�(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) 検察官は, 支給手続を開始する旨の決定をしたときは, 官報に掲載して

公告しなければならない (同法７条)｡ 検察官は, 対象被害者またはその

一般承継人であることが明らかな者に対しては, 個別に通知してよい｡ ま

た, 支給手続きの開始については, 検察長のホームページにも掲載されて

いる｡ 支給申請期間は, 公告があった日の翌日から起算して��日以上でな

ければならない｡

(���) 犯罪被害者等給付金は, ①遺族給付金, ②重傷病給付金, ③障害給付金

の三種類となっている｡ 人身取引による被害の中心は, 精神的・身体的被

害であるが, 後遺障害が残るケースはあまりないように思われる｡ そのた

め, これらの給付金のうち, 被害者が利用できる可能性が高いのは, ②重

傷病給付金である｡ ただし被害者は日本国内で売春に付随する行為を行っ

ている可能性が高く, 休業損害を算定することは困難である｡ 医療費に関

しても, 人身取引被害者として認定された者は原則として全額公費による

医療支援を受けることができるため, 給付金が受給される可能性が少ない

ように思われる｡

(���) 警察庁 ｢平成��年度中における犯罪被害給付制度の運用状況について｣

(����年), �����	

�������������
��������
����������
�������
����

����(����年７月� 日最終閲覧))｡

(���) 外国人が犯罪被害者等給付金の支給対象となるためには, 当該犯罪被害

の原因となった犯罪行為が行われた時に, 日本国内に適法に在留しており,

在留カードを有している必要がある｡ しかし, 多くの人身取引被害者は,

不法滞在状態にある｡ また在留許可を付与されている場合であっても, 滞

在期間が短期間である可能性が高い｡ そのため, 人身取引被害者が ｢犯給

法｣ を利用することは困難であるといえる｡

(���) 大谷・前掲注 (���) ���頁｡

(��!) ｢第 �回国会衆議院内閣委員会８号議事録｣ (� !�年��月��日),

����	


�

�����"������
#$%&'()
�������
� �
����
� �����������!�

����(����年２月��日最終閲覧), 藤本・前掲注 (���) ���, ���頁, 大谷・

前掲注 (���) ���頁｡
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(���) 内田・前掲注 (���) ���頁, ��	頁, 内閣府共生社会生活統括官 ｢経済

的支援に関する検討会 (第２回) 議事録｣ (���	年５月�
日),

���
����������������
������������������������������������������� ��

��!"#(���	年２月��日最終閲覧)｡

(���) ｢第��回国会衆議院地方行政委員会議事録｣ (����年３月��日),

���
�����������$"�����
�%&'()*+��,������������������������������


$-#(���	年２月��日最終閲覧), 内田・前掲注 (���) ��	頁｡

(���) 大谷・前掲注 (���) ��
, ���頁｡ ｢犯給法｣ に基づく給付金の支給額は,

自賠責保険に比べ, かなり低額となっている (警察庁 ｢平成�
年度中にお

ける犯罪被害給付制度の運用状況について｣ (���	年), ���
��������

�
������
�������,��������,����.�
�,���,���
$-#(���	年７月��日最

終閲覧))｡

(���) 大谷・前掲注 (���)��
頁, 高橋則夫 『修復的司法の探求』 成文堂 (����

年) ２頁以下, 戸波江二 ｢被害者の人権・試論・上｣ 法律時報
�巻第��号

(����年) �
, ��, ��頁｡

(���) 内閣府共生社会生活統括官 ｢第�	回 『犯罪被害給付制度の拡充及び新た

な補償制度の創設に関する検討会』 議事録｣ (����年��月��日), ���
���

�������������
������������������������������������,�����/�	���

���������!"#(���	年�月��日最終閲覧)｡

(���) 大谷・前掲注 (���) �	�頁, 高橋・前掲注 (���) ��, ��頁, 戸波江二

｢被害者の人権のための人権論からのアプローチ｣ 被害者学研究��号 (����

年) ��頁｡ 国家補償説の立場にたち, 犯罪被害者の救済を犯罪被害給付制

度の性質の見直しについて言及したものとして, 野村貴光 ｢犯罪被害者の

人権保障のための政策は刑法における刑罰論の軛か？―犯罪被害者に対す

る国家的無過失損害賠償制度は人権及び刑罰を進化させるか？―｣ 島大法

学�	巻４号 (����年) 	�頁以下がある｡

(���) 昭和��年４月��日法律第���号｡

(��	) 平成��年６月��日法律第��号｡

(��
) 奥村正雄 ｢犯罪被害者に対する経済的支援策 (特集：犯罪被害者の保護

と支援)｣ 現代刑事法２号 (����年) �	, �
～��頁｡

(���) 日本弁護士連合会 ｢人身取引の被害者保護・支援等に関する法整備に対

する提言｣ (����年) ３～７頁, ���
������������0����������
�"�0���,�

����
��������
����$��������/	��
$-#外務省・前掲注 (�

)｡

(���) 人身売買禁止ネットワーク (1')(23)・前掲注 (�	) ��～�
頁, 女性

の家サーラー・前掲注 (�
) �	, ��, ��頁｡

(���) 2�����������"4�0���5--���#����������#���
�
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(���) 人身売買禁止ネットワーク (����	
)・前掲注 (�) ��｡

(���) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (��) �
頁｡

(��
) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (��) �
頁｡

(���) 日本弁護士連合会・前掲注 (���) ３～７頁, 外務省・前掲注 (���)｡

(���) わが国の通説的見解である間接適用説と基本権保護義務論は, ①私人間

の人権侵害を問題としている点, ②憲法の名宛人はあくまでも国家であり

国民ではない点, ③私人から人権侵害を受けた場合に国民を保護すべき義

務が国にある点で類似している点がある｡ (小山剛 『基本権保護の法理』

成文堂 (����年) 
��頁｡) そこで, 基本権保護義務に依拠し, 間接適用説

を再構成する考え方が主張されるようになっている｡ (詳しくは, 奥村正

雄 ｢犯罪被害者に対する経済的支援策 (特集 犯罪被害者の保護と支援)｣

『現代刑事法』 ��号 (����年) ��頁以下, 高橋・前掲注 (���) ��頁以下,

小山・前掲注 (���), 山本敬三 『公序良俗論の再構成』 有斐閣 (����年),

戸波江二 ｢人権論の現代的展開と保護義務論｣ 『日独憲法学の創造力上巻―

栗城壽夫先生古稀記念』 信山社 (���
年) ���頁以下参照のこと｡) 憲法学

者の戸波江二教授は, この点に関して, ｢間接適用説を組み換え保護義務

論およびその私人間効力論への応用は, 実は, 日本の私人間効力論の議論

の方向と一致しているところである｡ すなわち, 日本の学説は人権規定が

私人間にも適用され, 人権侵害をともなう法律行為が無効となると解する

が, それはまさに保護義務論が意図するところに他ならない｡ その際に,

国家が人権の保護者として登場することも日本の私人間効力論では当然の

前提とされ, そこでは裁判所による私人間の人権救済が説かれるのである｡

この意味で, 保護義務論は, 日本の通説である間接適用説を補完するもの

であって, その意義は, ①私人間効力での人権の侵害者, 被害者, 国家と

いう三極構造をおさえ, ②国家による被侵害者への救済のあり方, および

侵害者への規制の程度の基準を確定し, ③裁判所による人権救済的解釈の

伝統を自覚させる, などに見出すことができる ｣ と述べている｡ (戸波江

二 ｢国の基本権保護義務と自己決定のはざまで｣ 法時����年５月号���,

���頁｡)

(���) 大谷實 ｢犯罪被害者対策の理念｣ ジュリ���
号 (����年) ７頁｡

(���) わが国では, 従来から, 憲法における基本的人権の保障は, 国家と国民

との関係として理解されている｡ (佐藤幸治 『憲法 [第三版]』 青林書院

(����年) �
�頁｡) しかし, 憲法は私人相互の関係についても適用するこ

とができるのかという問題, いわゆる私人間効力論について論じられるよ

うになった｡ 憲法の私人間効力を巡って, 憲法の直接適用を認めるとする

説や, 憲法に特段の定めがない限り憲法は対公権力との関係を保障するも
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のとする説, そして, ｢基本的人権の保障範囲は対公権力との関係のもの

であるが, 私人間の人権侵害行為を排除する必要かつ十分な立法措置が一

般に期待できない以上, 憲法の人権保障の精神に背馳するような行為を放

置しておくことは許されず, とくにそれを禁止する法律規定がない場合で

も私人の一般条項などを通じて排除されるべきである ｣ といういわゆる

間接適用説が提唱されている (佐藤・前掲注 (���) ���頁)｡ このように,

わが国の憲法における人権保障のあり方が変化し始めているため, 将来的

に, わが国の憲法理論に基本権保護義務論を導入することも方向性として

は十分に考えられるだろう｡

(���) 奥村・前掲注 (���) ��頁｡ ただし, 同法の規定から直ちに国民の具体

的な権利や義務が導き出せるとまではいえず, 国に被害者の個別的な権利

を保障するための立法を行うべき義務が課されているにとどまると解され

ている｡ (戸波・前掲注 (�	�) 	
頁｡)

(��
) わが国は, 犯罪被害を抑止し, 安全で安心して暮らせる社会の実現を図

る責務があることを明らかにし, 犯罪被害者等のための施策の基本となる

事項を定めること等により, 犯罪被害者等のための施策を総合的かつ計画

的に推進し, もって犯罪被害者等の権利利益の保護を図ることを目的とし

て, ����年に犯罪被害者等基本法を制定した (平成	�年	�月８日法律第

	�	号)｡

(���) 戸波・前掲注 (�	�) 		頁｡

(��	) その他の犯罪被害者の権利としては, 相談及び情報の提供等 (		条),

保健医療サービス及び福祉サービスの提供 (	�条), 安全の確保 (	�条),

居住の安定 (	�条), 雇用の安定 (	�条), 刑事に関する手続への参加の機

会を拡充するための制度の整備等 (	�条), 保護, 捜査, 公判等の過程に

おける配慮等 (	
条) などが挙げられている｡

(���) 内閣府共生社会生活統括官・前掲注 (��
)｡

(���) 戸波・前掲注 (�	�) 		頁｡

(���) 戸波・前掲注 (�	�) 	
頁｡

(���) 塩野宏 ｢基本法について｣ 『日本學士院紀要』 ��巻	号 (����年) 	, 	�頁｡

(���) 川崎政司 ｢基本法再考 (三) ―基本法の意義・機能・問題性｣ 自治研究

��巻１号�
頁｡

(���) 井川良 ｢犯罪被害者等基本法｣ ジュリ	���号 (����年) ��, �	頁｡

(���) �
���������
��	�������

(��
) ��������

(���) �����	���
�

(��	) ���������
�
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(���) �����	
����
��������������������
�
����

(���) この点に関して, 今後の生活の拠点となる可能性が高い被害者の出身国

において損害賠償支援に向けた法整備を行うことも考えうる｡ しかし, 多

くの場合, 被害者の出身国は開発途上国であり, 帰国後十分な法的支援を

受けることができない恐れがある｡ また, 帰国後被害者がわが国在住のブ

ローカーらに対して損害賠償請求を提起することは, 手続き的な問題, そ

れにかかる金銭的・時間的な問題から, 現実的には困難な可能性が高いよ

うに思われる｡ また実際に, 被害者が帰国後わが国にいるブローカー等に

対して損害賠償請求したケースは報告されていない｡ このようなことを考

えれば, 日本国内において損害賠償支援を行う方が現実的救済につながる

可能性が高い｡

(���) ｢第���回国会内閣委員会第��号議事録 (����年６月��日),

������� �  
����	����!��"#$%&'(��
������������)�����������)�����

��*�(����年２月��日最終閲覧)｣

(��)) 同法の支給対象は, オウム真理教によるテロリズム等の犯罪行為により

死亡した者の遺族及び対象犯罪行為により障害が残り, 又は傷病を負った

者とその者の遺族である (同法２条, ３条)｡ 同法の対象となる者は, そ

の者の受けた被害の程度に応じて, 一定額の給付金を受け取ることができ

る (同法５条)｡ 裁定の申請を行うのは, その者の住所地を管轄する都道

府県公安委員会である (同法６条)｡ 被害者らに給付金を支給したときは,

国はその額の限度において, 当該給付金の支給を受けた者が有する対象犯

罪行為に係る損害賠償請求権を取得する (同法��条)｡ 国は, オウム真理

教の破産管財人に対して債権の届け出を行うという形で求償権を行使して

いる (｢第���回国会内閣委員会第５号議事録｣ (����年３月��日),

������� �  
����	����!��"#$%&'(��+����������������������������)�

��*�(����年２月��日最終閲覧))｡

(���) ｢第���回国会内閣委員会第��号議事録｣ (����年６月４日),

������� �  
����	����!��"#$%&'(��+������������������������������

��*�(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) ｢第�)�回国会内閣委員会第５号議事録｣ (����年３月��日),

������� �  
����	����!��"#$%&'(��+�������)��������)�����������)�

��*�(����年２月��日最終閲覧)｡

(���) 平成��年４月��日法律第�)号｡

(���) また, 特定破産法人の破産財団に属すべき財産の回復に関する特別措置

法 (平成��年��月７日法律第���号) が制定され, オウム真理教の後続団

体である宗教団体アレフも破産財団に加わり, アレフに対しても請求を行
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うことが可能になった｡

(���) ����	
�������

�����
��, 最高裁判所司法統計資料・前掲注 (��),

藤本・前掲注 (���), 人身売買禁止ネットワーク (������)・前掲注

(�) ���頁｡

(���) もしこれらの者に十分な賠償能力がなくても, 現在これらの者に対する

使用者責任 (民法���条) が認められている｡ 例えば, 暴力団の組長に対

する使用者責任を認めた者としては, 最判平成��年��月��日民集��巻８号

����頁がある｡

(���) 厚生労働省・前掲注 (��)｡

(���) ��	�
��
�����
���������������

������
���������������

������

������
����� !�������

������
��������"
#�$�

������

������
���%ただし, ����年に合衆国で行われた調査による

と, 民事上の救済を利用して損害賠償の提起が行われたケースは, ��件に

すぎず, 被害者の事実上の救済として効果があるとは言い難い状態にある

(��	�
��
�����
���������������

������
����)｡

(���) 堀勝洋 ｢アメリカにおける外国人に対する社会保障制度の適用｣ 海外社

会保障情報���号 (����年) ８頁｡

(���) �&�#' ($��)��*
+�%�%������!
����� (��,-���.�����%

(���) ただしこのような制度は, その原資が国の一般財源であるため, 不法行

為責任を前提とする制度に比べ被害者に対する給付額が少なくなる可能性

が高いこと, 被害者認定基準が厳格になりがちであるという問題がある｡

(���) 内閣府 ｢平成��年版犯罪被害者白書｣ によれば, ｢損害賠償債務の国に

よる立替払及び求償等の是非については・・・検討すること｣ としている｡

(内閣府 ｢平成��年版犯罪被害者白書｣) (����年�月��日),

(

/,00111�% �
%2
%3/0(�����01(�
�/�/�$01.����0(
+	0���)&�0/�$


�0'�4��4��%(
+	�(����年２月��日))｡

また, 明石市は����年３月��日に ｢明石市犯罪被害者等の支援に関する

条例｣ を制定し (平成��年３月��日条例第２号), おって����年３月��日

に ｢明石市犯罪被害者等立替支援金の支給等に関する規則｣ を制定し (平

成��年３月��日規則第��号), 市が独自に損害賠償債務の立替払いを行っ

ている｡ 市は犯罪被害者が有する加害者に対する損害賠償請求権に係る債

務名義を市に譲渡することを条件として, 被害者に対して損害賠償債権と

同額の立替支援金を支給している｡ 立替支援金の上限は���万円となって

おり, これを超える額の損害賠償債権については被害者自身が行うことに

なっている｡

(���) 現時点で加害者が特定できていない場合も制度の対象とするのか, とい
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う問題がありうる｡ この点については, 被害者に適切な支援を与えること

で被害者に訴追への自主的な協力を促せば, 被害者から得た情報をもとに

加害者を特定できる可能性が格段に上がると思われる｡ そのため, このよ

うな場合も, 新制度の対象とすべきである｡

(���) 本制度との関係で多少問題となると思われるのは, ①債務の性質が第三

者の弁済を許さない場合 (民法���条１項但書前段), ②当事者が反対の意

思を表示した時 (民法���条１項但書後段), ③利害関係を有しない第三者

は債務者の意思に反して弁済することができない (民法���条２項), とし

ている点である｡ まず, ①に関して, 国が弁済する債務は, 損害賠償債務

という代替的給付であり問題とはならない｡ 問題となるのは, ②と③であ

るが, ②については, ｢立法論としてはその当否は疑問である｣ (我妻栄

『新訂債権総論 (民法講義Ⅳ)』 岩波書店 (����年) ���頁) として批判さ

れており, また, ③についても ｢立法趣旨自体必ずしも合理性がない｣

(内田貴 『民法 			[第３版] 債権総論・担保物権』 東京大学出版会 (�

�

年) ��頁) とされ, また, ｢免除を単独行為としたことや保証は債務者の

意思に反してでも成立しうることと一貫しないのみでなく, 立法例にも合

致しないので, 立法論的には反対されている｣ (奥田昌道 『債権総論 [増

補版]』 悠々社 (����年) �
�頁)｡ そこで, 民法改正に向け法制審議会

が提出した ｢民法 (債権関係) の改正に関する要綱案｣ では, この点につ

いて, 債権者が債務者の意思に反することを知らなかった場合には, 当該

弁済を有効とするという旨の但し書きを設けることが提案されている (法

制審議会民法 (債権関係) 部会 ｢民法 (債権関係) の改正に関する要綱案｣

(�
��年２月�
日) ��, ��頁, 
����������������������������

��������

���)｡ 本制度においては, 債務者である加害者の意思を尊重すべき合理

的理由はなく (加害者が反対の意思表示をすることは得手勝手というもの

である) したがって本制度を立法化するにあたっては, これらの例外を明

確に否定すべきである｡

(��
) ｢債務者の委託を受けずして保証人となったのであれば, 弁済は事務管

理となり, 弁済のための出捐は事務管理の費用としてその償還を請求しう

ることになる｣ (奥田・前掲注 (���) �
�頁)｡ 国は, 債務者である加害者

ないしは加害者の所属する犯罪組織から委託を受けずして, 第三者弁済を

行っているため, ここでいう弁済は事務管理となる｡ そのため, 国は弁済

に要した費用は事務管理についての費用として, 加害者に対して事務管理

に基づく費用償還請求権を行使することになる｡

(���) もし, 受給資格のない被害者が不正な手段により賠償金を受け取った場

合, このようにして受け取った賠償金は, 不当利得であるといえる｡ 国は,
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被害者に対して不当利得の返還請求権が認められることになる (民法���

条)｡ 国がこれらの者に対して求償権を行使しようとする場合, 国は, こ

れらの者に対して民事訴訟を提起することになる｡ 国が第三者として加害

者に代わり被害者に対して損害賠償債務を被害者に支払った場合に取得す

る求償権の金額は, 弁済に係る債務の金額に相当する金額が上限となる｡

そのため, 国により弁済された金額が損害額の一部にすぎない場合であっ

ても, 国は弁済された金額以上の損害があることを裁判において証明する

必要はないと思われる｡

(���) 警察庁保安課・前掲注 (��)｡

(���) 確かに, 加害者に求償に応じる資力がないことも考えられるが, 加害者

らの所属する犯罪組織の代表に対して求償権を行使することができれば,

賠償金を受けとることが出来る可能性が高いと思われる｡

(���) ただし, 国が加害者に対して民事訴訟を提起する際に, 訴訟資料に中に

被害者の個人情報にかかわるものがあれば, 被害者の個人情報が加害者に

わかってしまうため, この点に留意する必要がある｡

(��	) ｢犯罪収益移転防止管理官 (
��
�) 年次報告書 平成��年｣ によれば,

����年度の ｢組織的犯罪処罰法｣ に基づく起訴前の没収保全命令の発出件

数���件のうち, 無許可風俗営業事犯が��件, 売春事犯が��件, 不法就労

助長事犯が��件となっている｡ そのうち, どれだけのケースが人身取引事

犯と直接関係しているかは明らかにされてはいないものの, いずれかのケー

スは人身取引事犯と関係している可能性がある｡ このような没収・追徴か

ら得た金銭の総額は３億円を超えている, とされている｡ (警察庁刑事局

組織犯罪対策部犯罪収益移転防止管理官 ｢犯罪収益移転防止管理官 (
�

�
�) 年次報告書 平成��年｣ (����年) ��頁 ����������������������

��������������� �!��"��������#�$������ �!%�������$ &(����年２月��日

最終閲覧)｡

(���) 人身取引犯罪に関係する犯罪収益は, 人身取引被害者支援という特定の

事業に利用されるべきである｡ そのため, この種の犯罪収益は一般会計の

歳入と区分して保管するべきであると思われる｡ これは, 財政法 (昭和��

年３月��日法律第��号) ��条２項のいう ｢国が特定の事業を行う場合, 特

定の資金を保有してその運用を行う場合その他特定の歳入を以て特定の歳

出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合｣ に該当する

ことから, 特別会計を設置し, 資金を保管することも考えられる｡

(���) 齋藤・前掲注 ('') ��頁｡

(��') 認定の主体が替わるだけであって, 認定に基づき被害者が受けられる支

援は, 従来と同様に続けられることになる｡
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(���) ｢入管法｣ １条｡

(���) 現在, 警察庁や入国管理局が人身取引被害者の認定を行っていることに

ついて, 認定基準が不明確であること等の理由で適切に認定が行われてない

として, 強く批判されている (日本弁護士連合会・前掲注 (��) �	頁, 
��


��������	����������������������������������������������)｡

(���) 国際移住機関・前掲注 (��) ��～	�頁 ���������� ��!"���� ��#��!#

�$%���&'()��*+��,��-�.��!/%%�%���.�("� �*0�(����年２月��日最終

閲覧)｡

(���) 国際移住機関・前掲注 (��) ��, ��頁｡

(��1) 国際移住機関・前掲注 (��) ��～��頁｡

(���) 
$�*%.����+��2�!	 1 �����/,������.����-�������1� 

(��	) 3�#�%����2�4$�*�%������������������ �� 

(���) 国際移住機関・前掲注 (��)｡

(���) 淡路剛久 『不法行為法における権利保障と損害の評価』 有斐閣 (����年)

��頁, 淡路剛久 ｢一括請求・一律請求, 包括請求｣ 鈴木忠一・三ケ月章監

修 『新実務民事訴訟講座６不法行為訴訟３』 日本評論社 (���1年) 森島昭

夫 『不法行為法講義』 有斐閣 (����年) 11�頁以下｡

(���) 平野裕之 『民法総合６不法行為法 [第３版]』 信山社 (���1年) 1��頁｡

(���) 潮見佳男 『基本講義債権各論Ⅱ 不法行為法 第２版増補版』 新世社

(����年) 	�頁｡

(���) スモン訴訟福岡地裁の判決では, ｢これら多項目の損害を個々に立証し

ていくことは非常に煩雑であり, 特にそれが長期間に及ぶときは 事実上

困難でさえもある｡ そこで, このような場 合には, これらの諸損害と精

神的, 肉体的苦痛に対する慰謝料とを併せ包括したものとして, 一定の損

害額を請求することも, 特に将来別訴の提起等により不都合生ずる恐れが

ない限り, 許されるものというべきである｣ と判示されている｡ (福岡地

判昭和	1年��月��日判時���号11頁)｡

(���) 福岡地判昭和	1年��月��日判時 ���号11頁, 広島地判昭和	�年２月��日

判時���号��頁, 最大判昭和	�年��月��日大阪空港訴訟民集1	巻��号�1��

頁, 大阪地判平成３年３月��日判時�1�1号��頁｡

(���) また, ����年に民事訴訟法���条が新設され, 損害額の算定がきわめて

困難である場合には, 裁判所は, 口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に

基づき, 相当な損害額を認定することが認められるようになった｡ そこで,

近年, 被害者が多数に渡る場合の損害額の算定の際に, 民事訴訟法���条

を利用し損害額の集団的認定を行うことが提唱されている｡ すなわち, 民

事訴訟法���条に基づき, 裁判所は損害額の認定に関して裁量評価を行う
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ことが認められているという立場に立つことで, ｢原告の数が多数に上る

ということ自体を 『損害の性質』 と位置づける余地があり, そのことゆえ

に損害額を立証することが極めて困難であるときは, 二四八条を適用する

ことも許される｣ と解するのである｡ そして, 損害額の算定に関し, 原告

の損害に等級を設け, 又はグループ化することが提案されている｡ (三木

浩一 ｢民事訴訟法二四八条の意義と機能｣ 『民事紛争と手続理論の現在―

井上治典先生追悼論文集』 法律文化社 (����年) ���頁以下｡) 損害額の算

定に際し民事訴訟法���条が適用されるには, 損害賠償請求訴訟が提起さ

れなければならない｡ しかし, 既述のとおり, 人身取引の被害者が訴訟を

提起することは困難であることから, 民事訴訟法���条を利用して損害額

の算定を行うことは難しいと思われる｡ ただし, 損害額の算定が困難な場

合に通常とは異なった方法で算定を行うという方法は, 人身取引事案の損

害額の算定において参考にすべき点が多いといえる｡

(���) スリランカ人女性に対して日本で仕事があるという虚偽の事実を提示し

同女性を来日させ日本人男性との結婚を強要し, さらに数ヶ月後, 日本人

男性と共謀して同女性の署名を偽装した離婚届を提出し同女性を家から追

い出した国際結婚斡旋業者に対して被害女性が損害賠償請求を行った事件

において, 裁判所は国際結婚斡旋業者に慰謝料����万円の支払を命じた｡

裁判所は, 被告の行為の計画性, 行為の方法, 手段及び態様, 行為の違法

性の程度, 原告の受けた精神的苦痛の程度を勘案して慰謝料を算定してい

る｡ 京都地裁平成５年��月��日 (判タ���号��	頁, 判時����号��
頁)

(���) 被害の程度・態様の具体的な基準として, 被害者の傷害の部位・程度,

入院・通院期間が挙げられている｡ 被害内容は被害者によって当然異なる

ため, これらの点は慰謝料を算定する際に斟酌されなければならないと思

われる｡ (田中康久 ｢慰謝料の算定｣ 坂井芳雄編, 有泉亨監修 『現代損害

賠償法講座７損害賠償の範囲と額の算定』 日本評論社 (�	�	年) �
�頁,

�
	頁｡)

(���) 被害者が障害を受けたことにより後遺障害が残ってしまった場合, 後遺

障害の具体的内容は, 慰謝料算定の際に重要な要素となりうる (田中・前

掲注 (���) �
�頁, �
	頁)｡

(��
) 被害者の受けた精神的苦痛は, 被害者の職業や社会的地位によって異な

る場合があるため, このような点も考慮要素となりうる (田中・前掲注

(���) �
�頁, ���頁)｡

(���) 被害者の財産状態と被害者の受傷は無関係であるため, 基本的には慰謝

料の算定の際の考慮事由にこれを含めるべきではない (田中・前掲注 (���)

���頁)｡
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(���) 慰謝料は被害者が受傷したことにより生じるものであるため, 被害者の

生活状態とは無関係であるはずである｡ そのため, 基本的には慰謝料の算定

の際の考慮事由にこれを含めるべきではない (田中・前掲注 (���)���頁)｡

(���) 例えば, 被害者が任意保険に加入していた場合, 受傷を理由として保険

金請求権が発生する可能性がある｡ 被害者が同一の事由につき保険金を受

領するより先に賠償金を受け取った場合, 賠償金の価格の限度で保険金が

給付されない可能性がある｡

(���) 交通事故事件では, 加害者の不誠意を加害要素として考慮しており, こ

れを考慮事由することも考えられる (田中・前掲注 (���) ���頁)｡

(��	) 被害者に過失があった場合, 過失は損害賠償算定にあたり考慮すべき一

事由とされている (田中・前掲注 (���) ���頁｡)

(���) 加害者の資力が慰謝料算定の際に斟酌された事例が存在している (最判

昭和�	年４月７日 (民集��巻
�頁))｡

(���) 被害者と加害者の間が親密である場合, 減額される可能性がある (田中・

前掲注 (���) ���頁)｡

(���) 加害者の地位等と被害者の受傷は無関係であるため, 基本的には慰謝料

の算定の際の考慮事由にこれを含めるべきではない (田中・前掲注 (���)

���頁)｡

(��
) 被害者が加害者に対して有する怨恨等の感情を精神的損害として位置づ

け慰謝料算定の際の一事由として考慮することもありうる (田中・前掲注

(���) ���頁)｡

(���) 田中・前掲注 (���) ���頁～���頁｡

(���) �
���
����
�������������������
���������
���� �!����!"���#

�����
�
$�"�
�%�
�&�'�����������	�#	�(

(���) 田中・前掲注 (���) ���頁｡
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(
�	) 警察庁保安課・前掲注 (	�)｡
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